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第６章 跡地利用推進セミナー 

６-１ 跡地利用推進セミナーの概要 

１ 目的及び開催テーマ 

推進セミナーは、関係市町村職員及び地権者等を対象に、専門家等による県内外の

まちづくりの事例紹介や土地区画整理事業の仕組みなどについて、跡地利用計画に資

する基礎的知識の共有を目的に２回開催した。 

第１回目は、「跡地利用計画における土地利用の実現」をテーマに、『土地区画整理

事業の申出集約換地手法を用いて（入門編）』についてと題し、跡地利用における土地

利用の実現を図るための手法として想定される申出集約換地制度の概要や土地区画整

理事業の換地の仕方について、基礎的知識の習得を図ることを目的に講義を行った。

また、実際に申出換地手法を活用し、土地利用の実現を図った地区の事例を紹介し、

申出集約換地制度のメリット・デメリット、苦労した点、申出換地の今後の課題点等

についての意見交換会を実施した。 

第２回目は、「駐留軍用地跡地への外資系企業等の進出・誘致について」をテーマに、

沖縄県における外資系企業等の進出・誘致の現状や参入課題等をはじめ、駐留軍用地

跡地への企業誘致の進め方やポイント、企業誘致の実施体制などついて企業側・誘致

側の視点から有識者による講演と、実際に駐留軍用地跡地へ進出してきた外資系企業

の方からの事例紹介を実施した。また、講演や事例紹介を受けて、登壇者と市町村の

参加者との意見交換会を実施した。 

なお、本推進セミナーは基本的には対面セミナーであるが、第２回では、遠方等の

市町村担当者の参加率の向上を図るため、オンライン配信（Microsoft Teams）も併用

しての開催となった。 

また、第１回、第２回ともに、今後の市町村支援事業をより有意義に進めていくた

めに、それぞれアンケート調査を実施した。 
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６-２  第１回跡地利用推進セミナー 

１ 開催日及び開催場所 

開催日：令和５年７月 25 日（火） 

場 所：沖縄コンベンションセンター 

Ｂ１会議室 

 

２ 出席者 

①関係市町村（6 市町村）13 名 

恩納村（企画課）、読谷村（都市計画課）、北谷町（企画財政課）、北中城村（企画振

興課・建設課）、宜野湾市（基地政策部・まち未来課）、浦添市（西部開発局跡地未来

課） 

②沖縄県（企画部県土・跡地利用対策課） 

 

３  開催内容 

(1) 講義 

ア 講師 

日本工営都市空間株式会社 
 技師長 加塚 政彦 氏 

イ 演題 

「土地区画整理事業における申出集約換地制度の概要」 

ウ 講義内容 

≪はじめに≫ 

○皆様こんにちは。ただいまご紹介をいただ

きました日本工営都市空間の加塚と申しま

す。 

○これからタイトルにありますように、申出

換地制度の説明をいたします。どうしても

法律に則っている部分があるものですか

ら、かなり聞き慣れない単語が出てきます。

なるべくかいつまんでご説明するつもりで

すけれども、分からないところがあれば、



第６章 跡地利用推進セミナー 

 

199 

この後の意見交換等でご質問していただければと思います。 

○今日は、こういう制度があって、こういった建物や商業施設等をつくるときに有効な手

段だよということだけでもいいですから覚えて帰っていただければと思いますのでよろ

しくお願いいたします。 

○今日説明する内容は、まず区画整理の仕組

みを簡単にさせていただいた後で換地のル

ール、それから特徴的な事例ということで

説明をさせていただこうと思っています。 

 

 

 

 

 

≪土地区画整理事業の仕組みのイメージ≫ 

○区画整理は、都市計画区域の中で行う事業

ですので、都市計画区域でないところでは

できません。これは国土交通省が出してい

るポンチ絵ですが、従来の土地の形が悪い

とか、道路付きが悪いという土地を整理し

て使いやすい形にしたり、保留地として事

業費に充てる土地を生み出すのですが、公

園とかの土地を生み出して、なおかつ道路

も広くしたりしてきれいな土地が使えるよ

うにする事業になっています。 

○こういった土地をどうやって生み出すかというときに、概念としては、例えばＡさんの

土地から一部を提供していただいて、それを再編することで保留地や公園緑地、あるい

は道路の拡幅分などに充てます。提供していただくものを減歩という言い方をしていま

す。 

○ですから、減歩をした後の残った土地を換地という形でお返しすると小さくなってしま

うじゃないかという話があるのですが、道路や公園が整備されることでまちがよくなり

土地の価値が上がりますので、区画整理の基本は、従前の土地とお返しする換地が同じ

価値になることを基本として事業を行います。 

 

≪土地区画整理事業の流れ≫ 

○実際にはたくさん手続があるので、かいつまんだところを見ていただくとこんな感じで

す。まずどういったまちをつくろうかというところから始まる企画・調査をやっていき

ます。 
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○都市計画区域の中で行う区画整理は、都市

計画事業として行う区画整理、要は都市計

画の中に区画整理を事業決定させる、都市

計画として事業をやる宣言をする事業と、

必ずしもそうではない事業と両方ありま

す。公共団体が行う事業は必ず都市計画事

業としてやります。ですけど組合や個人で

行う事業は必ずしも都市計画事業として決

定する必要はなくやることができます。そ

の違いでここは矢印が変わっています。 

○どういった事業を行うかという組み立てを事業計画といいます。基本的には沖縄県知事、

あるいは認可権が市町村に下りている場合は、認可権者がまず認可をして事業がスター

トします。その後に換地設計を行います。これは先ほど見ていただいたＡさんやＢさん

の土地をどこにどういうふうにどれだけ減歩をいただいて配置するかが換地設計です。

今日のお話のメインになる申出換地はここの話になります。 

○この換地設計をした後に工事をするために仮換地指定を行います。工事をするためには、

今使っていただいている土地を一旦使わないでくださいということで止めないといけな

いので、その手続が必要になります。それを仮換地指定という手法でやります。あなた

の土地はこちらに移りますので、今までの土地は使ってはいけませんというやり方です。 

○その後、使うことを止めた土地の工事をしていく。換地処分は最後に区画整理をやる前

の土地の状態から、先ほど見ていただいた換地の状態に法律的に切り替わりますという

手続です。その結果、登記をしたり、あるいは清算がありますが、先ほど同じ価値の土

地をお返しすると言ったのですが、必ず 100％にできるわけではないですから、できな

かったところはお金でやり取りさせてください、それが清算の手続になります。基本的

には換地処分までいくとほぼほぼ事業は終わり、その後附帯の手続である清算・登記が

終われば、区画整理としては完全に終了ということになります。 

○今日のメインとなる換地設計ですが、換地設計とは何か、これは法律的にいろいろごち

ゃごちゃと書いてあるのですが、私が勝手にこういうことかなと書いてみました。区画

整理する前の宅地を事業計画に定められた街区、これは道路等で囲まれたエリアです。

先ほどの太い道路に変わっていたところ、ああいうところで囲まれたエリアに再配置す

ることです。 

○要は全ての宅地を使えるようにしないといけないものですから、それが道路に面して使

用可能な形に設計しますということです。先ほども少し言いましたが、整理前と整理後

はそれぞれ同じ価値の土地をお返ししますので、それぞれの土地を評価して同じ評価に

なるようにやります。 

○結果、先ほど見ていただいたように、整理後のほうが形が良くなる、道路付きが良くな
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る、公園がそばにきて価値が上がる。そういったことで価値が上がりますので、結果的

に面積が小さくなる。それが減歩になりますけれども、そういった減歩をいただきます

ということで、評価計算や換地設計をやることになります。 

 

≪換地のルール≫ 

○換地はどうやってやるのかという、もっと

細かい話です。換地設計はどうやってやる

かというと、法律にある程度書いてありま

す。土地区画整理法 89 条に、「換地及び従

前の宅地の位置、地積、土質、水利、利用

状況及び環境等が照応するように定めな

ければならない」と書いてあります。「照

応」とは何ですかという話ですが、整理前

と整理後がほぼ同じような条件になるよ

うにしなさいと解釈していいのかなと思

っています。 

○ただ区画整理をやるとどうしても道路が広がる、あるいは公園ができる。地積は先ほど

の減歩をいただきますが、位置は同じ位置に返すのはなかなか難しいものですから、そ

こら辺はどうするのかとなったときに、国土交通省が出している、区画整理はこうやっ

てやるんですよみたいな運用指針があります。 

○この中には、従前の土地の位置、地積云々は、整理前と整理後で大体同一条件にあって、

全ての換地が概ね公平に定められているぐらいでいいですよと書いてあります。自分の

土地は池の横にあったから、区画整理後もそこにあるべきだとおっしゃる方も時々いら

っしゃいますけれども、そうではなくて、池であればそこは公園にして、少し離れたと

ころに換地を出すこともあります。 

○そういうことで位置はどうしてもずれることがあります。だからそれは全体的に見て大

体同一で、位置がずれるならみんなずれているよと、そういったことで概ね公平に定め

られているぐらいだったら、それは全部照応していると考えていいですよということが

あります。 

○実はこれと同じ趣旨の判例がありまして、これが区画整理をやる実務者の中ではスタン

ダードな考え方になっています。どうしてもずれなければいけないのは仕方がないよね

と、でもみんな公平だよねというぐらいで解釈していただければいいのかなと思います。 

○ここに「宅地」、「土地」と書いてありますが、区画整理で宅地とは、道路や公園など公

共団体が所有している公共用地以外の全てを宅地といいます。ですから、法務局の登記

では宅地は家が建っている敷地の話ですが、それは当然ながら宅地なのですが、それ以

外の畑や駐車場に使っている土地など、個人がお持ちの土地は区画整理の中では全部宅

地といいます。これだけは覚えておいていただくとありがたいと思います。 
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○照応の原則に対する例外が区画整理法の中

に規定されています。これはまた後で見て

いただければいいのですが、今日の趣旨で

もあるのですが、要は申出集約換地をして

いいですよという制度と、それ以外にも適

正化や共有化など、申出集約とは違う世界

も含めて書いてあります。 

○住宅先行建設区と市街地再開発事業区が法

律で決められていまして、これは区画整理

法でいう八十九条の照応の原則の例外とし

て使っていいということになっています。

細かい話はこれからやりますので、こんな

ものがあるんだなというぐらいで覚えてお

いてください。 

○法定申出換地の代表例としては３つあっ

て、今申し上げた住宅先行建設区と市街地

再開発事業区がありますが、先ほどの区画

整理運用指針ができたのが平成９年で、そ

の後平成 15～16 年ぐらいに、高度利用推進区が追加され、区画整理法上はこの３つの制

度があると覚えていただければと思います。 

○それ以外に、立体換地は換地ではないのですが、このような制度もあるよと覚えておい

てください。あまり出てきません。それ以外のものも含めてこれから細かく説明します。 

○申出集約換地はどのようなイメージかとい

うと、左側が整理前の状態で、道路が細く

うねっていたり斜めになっています。土地

の形もばらばらの状態で、89 条の照応の原

則で普通に換地してみると、なんとなくこ

うなります。要はＡさんの土地はこの辺、

間に保留地は入りますが、Ｂさんの土地が

この辺、Ｃさんがこの辺となります。１か

所で入らないから２つに分けるとか、ほぼ

ほぼ位置的にはこちらの従前の土地と同じ

ような位置に換地することになるのですが、当然保留地が入ったり道路の付き方で若干

位置が変わる。ＢさんはＡさんの横にあったが保留地が入って少しずれたりという形に

なります。 

○これに対して先ほど申し上げたような住宅先行建設区などの法定申出換地や、そうでな

い申出換地をやるとどうなるかというと、こういう形になることが多いです。例えばこ
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こにショッピングセンターを誘致しようという話があったとします。それに賛成したＡ、

Ｈ、Ｄ、Ｋさんが私はそこに行きたいとここに集める。あるいはＩ、Ｆ、Ｂさんも一緒

に何かやりたいといって集まる。というように一緒にやりたい人たちを集めて１つの目

的の土地利用をするやり方ができるのが申出集約換地です。それぞれ目的に応じて原則

を破ってやっていいですというのが申出集約換地のシステムです。 

○住宅先行建設区とは、早めにまちづくりの

中で住宅を建ててもらってまちづくりが進

んでいくようにしたいときに使うもので

す。それをやるときには住宅先行建設区を

一番最初に説明しました事業計画という区

画整理の根本計画の中に入れておく必要が

あります。それと同時に申し出をするとき

に住宅の建設計画を提出しておく必要があ

ります。あらかじめそこでどういう住宅を

造っていくことを決めた上で申し出をして

いただくシステムです。 

○次に、市街地再開発事業区、略して「再開発区」という言い方をします。沖縄県内では

嘉手納ロータリーや旭橋バスターミナルに建物を造っている事業があります。ああいう

ものを市街地再開発事業といいます。区画整理と再開発は違う事業ですので、一緒にや

るための決まりが必要になります。一緒にやることを一体的施行といいますが、そのた

めのやり方が区画整理法と再開発法に書いてあります。 

 再開発事業区は、再開発に入りたい人は手を挙げてといって申し出を募って、そこに換

地を受けた人たちで再開発をやるというシステムです。 

○次は高度利用推進区です。これは高度利用

という言い方をしていますが、高いものだ

けではなくて、土地を有効に使う事業だっ

たら全て高度利用という解釈になっていま

す。ただ都市計画で「高度利用地区」という

似た名前があるのですが、ここはどういっ

た土地利用、最低の容積率がどれだけで高

さがどれだけのものを造りますという都市

計画を定めたら設定できるというもので

す。 

○要は高さや容積の決まりを都市計画にセットした上で、区画整理で使えるのが高度利用

推進区です。再開発をやりたい人は手を挙げてではなくて、有効利用を図りたい、例え

ばそこでショッピングセンターを誘致してもいいですし、マンションを造ってもいいで

すし、そこの中で土地の有効利用を図りたい人を募ってやるものです。 
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○ですから、土地利用のやり方は決まっていないです。先ほどの再開発事業区とどう違う

のか。先ほどはあらかじめ再開発をやりますと手を挙げてやります。こちらはどうやっ

て使うか分からないけれども、取りあえず高度利用をやるから手を挙げてなんです。集

まった人たちがどうやってやるかと相談していいんです。 

○その結果、再開発にするならそれでもいいということです。ですので、再開発事業と若

干重複するところもあるので解りづらいかもしれませんが、さらにそのような事例も紹

介します。 

○次に、任意の申出換地です。先ほど申し上げた住宅先行建設区と再開発事業区、高度利

用推進区は法律に書いてありますが、それ以外の法律に基づかずに、先ほど言ったよう

なショッピングセンターを誘致しよう、あるいはマンションを造ろうと集まっていただ

くやり方をすることもできます。 

○そこは関係権利者が同意した上でみんなが

同意してやるならできます。仲間外れにし

てはまずいので、全員の機会均等、要する

にそこに申し出をするチャンスをみんなに

与えてください、そういうことをやります

よという情報提供をしておく。これをやっ

た上であればいいということになっていま

す。 

○このやり方を採用している地区は、後で事

例として２つご紹介をいただきますが、それらはこのやり方を使っています。それ以外

にも実は日本全国ですごくたくさんやっています。法律には基づいていないので、若干、

運用上で同意などの工夫は必要なのですが、これが一番ポピュラーで使われていると思

っていただいていいです。 

○そのときに短冊換地というものがあります。これも後でまた事例として出てきますが、

バーコードみたいになっています。なぜこんな換地をするのかというと、申出集約換地

でやったときのパターンでできるのですが、例えばここは角地です、ここは普通地です、

ここは細長いから評価は低いと評価に差がつきます。でもみんなで一緒にやるからみん

な同じ評価にしたほうがいいとなったときに、こういうバーコードみたいなことをやり

ます。なぜバーコードかというと、それぞれ権利者が違うからです。 

○区画整理は基本的に所有権の登記まではできません。こうやってみんなで一緒にやると

いったときに、登記は触れないから、全員同じ土地にすることはできないです。ですか

らこうやってそれぞれの土地がみんなで共同でやるという意思表示をするために細長く

短冊にして換地するというやり方をします。ですから全部まとめてこの土地は同じ評価

です。角地だから普通地だからと差はつけません。 

○また、１画地ずつは使えないので抜け駆けも防止される。みんなで一緒にやるしかない
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形になるので、この短冊換地をするケースも結構多いです。当然、普通の換地をした上

でみんなで共同利用するやり方もできますし、やっている地区もあります。こういった

ことが換地としてできると覚えていただければと思います。 

○先ほどの運用指針や、あるいは最高裁でも

他の換地に影響を及ぼさない限度内でや

るならいいということで、他に影響を及ぼ

さない。みんながやりたいと言うけど、そ

こにいる人をどかしてまでやっていいと

いうわけではなくて、もともとその辺にい

た人たちの了解まで得てやるなら問題な

いですよというのが運用指針や判例に書

かれています。 情報提供と機会均等、権

利者の意思確認を必ずしないといけない。

これをやった上で、大きな反対がないならやってもいいということになっています。 

○集約換地をする目的は、多様な地権者の意向として、売りたい、ショッピングセンター

を誘致して貸したいなどの希望と、一方で普通に家を建てて住みたいという人の意向を

うまくバランスさせるために使うことがひとつあります。 

○また、行政側からすると、計画的なまちづ

くりをして住宅と商業があまり混在しない

ように、大きなショッピングセンターはど

こか決まった場所でやってほしい。だから

そこの場所で申出集約換地をしてもらっ

て、それ以外の人は普通の宅地を造るやり

方です。 

○それから幹線道路の沿道で一定の大きさで

みんなで共同利用しながら、例えばショッ

ピングセンターでもロードサイド型の店舗でもいいですが、景観を形成していただくと

きれいなまちになりますので、行政側からするとこういう視点でやろうという話になる

ことはあります。 

○それから特定の施設をつくりたい。シンボルとなるような何かの拠点施設、大きな病院

でもいいですし、公民館でもいいですが、そういうものを造るときにその用地を確保す

るために使うこともできます。目的がないと、逆に任意の申出換地はやりづらいところ

がありますので、みんなで集まってから何かしようではなくて、あらかじめ何かやりた

いからそういった手法を使おうという流れにしておかないとなかなかうまくいかないと

思います。 
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≪申出換地の特徴的な事例≫ 

○ここから事例を紹介します。まず再開発事

業区(再開発区)です。これは沖縄県内には

区画整理と再開発を一緒にやっている事例

がないので県外の事例です。１つは、最近

できた横浜市の新綱島駅周辺地区です。鉄

道の新駅をつくるのに、再開発を一緒にや

ろうというところです。 

○新横浜駅から新しい線路がつながって鉄道

をつくっている、その１つの駅のところで

す。ここは商業・業務系施設とマンションを一緒に造っていて、再開発事業でやるため

にその再開発に参加する人たちを申し出で集め、法定の再開発事業区を使ってやった事

業です。 

○これは滋賀県大津市の大津駅西第一地区の 

例です。これも約３ha の事業の中で駅があ

るものですから、駅前の再開発をやろうと

いうことで集まって、マンションと少しだ

け店舗が入っているビルを造った事業で

す。ここはもともと密集市街地だったもの

ですから、それの整理をするための１つの

受け皿としてあったように聞いています。 

 

○参考までに県内で再開発だけはやっている

例です。嘉手納ロータリーとコザミュージ

ックタウンです。 
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○それから那覇市旭橋のバスターミナル、そ

れ以外でもパレット久茂地、牧志・安里の

サイオンスクエアもそうです。また、同じ

ようなシステムを使っている防災街区整備

事業も再開発の１つになるものですから、

これは農連市場で使っています。 

 

 

○次に高度利用推進区です。これは東京の大

手町で東京駅の近くです。ここが日本橋川

で、ここから北が神田エリア、南側が大手

町エリアです。これは昨年度の区画整理セ

ミナーでも少しご紹介しましたが、ここに

はもともと国の機関があって、それを埼玉

に移転したものですから空きができた。 

○ここで周辺の老朽化してきたビルの建替え

を再開発でやろうということになったので

すが、申し出で集約換地をすることになったときに、再開発事業区ではなくて高度利用

推進区を使った事例です。ですからこれはどちらも使えるんです。 

○そうやって集まったところから再開発をしました。そうすると集まっていったところが

抜けますので、抜けたところで次の再開発、次に抜けたところが２つ目、またここが抜

けていったので３つ目、さらに４つ目といって、これは全部高度利用推進区ですが、ど

んどん順番に再開発をやっているのが大手町地区です。こんな特殊な事例もあるという

ことです。 
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○高度利用推進区は、うるま市の安慶名地区

でもやっています。もともとロードサイド

の整備を区画整理でやっている中で拠点と

なる施設をつくりましょうということで高

度利用推進区が設定されて、そこに集約換

地をしています。 

○そこではドラッグストアとお店ができてい

ますが、それほど高いものを建てているわ

けではないので、最初に申し上げた高度利

用推進区、高度利用と言っていますが、高いものを追求しているものではないという事

例だと思います。 

○次は任意の申出換地です。関係者の同意の

上でやっていくということで、ほぼ初期の

時代のもので港北ニュータウンです。規模

が大きくて、第一地区、第二地区、中央地

区の３地区あります。中央地区が一番小さ

くて 30ha ぐらいですが、トータルすると

1,340ha です。県内では普天間飛行場と嘉

手納飛行場を足したぐらいだと思っていた

だいていいと思います。赤で塗られている

ところが周辺も含めて大体申出換地をやっ

ています。 

○第一地区はショッピングセンターを設けています。第二地区も同じようにショッピング

センターを設けています。ここは新たに地下鉄の駅ができていますので、第二地区の南

側にあるのがセンター南駅、北側にあるのがセンター北駅と言いますが、そのセンター

北駅と南駅のそばにショッピングセンターを設けるために任意の申出換地をやっていま

すが、これだけこの辺全部を申出換地をやっていますので、すごく申出換地を活用した

地区と考えていいと思います。 

○これは配付資料にはないので画面を見ていてください。先ほど申し上げた短冊換地を採

用しています。ここでは面積の大きさに制限がなかったものですから、ここに入りたい

方、例えば 10 ㎡の方でも入れますが、街区の長さが何十メートルもあるので、現地に境

界杭を打てなくて刻みを入れただけ、確か数ミリ単位の幅しかないような換地もしてい

ますが、みんなで共同で使うことが前提になっていますから、そんな換地でも問題はな

いということになっています。 
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○県内の事例としては、ご存じのアワセ地区

です。イオンモールができたところで、北

中城村のホームページを見ると出てきます

ので見ていただくと分かるのですが、すご

い短冊換地になっています。これも任意の

申出換地でやっているものです。 

 

 

○商業エリアばかりではなくて、これは愛知

県東海市の浅山新田地区です。ここも地区

全体でほとんどが申出換地をやって、売り

たいところ、貸したいところをそれぞれ分

けて申し出を受けています。ここは工業系

の土地利用を前提としてやっていますの

で、ここにありますように物流系や工業系

の土地利用をしています。 

○先ほどみたいな短冊換地をすると地権者が

たくさんいますので、土地の管理をすることが大変になります。ここでは土地管理をす

る会社をつくって、賃貸する土地を全部一括で借り上げています。場所に限らず全部で

す。進出企業から賃料をもらったら、それをみんなで分配するための会社をつくって運

用しています。こういった組織があると短冊換地でもその後の運用がしやすいので紹介

しておきます。 

○このような任意の申出換地は県内でもある

ということで紹介します。まだ建物が建っ

ていないところもありますが、このような

ところでも盛んに使われているということ

で、結構スタンダードなやり方だと覚えて

いただければと思います。 
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≪申出換地についてのまとめ≫ 

○申出換地についてのまとめです。換地は照

応の原則が基本です。ですが、それだけで

はなくて、同じ意向の方たちが集まって有

効利用を図りたいといったときには、任意

の申出換地もやっていただいていいです。 

○そのときに注意が必要なのは、あらかじめ

整備をするものは、どういうものをつくり

たい、どれぐらいの規模、誰がつくるのか

ということも検討した上でスタートしまし

ょうということです。あくまでも権利者の合意形成の下でやりますから、機会均等・情

報提供などが重要になります。 

○共同利用するためにみんなで同じ評価にしたいのであれば短冊換地も考えられます。た

だ、短冊換地は個人では使えなくなりますから、あらかじめ十分に説明した上でやって

いく必要があります。管理組織があるとその後の運用がやりやすくなることもあります

ので考えておくことが必要です。 

○説明を端折ったり、難しい話をさせていただいて恐縮ですが、私のほうからは以上にな

ります。ありがとうございました。 
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(2) 事例紹介① 

ア 事例紹介者 

那覇新都心株式会社 

 顧問 新田 進 氏 

イ 演題 

「那覇新都心における申出換地と土地の共同利用の実際」 

ウ 紹介内容 

 

≪はじめに≫ 

○新田でございます。那覇新都心の事例のお

話をさせていただきたいと思います。これ

は那覇新都心がアメリカ空軍時代の航空写

真です。右側が国道 330 号、左側が国道 58

号で 1,100 軒ばかりの住宅がありました。

嘉手納飛行場のほうに移転して現在の新都

心が出来上っています。 

○私の経歴ですが、沖縄に来る前は、地域公

団、現在のＵＲ（独立行政法人都市再生機

構）ですが、そこで企業誘致の課長代理をやっていました。要するに公団がつくった業

務用地や宅地を販売する仕事です。私はエンジニアですが３年ばかり販売を担当してい

ました。そんなこともあり、那覇都市開発事務所に来て計画課長をやっておりました。 

 

≪那覇新都心における申出換地と土地の共同利用の実際≫ 

○今日のテーマは、那覇新都心の区画整理で

何故申出換地と土地の共同利用を行ったの

か。その導入と意思決定のプロセスはどの

ようなものか。約 2,600 人の地主の同意を

得てやったわけですが、どうやって同意を

得たのか。導入した場合のメリットは何な

のか。それから導入した地区の実態はどう

だったのか。共同利用の具体的なプロセス

はどんなものなのか。共同利用にはいろん

なリスクが潜んでいます。それから、地権

者は申出換地を結果としてどう評価しているのか。最後に、申出換地と共同利用を実施

する上で重要な点は何かという話をしたいと思います。 

○これが那覇新都心の地主 2,600 人の平均値、ヒストグラムを表しています。平均値は１
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人 1,000 ㎡です。大体沖縄の米軍基地は、

1,000 ㎡から 2,000 ㎡の間ぐらいが平均に

なっています。 

○これを見て分かりますが、250㎡から 600㎡

が多いというヒストグラムになりますが、

１万㎡とか１ha とか、そういうスーパーブ

ロックは、とてもじゃないけど地主さん１

人では成立しないということがお分かりに

なろうかと思います。 

 

○これが分布図です。赤色が 250 ㎡以下の小

規模地主さんです。それからグリーンが

2,000 ㎡以上の比較的大規模な地主さんで

す。例えばサンエーの街区、あるいはＤＦ

Ｓの街区では、2,000 ㎡以上の大地主は何

人かいますが、250 ㎡以下の小規模地主も

一定数いる状況であり、とてもではないけ

れども１人の土地では足りない。１人、２

人ではスーパーブロックは成り立たないと

いうことがこれで分かろうかと思います。 

○これはサンエーの街区を拡大したところで

す。ここを見ただけでも数十筆の筆が入っ

ていることが分かると思います。例えばこ

れで共同利用をやろうとすると、この筆を

持っている地主さんのほぼ全員の同意を得

ないと申出換地、共同利用が成り立たない

わけです。 

○例えばここの地主さん１人が反対したら、

中抜きで共同利用をやるわけにはいかない

ということになります。もっとも換地としては道路に接道しないといけませんので、ど

こか道路に面したところになる、あるいはバーコードになるかもしれませんが、要は１

人が反対しただけで共同利用というのは成り立たなくなるということです。極端に悪い

言葉で言えば、申し出で入れ換えてしまわないとできないわけです。 

○ここに書いてありますように、「１.何故、申出換地、共同利用（スーパーブロック）が

必要と考えたのか」。①モノレール駅前の商業予定地、例えばＤＦＳの予定地に一戸建の

住宅を建てたいという地主さんがいるわけです。商業街区は夜は真っ暗になってしまう

のでこの人を残しておくことはできない。 
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○②戸建住宅予定地に大地主がいて、大型ス

ーパーに土地を貸したいという方もいる。

そうするとこの人の持っている土地を原位

置換地にすると一戸建住宅エリアですか

ら、当然商業者に貸すことはできない。 

○③新都心という土地のポテンシャルからい

って、当然大型商業施設が何画地も立地可

能で、そのためのスーパーブロックが商業

街区に必要だけれども原位置換地ではでき

ない。 

○④ところが商業街区に大規模地権者は不在でスーパーブロックは成立しない。これはさ

き程の図面を見ていただければ分かると思います。 

○⑤原位置換地が前提では、複数地主の共同利用でスーパーブロックをつくろうとしても、

１人の地主の反対で共同利用は当然成立しない。このため原位置換地をやめて申出換地

と土地の共同利用を同時に導入して、スーパーブロックをつくることを計画した。 

○次に「２.その導入のプロセスは具体的にどうしたのか。」。①地主が 2,600 人もいます。

１人１人説得するのはとてもじゃないけどできないんです。まず地主会の皆さんに、原

位置換地でペンシルビルが建った大宮駅の西口とか、申出換地の例として港北ニュータ

ウンや新本牧。ここは軍用地跡地で、申出換地と土地の共同利用をやっているいい例で

す。それからみなとみらい 21 を視察して、その後の地権者勉強会によって申出換地と土

地の共同利用の必要性を自ら判断していただきました。 

○要は、申出換地と土地の共同利用を同時にやらないとペンシルビルが建って、そしてペ

ンシルビルの中は空き家ばかりで地主のビジネスが成立しない。こういうことを地権者

自ら肌で学んでいただいたということです。 

○②地権者が施行者ＵＲ都市機構へ申出換地と共同利用義務街区の導入を要請して、区画

整理審議会で導入を決定していただいた。 

○先ほど加塚さんの講義で法律の支援がある申出換地が７つも８つもありますよというこ

とでしたが、実は平成元年当時、35 年前は１つの支援もありませんでした。ですから、

2,600 人の地主の同意を得て申出換地と共同利用をやるというのは、大変な冒険でした。

それこそ夜もなかなか眠れない、うまくいくかどうか分からないということもありまし

た。 

○それでもこれをやらないとやはりいいまちにならないということは分かっていましたの

で、本来、土地区画整理審議会というのは法律に基づいて審議する事項が決まっていま

すので、申出換地あるいは共同利用を審議するような審議会ではないのですが、ちょっ

とでも支援をいただきたいということで審議会にかけました。そしてぜひやるべきだと
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いう答申をいただいて踏み切りました。 

 

≪申し出換地と土地の共同利用を同時に導入した場合のメリット≫ 

○申し出換地と土地の共同利用を同時に導入

した場合のメリットは幾つかあります。 

まず大きく分けると、申出換地のメリット

と共同利用のメリットに分割することがで

きるかと思うのですが、申出換地のメリッ

トとしては、土地利用計画の実現が可能だ

ということです。 

○土地利用計画というのは、施行者が絵にか

いた餅ですから、原位置換地だったら地主

が絵にかいたとおりやってくれるかどうか分からないわけです。当然、大きな街区は成

立しないのですが、申出換地をやると、その土地利用を実現するための人が手を挙げて

きてくれるわけですから、原位置換地での土地利用計画と地権者の土地利用意向とのミ

スマッチがなくなるということです。 

○それから、ミスマッチがなくなる以上は当然市街化の促進が早いということです。事業

意欲のある人が申し出をして自分の希望する場所に立地してきますから、そういうメリ

ットがあります。 

○共同利用のメリットは、まず、地権者の生活再建の支援が可能です。申し出に裏打ちさ

れた共同利用街区への換地と、そこへ企業誘致を行うことによって地権者の生活再建が

可能だということです。 

○当時のＵＲは、地主の生活再建を急速にやりたいという強い希望を持っていました。地

主からもＵＲに対して生活再建をしてほしい、５回にわたって部分返還されたので、長

い人は十数年ずっと地代が止まっている、何とかしてくれという熱い支援の言葉があっ

た関係で、やろうじゃないかということに踏み切ったわけです。 

○共同利用のメリットは、申し出に裏打ちされた共同利用街区への換地とそこへの企業誘

致を行うことによって地権者の生活再建が当然可能になってくる。それから小規模宅地

の活用ができるということです。 

○共同利用を実際にやった街区は５街区です。天久りうぼうは２街区にまたがっています

ので、４街区になるかもしれませんが、天久りうぼうへの最終申し出者数は８人と９人

となっていますが、天久資産保存会という組織の代表者が地権者になっている関係で、

実際はこの配下に 800 人ぐらいの方が地主としています。そういう人たちが、合わせて

２万 6,000 ㎡ぐらいの２つの街区にいます。 

○それから、あっぷるタウンの街区が５人で面積は１ha です。それからサンエーの街区が

地主が１番多くて 21 人。当初は、もっと少ないときもあったのですが、最終的には 21
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人で約１万坪強の街区入っているという

ことです。 

○それからＴギャラリア（旧ＤＦＳギャラリ

ア）の地主は 11 人で、１万 7,400 ㎡です。

ここにはＵＲの土地も7,000㎡ぐらい入っ

ていたのですが、今はアメリカのファンド

に売ってＵＲの土地はないです。なぜＵＲ

の土地を入れたのかというと、この街区だ

けは共同利用に手を挙げる企業がいなか

ったんです。最後のほうでようやくＵＲのほうで誘致をしたのですが、サンエーとか他

の街区には、例えばダイエーが入ってきたり、それから大和ハウスなども入ってきてい

ました。 

○そういう人気のある街区と違って、駅前な

のになぜかなかなか人気がなくて、ちょっ

と使いにくい形でもあったりして、ＤＦＳ

が最初からいなかった関係で地主の数が足

りなくて 7,000 ㎡の空きがあったんです。

それでＵＲは保留地を入れるか、最終的に

はＵＲが先買した用地と換えましたけれど

も、ＵＲの用地 7,000 ㎡を入れて、かなり

四苦八苦しながら共同利用を成立させたと

いう経緯があります。最終的に他の地主の

同意を得てＵＲはアメリカのファンドに売っています。これが今言った街区の写真にな

ります。 

 

≪那覇新都心街づくり推進協議会≫ 

○区画整理事業の中で上物を立ち上げてやっ

ていくというのは、法律の外の仕事なんで

す。区画整理事業はあくまでも基盤整備で

すから、街づくりまでやるのはディベロッ

パーの仕事になるわけで、これをやるには

ＵＲだけでは合意形成上はなかなかうまく

いかないということで、沖縄県や那覇市に

も入っていただきました。それから一番ユ

ニークなのは、地主会自身にもこの協議会

に入っていただきました。 

○協議会のやっている仕事は③目的に書いてあるとおりです。そしてこの組織が極めてユ

ニークなのは常勤の職員を１人抱えていることです。これは那覇市の都市計画部の方で
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す。そして何よりもかなり潤沢な予算として、１年で 3,600 万円の予算を持っている。

これでもっていろいろな仕事ができるわけです。 

○この予算でもって、関係者皆で協議しながら推進していきました。この街づくり推進協

議会がうまく機能していなければ、那覇新都心の上物整備はなかなか難しかっただろう

と思います。見えないところでこういう組織が極めて有効な仕事をやっているというこ

とを今日紹介したかったことの一つです。 

○もう一つ縁の下の力持ちが、この第三セク

ターです。実は資本金を 13 億円も持ってい

るんです。当初は半分の６億 5,000 万円で

したけれども、もともと沖縄で２番目の大

きなテナントビルだったのですが、ビルを

建てるのが目的ではなかったので、申出換

地と共同利用でいろいろ調整を図る仕事を

この会社にやらせようとしたんです。この

会社が共同利用街区に企業を誘致して、100

社ぐらい連れてきています。 

○申出面積と共同利用街区面積との過不足の調整であるとか、それから最終的にどこの企

業にするのかといったコンペなどもやっています。なぜこんな会社を設立したのかとい

うと、実はＵＲ自身がこれらの仕事も含めて全部やってしまうと、企業が撤退するとき

に地主から訴えられる可能性があるわけです。そういうためのリスクヘッジをかけるた

めにつくった会社なんです。そのための会社を後で利用してビルを建てさせたところで

す。 

 

≪申出換地と共同利用の進め方≫ 

○申出換地と共同利用の２つの流れ、これを

うまく合体させながらやっているのです

が、申出換地の進め方はこういう形で段取

りを組んで、かなり精密にやってきていま

す。 

○それから共同利用は、こちらは先ほどの第

三セクターが 100 社ぐらいの企業を連れて

来て、なおかつ地主とお見合いをさせて共

同利用に持ち込んで、過不足調整をしなが

ら最終的には地主に企業を選んでいただく。 

○なぜ地主に企業を選んでいただくかというと、要するに第三セクターが企業を選ぶとこ

れも撤退リスクを自ら負うことになりますので、最終的には地主に選んでいただく。そ

のために数社呼んできています。 
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○例えばサンエーの街区は、３社でコンペをやっています。その３社を呼んできたのも那

覇新都心株式会社の仕事です。一部は、那覇市から紹介を受けた企業も入って、そうい

う形で仕事をやってきているということです。 

○これが具体的なやり方です。細かいのです

が、参考のためにこの絵を見ながら私の説

明を聞いていただければと思います。まず

①第三セクターはこのイ、ロ、ハといった

複数の企業を共同利用街区に誘致してきま

す。 

○そして②その企業名を公表して、その街区

に換地を希望する地権者Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを

集め、③各地権者の申出面積の合計が共同

利用街区面積となるように、第三セクターと集まった地権者Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄが自ら調整

をするということをやっています。例えば、希望者が多ければ誰を外すんだということ

は、これを第三セクターがやると怒られますので地主の皆さんで決めていただく。あな

たはちょっと遠慮しておいたらどうだというようなことを地主自身で決めていただく。 

○希望者が足りない場合は地主自身でもう一つ土地を持っていればその土地も申出させよ

うとか、あるいは知り合いを呼んでくるとか、それでも足りないとなったときに、先ほ

どのＤＦＳの街区のように、ＵＲ自身が持っている先買した用地を補填して、無理やり

というと怒られますが、共同利用を成立させる。仕方ないなということで、7,000 ㎡の先

買用地を捻出するということもやっています。 

○それから④調整後の地権者Ａ、Ｂ、Ｃがその街区に換地の申し出を行う。Ｄさんは調整

した結果、残念ながら落ちたということです。最後に、⑤それを基にＵＲが地権者Ａ、

Ｂ、Ｃの土地を共同利用街区に仮換地指定を行い、⑥地権者Ａ、Ｂ、Ｃがイ、ロ、ハの

企業の中から土地を賃貸する企業イを選定して、このことによって第三セクターとＵＲ

は企業の撤退リスクにヘッジをかけていると、こういう複雑なことをやっているわけで

す。 

○第三セクターをかませたり、協議会をかませたりいろいろやっているのは、本来、役割

分担に手を出した分だけ法律行為ではなくなりますので、訴えられる可能性が出てくる

から、それに慎重にヘッジをかける必要があるので、こんな面倒くさい段取りを組んで

います。 

○公共団体がやる場合は、もう少し短縮して第三セクターを省いて企業は紹介までにとど

めて、ちゃんと法的な制限事項がありますよ、我々は地主には最後は保障しませんよと

いうことを言い含めてやるようなやり方も当然あろうかと思います。那覇新都心の場合

は初めてでしたので、なるべく親切にいろんな手をかませながら、でも最後は責任をか

ぶらないようなやり方を取っているということです。 
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○ここに今言ったようなことが書かれていま

す。まず最初に、ＵＲの企業誘致担当が 100

社くらい誘致とありますが、実は私です。

経歴で言いましたように沖縄に来る前はＵ

Ｒ本社の企業誘致の課長代理をやっていた

ということで、私は毎年数百社、毎日のよ

うに首都圏の企業と会って、大阪に行った

り福岡に行ったりといろいろなことをやっ

ていました。 

○２番目に、このままやっているとＵＲがリ

スクを背負ってしまいますので、第三セクターをつくって、それを第三セクターに承継

をさせてリスクヘッジをかけたということです。 

○３番目に、第三セクターが地権者を集めて意見を集約し、申出街区ごとに地権者を集団

化する。これによってＵＲから換地リスクを第三セクターに移転したということです。 

○４番目に、地権者集団が誘致企業の中で企業を決定する。これによって、第三セクター

から撤退リスクを地権者集団に移転する。そしてＵＲと第三セクターからいろんなリス

クを、本来最終的には地主が負うべきことだから、地主に負っていただくという形でヘ

ッジをかけているわけです。 

○これが今言ったやり方です。最終的には地

主がこの赤丸のところで責任を取るような

形になっていますが、最初は全部ＵＲとか

第三セクターが必死にいろんなことをやっ

ているということです。最後は地主の了解

を得て、最終的なヘッジをかけて地主にリ

スクを取っていただくということです。 

○共同利用に係るリスクを改めて言いますと

企業の撤退リスクというものがあります。

企業誘致を施行者自らが行うと、企業の撤退時に責任問題が施行者に降りかかる。本当

にそんなことがあるのかというと実はあったんです。 

○例えば、173 街区と呼ばれていた現在のサンエー那覇メインプレイスの街区は、最初に

呼んできたのはダイエーでした。 

○ダイエーが撤退したので、地主から、３社ばかり呼んできてくれないかと頼まれて、イ

オン、那覇市から紹介を受けたサンエー、大和ハウスの３社を呼んできてコンペをやり

ました。そして最終的には、地主がコンペの結果で選んで、地主がリスクを背負うとい

う形になっています。 
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○それから、企業の選択などの共同利用参加

者の意思決定リスク。例えばサンエーの街

区は 21 人がいます。21 人がけんかをして

は企業が決められない。こんな事態が想定

できるわけです。現にあったのかというと、

実はありました。なかなか揉めました。サ

ンエーとイオンと大和ハウス、どれがいい

んだということで、地主間 21 人で揉めると

いうことがありました。 

○最初から地主自身にリスクヘッジをかけて

いて、規約がありました。最後は規約で、意思決定方法は画地面積あるいは区画整理評

価の総指数をもって決めています。ですから最後は、21 人の地主の皆さんがすんなり、

言ってみれば自分の持ち分比率で、株主総会で決めたと、取締役会で決めたと、そうい

うようなものです。 

○ですから、そういうリスクヘッジをあらかじめどういうふうにかけておくのか。これは

あらかじめかけておかないと、揉めだしたら裁判になってしまうわけです。そういう細

かい仕組みが、申出換地とか共同利用を実際に実務でやっていく上では、そういうかな

り細かいところが大事だということを今日覚えておいていただければいいと思います。 

○それから換地リスクもあります。申出換地によって換地を街区に充填するときに過不足

が出るリスク、これは当初から考えられます。これをどうやったのか。申出条件として

過多、余ってしまった場合の優先条件は直線距離でやっています。要するに重心間の直

線距離、サンエーの街区の重心と手を挙げた地主の持っている土地の重心距離が近いほ

うから優先されるというルールになっています。 

○不足した場合はどうするか。これはＤＦＳの街区でやりましたけれども、地主が自ら面

積を追加で投入する、あるいは地主自身が新しい地主を呼び込んでくる。それでも足り

ないとどうするかというと、ＤＦＳの街区のようにこれはしようがない、ＵＲが責任を

取りましょうということで、ＵＲの土地 7,000 ㎡を割り込んだということです。 

○それから２つ目に、共同利用参加地権者の相続、転売、競売等による共同利用からの脱

退リスクが常にあるわけです。これは途中経過にこういう脱退リスクがあるのであって、

最後に換地処分をしてしまったら脱退リスクはゼロになります。なぜかというと、進出

した企業と、例えばサンエーの街区は 21 人の地主と個々に 21 本の契約でもってお互い

を縛っています。 

○それからサンエーは地主が撤退することがないように借地権の登記を行っています。皆

さんもネットで見れば出てきます。サンエーはどんな借地権登記をやっているのか。こ

れは民法でカバーできますから、地主が変わっても借地権の登記があれば、これは脱退

しようが、相続が始まろうがサンエーの権利はカバーできますので、登記さえしてしま
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えば問題ないのですが、登記するまでの間の脱退リスクをどうやってカバーするのかと

いうのは、協定・覚書という形でやっています。 

○参加地権者 21 人が協定、あるいは覚書を結んで、お互いを縛っています。それから施行

者に依頼して、ＤＦＳの街区みたいに換地を入れ替えるとかＵＲの先買用地、これは保

留地を賃貸に出すわけにはいきませんので、保留地は必ず分譲して現金として資金回収

しないといけない用地ですので、一方で先買用地はＵＲは賃貸できるということもあっ

て、最初は保留地を割り込んでいましたけれども、最後は先買用地に切り替えています。

そういった形でリスクヘッジをかけているということです。 

 

≪申出換地の結果≫ 

○那覇新都心では地主にアンケートをしまし

た。申出換地を導入したこととその結果に

ついての満足度です。青が満足です。不満が

あるというのはピンクの方たちです。ほと

んど９割を超えるような人たちが導入した

ことについても、結果についても満足して

いる。この結果は共同利用から外れた人も

入っているわけですから、地主はみんなや

ってよかったと言っていただいています。 

 

≪申出換地と共同利用を実施する上での重要な点≫ 

○申出換地と共同利用をやる場合の大事なこ

とは、まず申出換地ですが、申出換地で実

現しようとする市街地像が多くの地権者の

同意を得ていることです。 

○２番目は、実現しようとしている市街地像

の実現の可能性が高いことで、３番目は、

従来の原位置換地に代わる権利保護や権利

者間の公平性に関して、多くの地権者の同

意を得られる見込みがあることで、４番目

は、地権者全員に対する公平で十分な情報提供が行われることです。 

○共同利用については、まず共同利用は申出換地が前提になっています。２番目は、街区

への申し出の過不足調整のルール、地権者の脱退リスク、それから企業の選定・撤退リ

スクのヘッジが必要なことで、３番目は、企業立地があらかじめ見込めないと地権者は

共同利用に手を挙げない。ＤＦＳの街区がそうでした。このため事前に企業誘致が必要

ですが、施行者は自らが行う場合は企業の撤退リスクなどにあらかじめヘッジをかける

必要がありますということです。 
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○最後に、これは那覇新都心にあったもので

すが、「ＡＩＲ ＦＯＲＣＥ」と入っていま

す。アメリカ空軍時代の立入禁止看板です。

当時５枚あったのですが、４枚はＵＲに寄

付して１枚は私がいただいて私の寝ている

枕元にいつもこれがあります。私の話は 

以上です。ありがとうございました。 
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(3) 事例紹介② 

ア 事例紹介者 

株式会社フジタ 西日本開発事業部 

 副事業部長 鎰谷 聡 氏 

イ 演題 

「申出換地手法を活用したまちづくりの実例 静岡市恩田原・片山地区」 

ウ 紹介内容 

 

≪はじめに≫ 

○ただいまご紹介いただきました株式会社フ

ジタの鎰谷と申します。改めましてよろし

くお願いいたします。 

○最初に、簡単に会社の紹介をさせていただ

きたいと思います。当社は東京に本社があ

り、いわゆる総合建設業ゼネコンの分類に

入るのですが、特に力を入れておりますの

が都市開発事業になります。その中でも施

行者が土地区画整理組合である組合事業の

業務代行という形態で、全国各地でまちづ

くりの推進支援を行っているのが一つの特

徴かと思います。 

○沖縄県内におきましても、現在２地区にお

いて推進させていただいております。大半

の地区では、土地区画整理事業に併せて地

権者の皆様の土地活用の推進支援をさせて

いただいておりまして、本日このような場

にお声かけをいただきましたのも、このよ

うな特色を持った取組を行っているからな

のかと思っております。 

○さて、本日の説明の内容につきまして、記

載の６項目について順次ご説明をさせてい

ただきます。 
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≪恩田原・片山地区の概要≫ 

○今日ご紹介させていただく恩田原・片山地

区は、静岡県静岡市で現在も事業施行中の

まちづくりになります。申出換地手法を活

用しまして実現しつつある物流産業団地の

例になります。東京と名古屋のおおむね中

間点に位置するところでございます。 

○2019年(令和元年)９月に東名高速道路の日

本平久能山スマートインターチェンジが開

設していますが、これに近接しているとこ

ろです。それとＪＲ東海道新幹線静岡駅か

らも約2.5キロということで、いわゆる市街

地に隣接をした田園地帯でございます。 

○上位計画におきましては、スマートインタ

ーチェンジの整備に併せた周辺の産業拠点

ということで位置づけされております。 

用途地域につきましては、この事業に併せ

て大半が工業地域に指定されているところ

でございます。 

○土地区画整理の概要は、地区面積が約

32.8ha、約10万坪弱を組合施行の土地区画

50整理事業を業務代行方式で行っていま

す。事業の施行期間につきましては、2027

年３月までになっていますが、基盤整備工

事は今現在約90％を終えているところでご

ざいます。 

 

 

≪事業開始前の状況≫ 

○これは事業開始前の航空写真で、北から南

に向けて撮っています。奥向こうが太平洋

という立地環境になります。市街地に隣接

した田園地帯ということが見て取れてご理

解いただけるかなと思っております。 

○この場所で区画整理事業をやるにあたっ

て、スタート段階での地権者の皆様の土地

活用の意向がこういう状況になっていま

す。地権者の大半は農家で、この事業が始



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

 

224 

まる前は農地として所有されていました。

その方々に事業開始時点で将来どうした

いかを聞いたところ、おおむねこういう分

布になっております。約半数の方が宅地に

変えた上で売却をしたい。それ以外の方に

ついては記載のとおりです。住宅とか当面

は農地として使いたいという方もいらっ

しゃいましたが、いろいろなご意向があっ

たというところでございます。 

 

≪本地区における申出換地≫ 

○本地区における申出換地による集約換地と

いうことですが、それを採用した目的と理

由について簡単に記載しております。スマ

ートインターチェンジの新設に併せまし

て、その交通アクセスの利便性を活かした

土地利用が求められていたのですが、その

ためには、いわゆる大街区化、個々の地権

者の土地であればかなり小規模な土地もあ

るわけですが、それらを集約して大街区化

を図った上での産業団地の創出が適切であ

ろうと考えられました。 

○それともう一つが地権者の大半が農家の方々で、ご自身で土地活用を行うよりは、専門

家の支援を求めて共同事業を行うことに関する意向を持たれた方が多かったということ

です。そういうことで、この事業におきましては申出による集約換地で行うことが得策

であろうと判断されました。 

○申出換地という用語がかなり広く使われて

いると認識していますが、私どもが取り組

んでいるのは任意の申出換地、すなわち法

律によらない申出集約換地でございます。

この地区においても、その手法を使ってい

ます。 

○地権者の皆さんが土地活用の方針、この図

によると共同で売却するのか、共同で賃貸

事業をするのか、もしくは自己利用するの

か。大きくはこういう区分けになりますが、これらをあらかじめ決めていただいて、そ

の方針ごとに土地を集約するというやり方になります。 

○本地区は、地権者の多様な意向がありますが、その意向に関わらず全員が申し出を行う
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ということを基本ルールとしているという

ところが一つの特徴でございます。 

 

 

 

 

 

○そのプロセスとしては、まず区画整理組合

が設立される前段階の準備組合の段階で数

回勉強会などを開催して、事業の方針、プ

ロセス等を周知するということです。それ

を踏まえて土地区画整理組合が設立されて

正式に事業がスタートすることになるので

すが、その後、地権者の土地利用の意向申

請書を次の段階で提出していただきます。 

○それを踏まえて、大体皆さんどんなご意向

があるのか、どういう土地利用になるのか、換地になるのかという検討を行った上で、

改めて正式に本申出書で、こういう土地活用をしたいと正式に申し出をしていただいて、

それに基づいて換地設計をやり、それに基づいて地権者の方々に個別の説明をし、御理

解を得た上で仮換地指定をします。 

○要するに図面上で正式に地権者の方々が取得される土地の位置、形状、面積を確定させ

る作業が仮換地指定ということになりますが、そのプロセスにつなげていくという流れ

でございます。 

○地権者の皆様には、組合の設立からおおむ

ね半年のタイミングでご自身の意向を記載

した換地申出書を提出していただいて、そ

れに基づいて換地設計がなされて、個別に

ご説明し、ご了解を得た上で仮換地指定を

行うという手続を踏んでいるというのがこ

の事業でございます。 

○地権者の皆様に書いてもらうこととなった

換地申出書はこのようなものでございま

す。 

○従前のそれぞれの宅地に対して自己利用、自己利用の中でも、今持っている土地の位置
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に換地を受けたいとか、戸建住宅に適したエリアに換地を受けたい、もしくは農業を継

続したいから、農地として適したエリアに受けたい、それとは別に単独で受けたい。自

己利用は大きくはこの４種類の選択肢を設けております。 

○それに加えて共同事業ということで、売却なのか賃貸なのか、そういった選択肢を設け

た中で、従前の所有する全ての土地、複数の土地を持っていらっしゃる方であれば、そ

れぞれの従前の土地に対してどういった活用をしたいかを記載していただくという方式

を採用しております。 

○その結果どうなったかというと、一番北側

はもともとあった幹線道路、薄い緑色が農

地エリアになるのですけれども、この幹線

道路の沿道に関しては、もう既に土地利用

がなされていました。いわゆるカーディー

ラーとか、そういうお店も幾つか建ってい

る場所でしたので、そういうエリアに関し

ては、基本的には原位置ということでその

まま換地を受けてもらうということです。

それ以外に関しましては、土地活用の方法、

方針に合わせて集約しているということです。 

○オレンジ色が共同売却街区で、こういう場所にトータルで８街区配置されています。そ

れと薄い青色が共同賃貸街区で２街区、共同活用街区としては全部で10街区です。それ

以外は住宅エリアとか、農地・その他という分類になっております。 

○それと区画整理事業の事業費を捻出するに当たって、その重要な財源となります保留地

は、業務代行方式ということで、保留地の取得は業務代行者に取得させることになるん

ですけれども、保留地に関してはピンク色のところです。これが保留地になっていまし

て、一部は、保留地と共同売却をセットではめ込んでいる街区もあります。そういった

ことで調整を図っています。 

○地権者が従前にお持ちの土地、従前宅地に対して、例えば売却街区も複数にまたがって

いて、賃貸街区も複数にまたがっていて、誰の土地をどこの街区にはめ込むのかという

ことは、基本的には従前地がどこにあるのかを基準に決めております。 

○本地区には放水路があるのですが、放水路で分かれて、北側が恩田原地区、南側が片山

地区で、恩田原地区は恩田原地区、片山地区は片山地区と、それぞれのエリアの売却と

か、賃貸の換地にはめ込めていくというやり方をしております。 

○売却とか賃貸に関しては、条件とか価格は基本的には街区ごとに異なるのですが、換地

の評価に応じて売買価格とか賃貸単価を調整することで、地権者の皆様の公平性を担保

するという方法を採用しております。 
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≪共同事業のコーディネート≫ 

○次に、今ご覧いただいた共同売却とか共同

賃貸、それぞれの街区での土地活用事業開

始までのコーディネートについてご説明し

ます。組合事業の場合、業務代行者が代行

業務に加えてコーディネート業務を行う形

態としております。 

○組合施行の事業の業務代行方式に関して

は、沖縄県内ではアワセゴルフ場跡地がそ

の類似の事例ということだと思いますが、

本土では、昭和61年に当時の建設省から業務代行方式の採用促進に向けた通達が出され

ていて、それ以降、多くの事業で取り入れられている方式でございます。 

○ちなみに、組合施行に関して、やり方をご

存じない方のためにこのページを用意しま

した。左側の組合施行というのは施行地区

内の全ての土地所有者・借地権者が組合員

となって区画整理事業をやるのですが、そ

れが土地区画整理組合という組織をつく

り、それが事業主体になるということです。

そして、地権者の中から選出された理事が

理事会を組成して全地権者による総会が中

心となり事業推進を行うというやり方で

す。 

○事業の収入に関しては、保留地処分金がメインになるのですけれども、それに加えて行

政からの補助金とか助成金を組み合わせる場合もあって、こういったものを収入源にし

ながら事業を行っていく。これが組合施行ということでございます。 

○その中の業務代行方式ですが、民間事業者が保留地の取得を条件として区画整理組合か

らの委託に基づいて、その事業の大半の業務を代行する方式ということになります。特

徴としては、経験豊富な民間企業を選定することで、ノウハウとか人的資源、資金を活

用するということが可能になるということです。 

○組合設立後に保留地処分に関して業務代行者と約定を結ぶことで、事業費収入が担保さ

れるということで、地権者にとっては、事業に伴うリスクをヘッジすることが可能とな

るということです。 

○地権者にとっては、事業の成立性の向上が期待でき、行政にとっては、人的、資金的な

負担の軽減につながるということで、こういったことを目指す地域の場合、組合施行の

業務代行方式が採用されているところでございます。 
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○業務代行方式の代行業務というのがあって、それに対して今回それぞれ共同売却、賃貸、

そういった各換地の事業コーディネートを併せて行うのが今回の事業の特徴ということ

でございます。それぞれの換地の事業とか、その他、まちの付加価値を高めていくため

のそういった取組も併せて行っているというところでございます。 

○共同事業のコーディネーターについてとい

うことで、その役割に関しては街区ごとに、

換地を受けた地権者の緩やかな組織の組成

から始まり、売却や賃貸に向けたプロセス

の理解促進を目指した勉強会を開催した

り、それらを踏まえて候補企業の抽出、条件

等の協議・交渉、さらには事業者の決定支

援、それぞれの契約手続、契約後のアフター

フォローを行っていくということでござい

ます。 

○この地区においては、それぞれの街区の地

権者組織として共同事業推進協議会を組織

しております。各街区ごとになりますので、

売却街区が８街区、賃貸街区が２街区で、そ

れぞれ８組織、２組織ということです。それ

ぞれ街区ごとに地権者の数が違いますの

で、最少で２人、最多で36人になる人数の協

議会を組成するというやり方をしておりま

す。 

 

○協議会という組織活動を行うに当たって

は、当然一定の約束ごとが必要になります。 

 地権者相互の約束ごとに関しては、協議会

協定書を締結します。これは、この協議会

での目的とか協議事項とか、それぞれ会員

の権利義務、地権者組織の運営に必要とな

る事項を定めているということです。 

○事業コーディネーターとの間での約束ごと

に関しては、事業化コーディネーター協定

書を締結しております。コーディネーターに対して委任する業務の内容とか、発生する

費用負担、双方の権利義務等を定めています。 

○街区ごとの緩やかな組織の活動とはいえ、売却ですとか賃貸に関しては、それぞれの契
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約は当然個別になりますので、組織活動とはいえ全員合意が必要になるということで、

それぞれの地権者の考えを把握しながら丁寧に進めていくということが求められている

ところでございます。 

○組織が組成されましたら、土地活用の開始

までの間の大まかなプロセスとして、地権

者協議会の設立から始まって、コーディネ

ーターによって売却又は賃貸先の抽出がな

され、協議会による検討がなされて最終的

に全員合意で売却又は賃貸先を決定すると

いうことで、それを踏まえて速やかに契約

の締結につなげていくことになります。 

○全部で10街区あるわけですけれども、当然

街区ごとに使用収益の開始時期は工事の進捗に応じて変わってきますので、各街区ごと

に使用収益開始の時期から逆算してそれぞれの行程を設定しています。 

○これが現在の企業誘致の状況、土地活用開

始の状況でございます。売却街区、賃貸街

区の誘致業種については記載のとおりで

ございます。 

 

 

 

 

≪共同事業の実例≫ 

○簡単に街区ごとにどんな事業をやってきて

いるのか２つだけご紹介します。１つがこ

の３街区で、これは恩田原地区の北東側に

位置します。この街区には地権者18名、面

積が約6,800㎡ということです。 

○実はこの地区の北側は、ある大手企業の本

社が隣接地にあって、そこが最も良い条件

を提示したので、そちらの企業に売却をし

ております。そちらの企業では本社と隣接

した土地を取得してそこでの事業拡張を目指して今検討を行っています。 

○こちらの１街区に関しては、おおむね北西の位置になりますが、地権者36名、面積が約

１万5,000㎡です。このエリアは、物流系の企業で自社では建物の保有はできないけどテ
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ナントで入りたいという企業がかなりの数

あったということで、この街区は結果どう

したかというと、当社が土地を買い、物流

施設を建てて、現在、物流テナント事業を

当社が取り組んでいるところです。そうい

う事業も併せて行っているところでござい

ます。 

  

 

 

≪本地区における事業のポイント≫ 

○最後に、この事業におけるポイントを大き

く２つ挙げています。１つは左側にあるよ

うに、区画整理事業という基盤整備の計画

と地権者の土地活用事業を一体的に行って

いるということです。 

○地権者のご意向を把握しながら、一方で上

位計画に基づいた企業誘致に向けたリサー

チを行いながら区画整理事業の計画を進め

ていくということで、効率的に事業は行え

ているのかなというところでございます。 

○それと２つ目が右側にあるように、業務代行者がその業務に加えて土地活用のコーディ

ネートを行っているところです。業務代行者は、そもそも保留地の取得と活用に関して

は責任を負って取り組んでいる立場ですので、地権者の土地活用に向けた企業誘致も併

せて行うことで効率性が生まれてくるということになります。 

○また地権者にとっても、企業誘致に関する経費とか手数料、そういったものが発生しな

いで進められるということで、地権者にとってもメリットが生まれてくることになりま

す。 

○そもそも業務代行者は、区画整理事業の推

進を通じて地権者とは常にコミュニケーシ

ョンを取っている立場ということで、そう

いった意味でもこの協議会の運営にとって

もスムーズに行けたというのがこの事業な

のかなというふうに思っています。 

○申出換地手法を活用したまちづくりの事例

ということで、組合施行の区画整理、静岡市

恩田原・片山地区のご紹介ということでこ
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こまでとさせていただきます。どうもありがとうございました。 
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(4)  意見交換会 

ア ファシリテーター 

跡地利用推進懇談会委員 

Planning & Produce Studio SAI 

 代表 阪井 暖子 氏 

イ 登壇者 

那覇新都心株式会社 

顧問 新田 進 氏 

株式会社フジタ 西日本開発事業部 

副事業部長 鎰谷 聡 氏 

日本工営都市空間株式会社 
 技師長 加塚 政彦 氏 

ウ 意見交換の内容 

 

（阪井氏） 

○かなり難しい話だったと思うんですが、まずこれまでのお話を聞いて質問はありますか。

手を挙げる人は少ないのではないかと思っていますが、私の方は今日の内容は全然分か

っていません。皆さんも分かっていないので質問はちょっとやりづらいなと思っていま

すが、そもそも、なぜ区画整理事業の話を跡地の会議でするんですか。 

（加塚氏） 

○これは昨年のセミナーでも少しご説明したので、そのときのデータを抜粋版で用意して

いますので映してもらってもいいですか。 

 

 (スライド 土地区画整理事業の概要) 

 

○先ほど私の説明の最初の方で、土地の再編ができますよ、公共施設をきれいにしたりと

か宅地の形をよくしたりという話をしました。結局ここにありますように、跡地とは米

軍が接収してある意味勝手に使っていますので、昔の道や集落があったところも全部な

くなっています。ですので、そこが返還されて使おうとすると、どうやったらいいかと

いうときに、先ほどの区画整理で公共用地の道路をきれいにしないと使えないんです。 

○もう一つは、これはアワセ地区の絵ですが、ゴルフ場として使われていました。でもこ

の中の土地の権利、登記簿とか公図は昔のまま残っています。ですので、新しい土地利

用の絵を描いても、権利と土地利用の形が合わない。これを合致させる必要があります。

それをやることができるのは区画整理しかないわけです。 
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○ですから、昔の土地利用から、途中に米軍の土地利用があり、大規模に最新の土地利用

計画に合わせて権利と現地の状態を全部一緒に整理しようと思ったら、ほぼほぼ区画整

理しかできないという状況ですので、返還跡地では区画整理でという話がよく出るとい

うのはそこです。 

（新田氏） 

○今の話に補足をしますと、実は沖縄県内の米軍基地跡地では事業手法が既に法律で決ま

っているんです。跡地利用特措法、昔の軍転特措法の時代から沖縄県内の米軍基地の跡

地利用は、土地区画整理事業もしくは土地改良法によって行うと明確に法律に書いてあ

ります。ですから、これ以外の法律を使うことは、言ってみれば内閣府の支援はいただ

けないと跡地利用特措法には明確に書いてあります。 

○ただし注意しないといけないのは、土地区画整理事業または土地改良事業等と「等」が

入っているんです。法律には「等」が入っている。ところが内閣府の施行令には、「等」

が落ちているんです。そういうことを鑑みると、今のところこの２つの法律しか使えな

いということになっているんです。ですから、皆さんは迷うことなく都市計画区域、特

に米軍基地跡地は区画整理でやるしかない。これが一番便利だと思っていただければい

いと思います。 

（加塚氏） 

○少しだけ再補足していいですか。まさしく新田さんがおっしゃったとおりです。でも先

ほど冒頭で私が申し上げたのは、都市計画区域でないと区画整理はできないんです。で

すので、今、嘉手納飛行場より南で返還の統合計画が出ているところ、ここはほぼ都市

計画区域のはずですからそこではできます。 

○ただ、嘉手納飛行場より北で、返還されるところで、もし都市計画区域外があったら、

そこは区画整理はできないので、そこだけ再補足します。 

（新田氏） 

○もう一つ、民法もそうですが、一般法でもって人様の土地を行政だからといって開発用

地の中で扱うのは極めて難しいんです。例えば、米軍基地跡地で100人の地主がいて、区

画整理事業が使えないというところがあります。 

○今日出席されている高嶺さんは相当ご苦労されていると思うのですが、それは何で苦労

しているかというと、一般民地を行政が扱わざるを得ないし、開発に協力してもらわな

いといけないけれども、区画整理法を使えば地主が反対しようが賛成しようが、ある程

度多数決でもって強制的に区画整理事業の中に入れ込んで、行政が区画整理審議会の同

意を得ながら、きちんと地主の権利も保障しながらやっていくことが可能なのですが、

区画整理法の支援がないところで同じようなことをやれといったらまず難しい。全員同

意の世界で換地を入れ替えたり形を変えたり、しかも法律の支援がないからいつでも訴

えられる可能性がある。 

○要するに、何で区画整理法を使うかといったら、跡地利用特措法でそれ以外使えないこ



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

 

234 

とになっているのだけれども、使うことが極めて便利だし、土地区画整理法を使わなか

ったら民地を扱うことは行政としては無理だということなんです。 

○ですから正直、都市計画区域外で開発をするのは極めて大変なことです。ものすごい労

力が要ります。力もいる。ですから都市計画エリアに入ってさえいれば基地跡地を扱う

のは、区画整理法を使えば余り労力をかけないで、強制権限でもってやっていけるとこ

ろがみそといえばみそということです。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。跡地利用を区画整理でやっている意味が何となく分かっていた

だいた感じですかね。今話が出た恩納通信所跡地は都市計画区域外ですよね。今日来ら

れている高嶺さんは、この市町村支援事業のプロジェクト・マネージャーとして入って

いらっしゃいますけど、相当苦労なさったと思うんですけれども、そこはどういうやり

方をされましたか。 

（高嶺プロジェクト・マネージャー） 

○恩納通信所跡地は約63haぐらいですが、そのうちの50haを外資系企業が地上権を持って

いて、そこで跡地利用を具体的に進めているわけです。先ほど新田さんも言ったように

開発行為というのは、全員同意がなければいけないので、今外資系企業が借りている50ha

をいっぺんにやるのは大変だということで、真ん中に道路を入れて、工区を２つに分け

て、事業する部分については地主の同意を得るように土地を買い取ったり、あるいは等

価交換をしたりして、何とか半分はまとめて、残りの部分はどうするのかはこれからの

大きな課題になります。 

○そこに誘致する企業の都合もありますし、ずっとそれを待ってほしいというわけにもい

かないので、そういう面では、全員同意方式の開発行為というのは非常に厳しいところ

があるなという感じです。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。そういうご苦労をされながらやっているところもありますけれ

ども、今日来られている皆さんは、都市計画区域に入っているところだと思うので区画

整理を学ぶということは、最強ツールを手にしているという感じかなと思います。 

○今日の区画整理の大きな流れの話で、新田

さんのケースは完了して終わっているんで

すけれども、鎰谷さんのケースは今どの段

階ですか。講義資料の５ページで言うと「5.

仮換地指定」が終わったぐらいですよね。

いろいろなスケジュールが出てくるんです

けれども、今どこの話をしているのかが、

私は分からなかったんです。おそらく仮換

地の指定が終わりかけている段階ですか。 
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（鎰谷氏） 

○もちろん仮換地指定は終わっていまして、この流れで行くと、「６.移転・工事」がおお

むね９割終わっているという状況です。 

○工事は当然段階的にやっていて、できあが

った宅地から使用収益開始といって実際に

土地の売買が開始される段階になるんです

けれども、その状況が先ほど図面でお示し

したとおりです。 

○基盤整備、道路、公園の工事が今９割終わ

っていますが、実際に土地が使えるように

なったところが「売却済」となっています。

「企業誘致中」がまだ使えるようになって

いないので、今企業との条件協議をやっているのがこの「企業誘致中」というところで

す。 

（阪井氏） 

○分かりました。この共同利用を決めるのは、換地設計の段階ですよね。「４.換地設計」

の中で、申出換地とかをやっていくということですよね。新田さんの話の中で、すごく

いろいろなことをやっていたのも、実はこの４番の枠の中の話だったということですよ

ね。 

（加塚氏） 

○４番そのものは、こういうふうに換地をやりましょうと決めてから一所懸命皆さんの土

地の再配置をしているので、その前段階とするとこの３と４の間ぐらいですね。 

（鎰谷氏） 

○阪井さんのご質問にお答えすると、この右

から２つ目のものが換地設計ですが、その

前にこの事業の場合は、申出書を２回、仮

申出と本申出があるのですが、基本的に仮

申出の後にいわゆる換地設計をこの段階で

やるんです。地権者の申し出に基づいて換

地設計をやるということです。 

（阪井氏） 

○ということは、換地設計でもう決まってし

まうから、その前に１回、それで計画を見直して、再度これでいいですねと確認をして

換地計画はこれで行きましょうということですか。 

（鎰谷氏） 

○そうですね。換地はパズルのようなものですから、過不足が必ず出てくるんです。その
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調整をして最終的にぱちっとはめ込む形になるまでに地権者との協議が２回、３回繰り

返されてやっと最終的にはめ込みが完了して、これでいいですねという状況がこの個別

説明という段階で、ご了解をいただいた上で仮換地指定というプロセスを経るというこ

とです。 

（阪井氏） 

○なるほど。確かにすごいパズルだなと思いました。今日、いろいろとお話を聞いていて、

いろいろな人の意向をはめ込みながらパズルというか、一つの絵を最初に描いているん

だけれども、その絵に、赤色になりたい人、黄色になりたい人、いろいろはめてみて、

それでちょっと違ったら絵を変えるということですよね。 

（鎰谷氏） 

○そうです。 

（阪井氏） 

○だから、計画と希望とが行き来する感じですか。分からないなと思うところは、計画を

最初につくるじゃないですか。その計画をつくる段階のときは、鎰谷さんのほうは静岡

市がつくったある程度の計画があって、それをベースにやっているという感じですよね。 

（鎰谷氏） 

○その計画はたぶん何種類かあると思うのですが、大本のいわゆる都市計画です。先ほど

の静岡市の場合では、まずインターをつくりましょう、そしてインター周辺のまちづく

りをどうしていきましょう、そこは当然静岡市のほうで大本の考えはつくるということ

です。 

○区画整理事業はその大本の考えに基づいて、後は地権者の意向とかを把握しながら土地

利用計画の図面を描いていくということになりますが、その図面を描く、さらにそこを

工業地域にするのか、住居地域にするのか、その段階では地権者や我々のような代行者

も一緒に入って考えていって、パズルがうまくはまらないと道路の位置をずらしたりと

かが当然あり得ますので、そんなこともやりながら最終的に絵を固めていくところに関

しては、地権者と我々と一緒にやっていく。その大本の考え方は、当然行政の考え方、

産業団地でいくのか住宅団地でいくのか。その辺の考えはまず行政のほうで立案してい

ただくことになります。 

（阪井氏） 

○まずは行政ですね。新田さんにお聞きしますが、最初に那覇新都心の絵は誰がつくった

んですか。 

（新田氏） 

○平成元年にＵＲが沖縄に事務所をつくったのですが、その13年ぐらい前から、当時の建

設省と沖縄県、那覇市、ＵＲの４者で那覇新都心をどうしようかと、実は何度も絵を描

き直しています。毎年毎年絵を描いていました。 

○一番古い時代の絵は、住宅と公園で埋め尽くされるような、商業施設は何もない絵で、
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今から考えるとなぜそんな絵を描いているのかと思うような絵もありました。極端な話、

それを何回も描き直して最終の絵に至っています。 

○私は、誤解を恐れずに言うと、絵は描き直せば直すほどいい絵ができるんです。なぜか

というと前の絵を批判しているからなんです。ですから、10年前に描いた絵のまま都市

計画決定しようとすると、今の時代には全く合わない。ですから絵を描くというのは、

大変な努力もいるんだけど、毎年描き直すぐらいのつもりでやったほうがいい絵はでき

ます。 

○ですから私もＵＲの前任の担当者から、これでやってくれって言われた絵を見て驚いた

んですけど、あまりにも利用効率が悪い。例えば住宅地は蚊取り線香じゃないけれども、

渦を巻いた道路を描いているわけです。まるで田園調布です。 

○田園調布は、半円形に渦を巻いている、要するに中心に田園調布駅があって、その周辺

をぐるりと蚊取り線香みたいな道路配置になっている。これは明らかに通過交通遮断型

なんです。いい住宅地ができます。通過交通が入ってこないから中に入ると迷うし出に

くい。 

○だけど那覇新都心を蚊取り線香みたいな配置にしてしまうと、外から中に入ろうとする

車がなくなるわけです。中から外に出るのはいいです。中に住んでいる人が外に出るの

は道をよく知っているから簡単に出られる。こういう道路のつくり方を通過交通遮断型

というんです。 

○私がやってくれと言われた絵は、この通過交通遮断型の絵でした。絵を見て驚いたけれ

ども、私は那覇に行ったことがなかったので、那覇ってそんな田舎なのかなと思ってい

たが、飛行機に乗ってやってきたら、とんでもない、東京と同じくらいの大都会じゃな

いですか。そんなところで、こんな蚊取り線香みたいな住宅密集地の絵をつくったらも

ったいないっていうのが私の発想です。 

○実はその絵で都市計画決定してあったけど、それに反対して絵を変えろ、変えないとだ

めだよと上司に言いました。上司は２つに分かれました。都市計画決定して１年も経っ

ていないのに変えられるわけがないだろうと。これは常識です。もう一つは、確かにひ

どい絵だ、これは変えたほうがいいかもしれない、ちょっと努力してやってみろという

ことで、絵を変えたんです。 

○話を戻しますと、要は米軍基地の跡地利用というのは何が本命かというと絵が本命です。

いい絵でないと100年、200年持たないです。 

○ですから絵を描くときには本当に真剣にやらないと、私はいつも今の絵で本当にいいの

かと自問自答しながらやっていました。今の絵も、さっき見せた絵も本当にいいかどう

か分かりませんが、あの絵は多分あのまま500年超えていくと思います。 

○ですから着工するときは、絵をじっくりとよく考えて、土地利用計画を見えないところ

で支えているのは申出換地と共同利用です。そういうものも含めて土地利用計画は大事
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なんだということを、今日頭の隅に置いてもらえればありがたいと思います。 

（阪井氏） 

○今おっしゃっていただいたとおり、すごくいい絵を描いて、それをどう実現させていく

かの手法として区画整理事業がベースにあって、申出換地や共同利用、そんな大変なこ

とを地元の人にやらせるわけにはいかないから業務代行方式があってということなのか

なと思います。 

○今日は皆さんのところはどんな状況になっていて、どんなことで今悩んでいるみたいな

話を一言ずつだけでも言っていただければと思います。ここでは一言ずつしゃべってい

ただくという方向性なので、名簿順でやらせていただきます。 

○それでは、先ほど高嶺さんに話していただきましたが、恩納村さんお願いしていいです

か。今の状況と悩みごとなどを一言だけでもあればお願いします。 

（恩納村） 

○こんにちは。よろしくお願いします。恩納村は都市計画区域外になっていまして、区画

整理事業の活用ができないのが一番の課題、問題なのかと思っています。今後、北部振

興事業とかいろいろ活用できる補助事業を探して、先ほど高嶺さんからもありましたよ

うに、２工区に分けて地権者の合意が図られるように、しっかりサポート及び地権者側

に立って事業を進めていけたらと思っています。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。では読谷村さん、よろしくお願いします。 

（読谷村） 

○お疲れ様です。本村では、３地区の区画整理を行っておりますが全て組合施行で行って

います。今困っていることは、やはり組合施行になると理事の皆さんがいろいろな制度

など、解らないところがあって、ある地区では現在コンサルタントにサポートしてもら

って、立て直しをしているんですけれども、最初から業務代行でもよかったのかなと聞

きながら考えました。やはり理解するまでに時間がかかるので、最初からそういうシス

テムを使うのも一つの手かなというふうに感じました。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。鎰谷さん、業務代行はみんなやるわけではなくて、業務代行を

受ける、受けないで選んだりするんですか。 

（鎰谷氏） 

○ご依頼をいただいたら何でもできるかというと、当然我々が取り組める条件もあります。

もちろん事業の状況によって業務代行にしないほうがいい場合もありますし、その辺は

行政と協議しながら決めていくことになると思います。 

○大きいのは、業務代行方式は地権者にとって保留地処分のリスクを最初の段階で回避し

ておきたいということで、お声かけいただく方が一番多いパターンかと思うんです。事
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業のスタート時点で、いわゆる資金担保をしておくということだと思います。 

○そうなると、我々からするとそのスタート段階でそのリスクを負うことになりますので、

それがちゃんと完了まで行けるだけの事業になり得るかというところです。逆にいうと、

そうならないと逆に行政や地権者にご迷惑をかけることになるので、それがきちんとで

きるのかというところの見極めが一番大きなところかなと思います。 

（阪井氏） 

○なるほど。いろいろ計画も見せながら、業務代行を受けていただけるような形に持って

いくというのも一つなのかと思いました。では、北谷町さんお願いします。 

（北谷町） 

○貴重なご講演ありがとうございます。北谷町におきましては、令和２年度末に返還され

ました国道58号沿いの北谷交差点近くにキャンプ瑞慶覧の施設技術部地区があるのです

が、そこが約３haありまして、組合施行を予定していて発起人会を立ち上げまして、地

権者の合意形成を図っている段階ですけれども、合意形成の会議とか、こちらのほうか

ら情報発信をしているのですが、なかなか盛り上がってこないところがありまして、合

意形成がなかなか難しいというところです。 

○あとは進出したいという企業があるんですけれども、今は支障除去中で、いつ引き渡さ

れて使用収益ができるか目途が立っていなくて、その地権者の合意形成と、あとは参加

する企業の募集と業務代行に向けての取組がなかなか難しいというところです。もしア

ドバイスがありましたらお願いしたいと思います。 

（鎰谷氏） 

○進め方はいろいろあると思いますが、私どもが取り組まさせていただいている例だと、

土地区画整理組合が設立される前に準備組合というものがあります。その準備組合の前

の段階では言い方がいろいろあるんですけれども「発起人会」とか「地権者協議会」と

かがあります。そこで仮同意を取って「準備組合」になるんです。 

○その準備組合の前段階で将来の業務代行者の候補者を公募で選ぶというやり方を、「事業

化検討パートナー」とか「事業協力者」とか言い方はいろいろあるんですけど、そこで

選んで、将来業務代行をする予定の我々と地権者の組織と行政の３者で、まずは準備組

合の設立まで一緒にやっていきましょうという体制でやらせていただいている例も多く

あります。 

○そうすると、その前段の合意形成のところは、なかなか地権者の代表者も言いずらい、

行政も言いずらいというところを我々が言えるというところもありますし、また逆もあ

るので、３者でいろいろ知恵を出しながら準備組合を設立して次の段階にということを

やっている例が県外でもあります。一つのやり方としてそれもあるというふうには思い

ます。 

（阪井氏） 

○何か困ったことがあったら、まずは沖総局さんにご相談してもいいかもしれません。北
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谷町さん他に何かありますか。 

（北谷町） 

○合意形成が難しいなと思います。ありがとうございます。 

（阪井氏） 

○それでは、北中城村さんお願いします。 

（北中城村） 

○北中城村で主な動きがあるのが、沖縄市と行政界を跨いでいる、ロウワー・プラザ住宅

地区がありまして、広域都市計画区域が異なるまちづくりをせざるを得ないという状況

が今一番の課題かと思っています。 

○地権者会も令和３年度に立ち上がって、活発化している状況ではあるんですが、都市計

画区域が異なることで、一つの組合で実施したほうがいいのか、もしくは２つに分けて

組合を設立して、まちづくりを進めていったほうがベターなのかというところを考えて

いく必要あるのかなというところが課題としてあります。 

（阪井氏） 

○これは結構大きな問題だと思うんですが、講師の先生方か高嶺さんから知恵をいただい

たほうがいいかと思いますが、沖縄県の方も来られていますが、都市計画の部署ではな

いから話づらいかもしれませんが、何か知恵はありますか。新田先生には経験がありま

すか。これは結構大きな問題だと思います。 

（新田氏） 

○私は都市計画区域を跨いだことはないですが、山形市と上山市の市境を跨いだ山形ニュ

ータウンという、180haぐらいの山形新都心区画整理事業をやっていたことがあります

が、市境を跨ぐというのは本当に大変です。 

○例えば山形市の下水道を上山市のほうに流せないとか、尾根を境に造成をやっています

ので、どうしてもお互いに入り込みが出てくるので、上山市の水が山形市を流れて、ま

た上山市に戻るのもアウトになる。 

○ところが、ＵＲがなぜ市境を跨いで区画整理をやったかというと、昔ＵＲは奈良県と京

都府の県境を跨いで平城ニュータウンを造ったこともあり、別に市境を跨ぐのは珍しく

はないのですが、ただ難しい案件です。 

○河川の流域とか下水道の流れとか、ありとあらゆることがなかなか面倒なことになる。

それから最終的に自分の土地が上山市のほうに行くのは許せないとか、上山市の土地評

価が低いということもあって値段が安い。最終的になぜ市境を跨いでやったのかという

と、この２つの市は合併する予定だったんです。 

○私が担当者で、山形県庁からもいろいろ言われるし、まあ合併するんだったらいいかと

割と簡単な感じでやったんですけれども、２つの市が合併する話がご破算になりまして、

途端に大変な苦しみを味わうことになったんです。大体想像できるようなことが次々起
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きましたが、ただ乗り越えられないことはない、やれば何とかなるということはあると

思います。 

（阪井氏） 

○そのときは、組合はそれぞれの市でつくったんですか。 

（新田氏） 

○組合施行ではなく、ＵＲ施行でした。 

（北中城村） 

○追加で新田さんに質問があります。今回、北中城村と沖縄市を跨ぐロウワー・プラザ住

宅地区の場所ですが、尾根のような境になりそうな箇所がなさそうなんです。その場合、

どういうふうに事業を行っていったほうがいいのかアドバイスをいただけたらと思いま

す。もう１点、山形の事例では、行政界の変更も行ったのかお聞きしたいです。 

（新田氏） 

○私は途中で異動になってしまったのですが、行政界の調整はたぶん行ったと思います。

というのは、行政界を調整しないと宅地の中に行政界が入ってしまう。それでもできな

くはないし、それが悪いというわけではないのですが、ただ面倒なことになるんです。 

○一つの家で玄関は山形市だけども裏側は上山市に入ってしまうとか、税金をどうするん

だとか、下手すれば電話番号が違うとか、分かれると生活が面倒なことになるので、行

政界は調整したのではないかと思います。要するに昔の面積と同面積で調整する。なる

べく原位置に近い状態で変更するということが原則であろうと思います。 

○それから都市計画の世界と違って、河川の世界はなかなか面倒で、河川の担当者は流域

を変えることを極端に嫌がるんです。今日は沖縄県の方も来られているので、こんなこ

とを言うと怒られますが、那覇新都心は北側の安謝川流域と南側の久茂地川流域に大き

く分水嶺がありまして、南側の中心市街地のところに入り組んだ形で分かれているんで

す。 

○最大の問題になったのは、モノレールおもろまち駅前のＤＦＳの土地が昔のままになっ

ている関係で安謝川流域になっています。なぜ安謝川流域になっていると困るかという

と、あそこが那覇新都心の中で一番低い地域になるんです。そうするとそのまま放って

おくと、久茂地川流域に水が流れてしまうんです。 

○本来なら、沖縄県から変えるなと言われていた安謝川流域に入れないといけないんだけ

れども、放っておくと久茂地川流域に流れてしまうということもあって、モノレール駅

前の一等地に砲台型の盛土ができたんです。 

○沖縄県が頑として安謝川流域への変更を認めない。それは沖縄県としても苦労している

からなんです。なぜかというと、久茂地川流域は水が溢れてしようがない。蔡温橋のと

ころでいつも水が溢れてしまう。 

○流域の上流にダムを造ったり、河川の流路を直線にしたり、沖縄県はいろいろと苦労し
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ているのですが、我々としては最終的に流域面積でイコールになればいいじゃないか、

だからプラスマイナスゼロにしますから、駅前の安謝川流域を久茂地川流域に変えてく

れとお願いしました。変えてくれれば駅前の土地を平坦にすることができたんです。 

○今、そこは立体的に処理しているんです。あそこの場所を見れば分かりますが、立体で

一番高いモノレールの駅を降りると、一旦エスカレーターで降りて、デッキで那覇新都

心の中心市街地のほうに渡っていけるんですが、ＤＦＳの建物の地下に大きな盛り土が

入っているんです。入っていなくても、もともと屋根が高くなっていますから安謝川流

域に流れていきますので、久茂地川には迷惑をかけていないということなんです。 

○ですから、市境あるいは町村境を跨いで流域変更をするということは、なかなか大変な

ことで、それは下水道もすべて同じです。河川に限らず、沖縄市と北中城村は広域下水

道の流域エリアが入っているので割と処理はできるんじゃないかなと思うんですが、要

は事前に協議をして、細心的にやらないと、流域変更で凸凹をうまくならせない。 

○従前流域を足し算引き算でお互いが従前面積のとおりにすればいいのですが、それ自体

をやるなと河川管理者や水道管理者から言われると、なかなか面倒なことになる。特に

造成ができなくなってしまうということがありますので、事前協議はぜひ十分にやって

もらったらいいと思います。 

（北中城村） 

○ありがとうございます。 

（阪井氏） 

○時間が迫ってきてしまったので、宜野湾市さんと浦添市さん、お一人、一言ずつだけで

もいただいてよろしいですか。 

（宜野湾市） 

○１つお伺いしたいのですが、宜野湾市はまちのど真ん中に普天間飛行場がありまして、

面積が約500ha、地権者が4,300名、ゾーニングとしては100ha以上の大規模公園、沖縄振

興に寄与する振興拠点のゾーニングがある、そういう状況です。悩みごととしては、事

業主体を今後どういうふうに決めていくかということが大きな悩みです。 

○例えば、区画整理事業はＵＲ施行でやると仮定した場合、区画整理事業以外に上物整備、

拠点整備も含めて、ここでいう業務代行方式みたいな形を抱き合わせてできる可能性が

あるかどうかをお伺いしたいです。 

（新田氏） 

○私はＵＲを辞めた者なので、四の五の言うのは問題があるかと思うんですが、結論から

言うといろいろ工夫すればできると思います。ただＵＲは、原則、区画整理事業ですか

ら基盤整備以外は手を出さないのですが、出さないと言いつつも、那覇新都心ではずい

ぶんはみ出していろいろなことをやっていますので、覚悟さえあれば何だってできると

いうのが私の考えです。 
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（阪井氏） 

○那覇新都心株式会社みたいなものをつくればいいという感じですか。 

（新田氏） 

○現に那覇新都心株式会社はあって、上物を自らやっているわけです。前からよく話が出

たのは、あそこに宜野湾市さんや浦添市さんからも若干の出資金をいただいて、そのた

めに働くことはできないかということもよく議論としてはありましたし、今でもやって

いるかと思いますが、その結論については私のほうから言うことはやめます。 

（阪井氏） 

○では、浦添市さんお願いします。 

（浦添市） 

○共同利用についてですが、一団の土地をつくって共同事業をしようというのが共同利用

の目的だと思うんです。例えば、先ほどのフジタさんの事例でいくと仮申出があって、

本申出があって、仮換地指定と、ある一定の時間がある。 

○共同利用に賛成しますと言っておきながら、その間に権利の承継、相続とか売買があっ

た場合に、翻意者が出てくる可能性もゼロではない。そのときの権利承継はどういうふ

うに担保したらいいのでしょうか。 

○これが区画整理法だったら129条でできるんですけれども、それを民法上できるのかどう

か。この辺の権利承継についての考え方を教えていただきたいと思います。 

（新田氏） 

○那覇新都心でも相当議論になりました。申出換地や共同利用、特に共同利用については

法律の支援はありません。ですからこれは地主間でお互いを縛るような協定を結ぶとか、

あるいは事業主体が既に手を挙げているのであれば、事業主体と何らかの形で契約を結

んで相続があっても逃げないとか、現に那覇新都心では相続が始まって逃げてしまった

例もあります。 

○他地区では、それはなんとかしないといかんということで、お互い協定を結んで縛った

りしました。それでも最後はうまくいかなくて、ＵＲが先買用地を割り込んだりいろん

な工夫をやったわけです。 

○最初から事業主体と数十人の共同利用の参加者の地主さんが契約を結んで、借地権の登

記をするまでは権利は常に不安定な状態ですから、それをどうやってお互い縛るのかと

いうことが最大のポイントだと思います。 

（阪井氏） 

○今日は皆さん結構いろいろ悩まれていることが分かったので、これはまた相談をこまめ

にしたほうがいいのではないかと思いました。先ほど新田先生がおっしゃったように、

絵が命だということで、これが100年、500年とずっと続いていく。町割りはずっと続い

ていくものですので、大事な役割を担っているんだということで、またこういったセミ
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ナー等々で勉強していただければと思います。 

○時間を超過してしまいましたけれども、以上で意見交換を終わらせていただきたいと思

います。ありがとうございます。 
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４ 《参考》第１回跡地利用推進セミナーに対するアンケート結果 

第１回跡地利用推進セミナーに対する出席者の意見・要望等を把握するため、全出席

者に対してアンケートを実施した。 
質問項目は次のとおり。 
 

Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活か

していきたいと思いますか。 

Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょうか。 

Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、土地区画整理事業に対して感じている印象や期待、

または不安に感じていることをご記入ください。 

 
 
Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

 
 

 
 
 

自由意見 

 

 
 
 
 
 
 

①大変参考になった, 

67%

②まあまあ参考になっ

た, 25%
③普通, 8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

・土地区画整理事業について、知識を深めることができた。 

・人事異動により着任したばかりなので、土地区画整理事業の概要を説明してもらっ

て助かった。 

・はじめて知ったことも多々あり大変参考になった。 

回答 12
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Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

 

 

 
 
Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活かし

ていきたいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・具体的事例をベースに説明があり、分かりやすかった。 

・県内の事例で分かりやすかった。業務代行方式について、組合施行では不安なことが

カバー出来ることに興味をもった。 

・具体的な事例が聞けて良かった。 

・講義の内容。 

・リスクヘッジの必要性、方法等が特に参考になった。 

・申出換地について、細かく説明があって、分かりやすかった。事例紹介はイメージし

やすいので、ありがたかった。 

・都市計画区域外のため、業務上、都市計画法に基づく内容を聞く機会がなかったが、

本日のセミナーで聞けて勉強になった。 

・申出集約換地制度について、実務をふまえた説明が良かった。とても参考になった。 

・申出換地や共同利用を検討していく上でのリスクの回避手法。 

・法律と実例、両方の話が聞けたのが良かった。事業主体や、地権者合意のプロセスが

聞けたのが参考になった。 

・返還地で未利用地があるため、今後の参考にしたい。 

・検討の中で、考え方、事例を活かしたい。 

・換地手法など。 

・申し出換地＋共同利用の地権者周知に活かしていきたい。 

・任意の申出換地のように希望に合わせて、土地を集約できるよう、跡地利用に活か

していきたい。 

・企業誘致、地権者の意思決定（共同利用）。 

・絵を書くことの重要性が理解できたので、そのことを活かしていければと思った。 
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Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19%

16%

9%

6%

6%

9%

16%

6%

3%

9%

0% 5% 10% 15% 20%

先行取得事業

跡地利用計画の作成

地権者の組織化（機運向上）

返還通知後の取組み

環境影響評価の実施

地区内への立入調査

支障除去措置

埋蔵文化財調査

給付金制度

上記以外

返
還

前
返

還
時

返
還

後

そ
の

他

上記以外のテーマの要望 

 

・行政境界や都市計画区域の違いによる区画整理事業。 

・都市計画区域外のため、区画整理事業等の活用ができない。 

・都市計画決定の手続き。 

※特に優先度が高い項目について具体的な課題・問題を教えてください 

 

・既返還地の支障除去措置がなく、支障がある。 

・必要な分の土地の先行取得。 

・先行取得をいかにやるか。 

・行政境界の線の引き方、手法（何を基に線を引いたのかとか） 

・地権者の組織化が返還前の課題。 

・地権者の組織化（機運向上）について、返還までまだまだ時間がかかりそうというこ

ともあり、地権者の関心が薄いと感じる。どうにか、もっと興味をもっていただけれ

ばいいと思っているが、時期が決まらないので、なかなか難しい。 

回答数 32 
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Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、土地区画整理事業に対して感じている印象や期待、

または不安に感じていることをご記入ください。 

 

・減歩率が高すぎる。跡地利用の推進として考えてほしい。区画整理への補助をお知ら

せしてほしい。 

・幅広い知識等が必要だと感じた。 

・区画整理事業にくわしい職員がいない。村として重要な施策として取り組んでいると

思えない。 

・今まで、行政が決めて進めていると思っていたが、地権者の意思決定や第三セクター

の存在等、多くの協力と技術が必要だということが分かった。まだ勉強中なので、今

後も積極的にセミナーに参加したい。 

・いかにして地権者の合意を得ながら事業を進めることができるのか、セミナー等を通

じて日々学んでいきたい。 
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６－３ 第２回跡地利用推進セミナー 

５ 開催日及び開催場所 

開催日：令和６年１月２４日（水） 

場 所：浦添市産業支援センター・結の街  

中研修室 

６ 出席者（WEB 参加含む） 

①関係市町村（7 市町村）12 名 

恩納村（企画課）、金武町（商工観光課）、北谷町（総務部企画財政課）、沖縄市（建

設部都市計画担当）、北中城村（企画振興課）、宜野湾市（基地政策部基地跡地推進

課・まち未来課）、那覇市（総務部平和交流・男女参画課） 

②沖縄県（企画部県土・跡地利用対策課）4 名 

③契約地主会（恩納村）4 名 

④内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付 政策調整担当参事官室 2 名 

 

７  開催内容 

(1) 講義 

ア 講師 

株式会社フィーモ 代表取締役 
株式会社ロングステイネットワーク  
代表取締役社長 
大澤 真 氏 

イ 演題 

「基地跡地にグローバル需要を最大限取り込むためには何が必要か？～一つの提案～」 

ウ 講演内容 

≪はじめに≫ 

○皆様、こんにちは。ただいま御紹介いた

だきました大澤でございます。今日は、

外資系の企業をどうやって誘致するか

ということが基本的なテーマではある

と思いますが、あえてそこの観点を少し

変えてお話をしたいと思っています。 
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○それはなぜかというと、結局外資系であろうが、国内の企業であろうが、グローバルに

いろいろなことが起こっています。グローバル需要を捉えてくれるような事業者であれ

ば、別に国内でも海外でもどちらでもいいと思うんです。 

○沖縄がどうやってそういうグローバルな需要を捉えるかという目で、国内・海外を問わ

ず企業の人たちと一緒に考えて、沖縄で事業をやってもらうと考えていったほうが多分

広がりがあるのかなということで、こういう建付けでお話をと思っております。 

○今、世界の目が沖縄に向いているとすると、沖縄のどういう魅力に目が向いているのだ

ろうかということです。私が特に沖縄が注目すべきだと思っているのは２つあります。 

 

≪今後沖縄が注目すべき二つのグローバル需要は何か？≫ 

○１つは、インバウンドの観

光、あるいは長期の滞在とい

う需要が沖縄に来る可能性

が非常に高いということだ

と思います。ここにも書きま

したけれども、沖縄は今のと

ころはまだインバウンドの

ゴールデンルートにはなっ

ていません。大体、海外から

来る方々は東京とか大阪、関

空、あるいは福岡に入ってきて、その後日本国内を旅行するんですよね。 

○そのときにやっぱり人気のスポットは、京都や金沢、飛騨高山、広島なども非常に人気

が高く、原爆ドームもありますし、世界遺産の宮島などもあるので、そういうところが

中心になっていて、まだ沖縄までは皆さん足が伸びていないというのが現状だと思いま

す。 

○では、放っておけば沖縄に皆さんが来るのかというと、それは私は結構クエスチョンマ

ークだと思っています。沖縄の魅力がきちんと伝わらなくて、例えば沖縄は海がすごく

きれいで、ダイビングスポットがたくさんありますという伝え方、あるいは沖縄は年中

温かいですという伝え方だけでは世界中に競争相手というのはたくさんあるわけです。

アジアではプーケットもそうですし、カリブ海にもたくさんそういうところはある。沖

縄の場合は熱帯ではないので１年中温かい、暑いというわけではない。常に夏ではない

ですから、やっぱりそれはそれなりに限界がある。 

○海は沖縄が世界で一番綺麗か、ということについても、昔はそうだったかもしれないけ

れども、だんだんそうではなくなってきているので、海外と比べたときに沖縄の魅力は

何かというのをうまくアピールしていかないと、沖縄パッシングということになりかね

ないということだと思います。 
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○ただ、うまく沖縄の魅力をきちんと伝えて需要をつかめれば非常に大きな経済効果があ

ると思います。特に富裕層の方々というのが中心になってくると思うんです。わざわざ

欧米から沖縄まで来るというのは、相当お金を持ってないと難しいでしょうし、長く滞

在されるという方々が多いということもありますし、お金もたくさん使われるというこ

とです。単に高いホテルに泊まるというだけでなくて、高級なレストランに行って御飯

を食べ、お買い物でも沖縄の高級な着物、例えば帯なども結構買われたり、向こうの人

たちは着物として着るのかというとそんなことはなくて、インテリアとして 100 万ぐら

いする帯を買われるという方々もいらっしゃるということですから、非常に消費の単価

が大きいのが１つ端的な例としてあります。 

○それから、もう１つ見逃してはいけないポイントだと思っているのが、沖縄に来て本当

に沖縄のファンになって、沖縄が好きで何回も来られるという方々の中に大企業の経営

者の方、あるいは企業のオーナーの方がいらっしゃるんです。そういう方々は沖縄のフ

ァンになると、沖縄に事業所を構えることを考えるわけです。そういう波及効果もある

ということです。 

○実際、これは外国人ではないのですが、外資系の企業に勤めている日本人で沖縄が大好

きで、それで次世代半導体の研究施設を沖縄につくられたというケースがあります。で

すから、好きな場所、自分がこういうところに滞在したいという場所にそういう事業所

をつくりたいということになるので、特に富裕層の方々のインバウンド観光をどうつか

まえるのかというのは大きなポイントだと思っています。 

○それから、もう１つの注目すべきグローバル需要というのは、今のお話とも関係がある

のですが、クリエイティブな人材の方々が沖縄に来て、沖縄で研究開発をしたい、ある

いはスタータアップ企業をつくるという需要が非常にあると思っています。これも沖縄

が好きだというのが根本的にある。沖縄が住みやすい、家族と一緒にも住みやすい。そ

ういう環境だからこそ、そういった需要があるということだと思います。 

○その一番典型的な事例が、恩納村にあるＯＩＳＴ(沖縄科学技術大学院大学)だと思いま

す。私も沖縄振興審議会に加わらせていただいて、そこの総合部会でＯＩＳＴをつくる

かつくらないかという議論に参加していたのですけれども、正直申し上げて当初は、私

自身は本当にそれがうまくいくのかなと、世界のトップクラスの学者が沖縄に集まって

研究をするのか、しかも最先端のバイオやＩＴ系など、そういう研究者が集まって、学

生も半分以上が外国人という形が本当にできるのかと懐疑的だったのですが、実際には

それがうまくいっているということは皆さんのほうがよく御存じだと思います。 

○日本の大学の中で東大よりも世界のジャーナルに引用される論文の数が多いというのは

皆さんも御承知のとおりですし、今様々な研究がなされているということです。最近は

研究施設もだんだん手狭になってきたということです。 

○沖縄を応援する本土の財界と沖縄の経済界の人たちが集まり議論する沖縄懇話会に私も

メンバーとして入らせていただいてまして、年１回の懇話会の会議が去年ＯＩＳＴで開
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催され、テーマが今後の沖縄の発展にＯＩＳＴをどう生かすかでした。 

○その時にＯＩＳＴの副学長の方がおっしゃったのは、まだまだ全然場所が足りない。そ

のぐらいＯＩＳＴに来たいという人たちが増えているというお話なんです。やっぱり研

究者がここに家族と来て住んでやっていく場としては、沖縄というのはすごく魅力のあ

るところだということです。しかも、そういう研究者の方々がそこで研究成果を上げる、

論文を書かれるだけではなくて、今度それが実際の実業に向かおうとしているというこ

とだと思います。 

○私は、ＯＩＳＴから出てきている事業を緊密にフォローしているわけではないですが、

最近知ったＥＦポリマー、ＯＩＳＴ関連の研究を基にしてインド人の方がつくられた会

社です。 

○どういう会社かというと、ポリマーというのは水を吸収する。ですから紙おむつなどの

材料に使われるものです。通常、紙おむつというのは化学製品で、もともと石油由来で

すが、このＥＦポリマーはオレンジの皮で作っている。完全に植物由来だし、土に混ぜ

れば最後は土にかえるというものをつくる会社をつくられた。 

○生産はインドでやっています。沖縄で大きな工場を建ててもしょうがないので、多分人

件費もコストも安くつくれるインドでつくっている。でも、当然ですが、インドでつく

ってもＥＦポリマーの本社が沖縄にある限りは、沖縄に当然収益は入ってきます。配当

という形で入ってくるので、沖縄の会社の利益になる。沖縄の会社の利益ということは、

それは沖縄の人たちにとって税収になるわけで、沖縄でいろいろな仕事をやっていくと

きにプラスになるということなので、こういう企業をいかに増やしていくのかというの

が非常に重要だと思っています。 

○また、こういうところに着目するというのは非常に重要だということです。誰も着目し

ないと、沖縄の人たち冷たいよねということになり、土地もないし、自分たちが活動す

る場がないということになれば、完全に何の問題もなくよそに動いてしまうので、せっ

かくの沖縄で、こんないいところで、研究もできて成果も上がったということであれば、

いかにそれを事業化させるかということが皆さんの本当のお仕事ではないかなと思って

います。 

○もう１つ、これも最近知ったのですが、バイオ産業支援センターというのがうるま市に

ありまして、今日はうるま市の方もいらっしゃってますか。私よりもずっと詳しいかと

思いますが、バイオのいろいろな菌などを培養する施設がございます。ここでそれを借

りて新しい事業を興そうということで、「Umamo(うま藻)」という商品を開発した、まだ

30 代ぐらいの若い日本人です。今まで総合商社にいた人がうるま市で新しい会社をつく

りまして、沖縄のマングローブの葉っぱの裏側にある菌を泡盛の酒粕で育てるという藻

です。この藻は、実はＤＨＡという血液をさらさらにするとか、あるいは脳に非常にい

いという成分をものすごく含んでいるということが最近分かり、栄養的にも非常にいい

ということです。沖縄にあるものでないとつくれないというのが１つのポイントと、す

ごく効果があるということが分かってきたと。 
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○さらに、それを混ぜるといろいろなものがおいしくなるということで自然由来の、私は

沖縄が生む第二の味の素という、世界的にも通用するような調味料になるのではないか

と期待しているのですが、そういうものをつくっていらっしゃる方もいます。彼らが言

うには、バイオ産業支援センターがなければ絶対に自分たちはできてないと、世界中い

ろいろなところを探したけれども、沖縄にしかなかったという話です。 

○いろいろな形でそういうグローバル需要を生み出すことができるので、ひょうたんから

駒みたいなところがあるかもしれませんが、どうすれば沖縄にそういった事業を持って

こられるかという感覚で考えていただきたい。単に今までやっている外資系の企業が沖

縄に支店を出すとか、そういう小さい話ではなくて、もっと大きく将来夢があるような

話を考えていく。それを皆さんが支援していくというやり方があるのではないか。そう

すれば持続的に雇用を生み出したり、お金が沖縄の中で回っていくので、こういう視点

になると単に誰かを誘致してくるというだけにとどまらないので、もう少し各自治体の

方が連携したり、各自治体の中でも基地跡地対策課というところだけでなくて、産業政

策を考えていらっしゃるところとも連携する必要が出てくると思います。そういうよう

に大きく捉えると非常にいろいろなおもしろいことが起こる得るのではないかと思って

おります。 
 

≪沖縄県・市町村サイドで必要な取組 提案①：インバウンド観光・長期滞在需要≫ 

○では、実際に何をやればいいのというのを後半でお話をしようと思っています。 

まず１つ目のインバ

ウンド観光・長期滞

在需要。これを沖縄

にもってくるために

はどうしたらいいか

ということです。海

で勝負するんだった

ら、海をとにかくき

れいにする、あるい

はサンゴを守ると

か、そういうことは

もちろん必要ですけ

れども、それをやるのはなかなか難しいということだとすると、やはり私は沖縄にある

様々な地域資源、これは歴史がずっとつくってきた、時代の流れの中で沖縄が育んでき

た様々な魅力があって、それが実は世界の人たちが最も望む、今注目しているトレンド

だということですね。 

○それは大きく分けると３つありまして、Arts and Culture。いわゆる芸術や文化、沖縄

でいうと漆器、陶芸、着物、紅型そういったもの。あるいは沖縄の歴史。それから

gastronomy(美食)、おいしい食べ物を求めるのは世界中のトレンドです。今は富裕層の
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フーディーと言われるような人たちは、プライベートジェットでアイスランドとか、本

当に何もない、レストランしかないというところにおいしければ食べに行くという人た

ちがたくさんいますので、そういうトレンドが非常に世界的には注目されていて、そこ

の部分も沖縄は優位性があるのではないか。あるいは wellness、健康それから自然。こ

ういったところに世界が注目しているのですが、これを全て沖縄は持っているというの

が私の見解です。 

○今ここに私の肩書を２つ書いてありますが、ロングステイネットワークという那覇に本

社を持つ会社を自分でつくりまして、これは私だけではなくて十数名の出資者、沖縄に

住んでいる方もいらっしゃるし、東京の人もいらっしゃるし、香港に住んでいる人もい

ます。そういう人たちで会社をつくって、本当に沖縄が誇れるような魅力的なコンテン

ツを磨き上げて、富裕層の人たちに提供していく。それで沖縄ファンになっていただく

という事業を始めております。 

○例えばどういう事例があるかご紹介すると、左は沖縄のグスク。これは世界遺産になっ

ているグスクが幾つもあると思います。ただグスクを回ってもそんなに感動しないです

ね。このグスクというのは何なのかと、グスクというと普通はお城。お城といったら戦

うため、あるいは自分たちを守るためというのがお城の概念だと思いますが、でも実は

そうではないのではないかという説が沖縄の考古学、沖縄の歴史学者の方々によって今

唱えられていて、そういう話を聞きながら回るというミステリーツアーみたいな感じで

す。これをやると非常に外国人の方々には受けがいい。単に石ころが転がってたり、石

垣があるというだけではなくて、それがどういう意味を持っていたのか。沖縄の先人た

ちにとってどういう意味を持っていて、その歴史がどう今につながっているかという話

を熱を込めて話してもらえると、ものすごく感動するストーリーになります。これは６

万円という値段で売っていますが、全然皆さんから文句なく売れる商品になっています。 

○右側の事例は、首里に新しくできた「suikara」という施設、沖縄の紅型、首里織を振興

することをやっていら

っしゃる、そこの女将

という肩書の井上さん

という方です。この方

が首里のいろいろな歴

史を語りながら首里の

街を散策する。最後に

suikara で実際に染物

体験、織物体験をやる

というプログラムで

す。これは非常に著名

なフランスのシャンパンのメーカーの方がものすごい感動したというプログラムです。

沖縄にはこういう魅力がある。ただ、知らなければ、あるいは深く掘り下げなければそ

のままパスして通り過ぎてしまうわけです。それを通り過ぎないように、ここにこうい
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うものがあるということをどうやって見せるかが非常に重要だということだと思いま

す。 

○こちらはガストロノミー(Gastronomy)という食通の旅です。左側の事例は、800 種類ぐ

らいある泡盛を自分で全部所蔵して、それと食とをマッチングさせている方ですけれど

も、この方と、沖縄の食材だけでつくっているフランス料理のシェフで、これは「ゴ・

エ・ミヨ」という雑誌で、

いわゆる「ミシュラン」

と同じような雑誌です

が、星をもらったレスト

ランは沖縄に３つだけ

しかない。それで星をも

らった方です。この方が

料理担当。 
ちなみに、食器もお箸

も全部沖縄製です。お箸

はシークヮーサーの枝

で作っているお箸でこだわりにこだわっているのですが、それと泡盛と合わせるという

新しい食の提案をしています。 

 

○右は琉球王朝に伝わる薬膳料理を提供しています。これもだんだん沖縄の中では知られ

なくなってきているかもしれませんけれども、非常に長い歴史があり、実際にその日の

お客さんの体調のアンケートを取って、そのアンケートを基にその方の体に合う薬膳料

理をオーダーメイドで作る。そういうおもしろいメニューですね。これも高くで売れま

す。 

○次の事例は Nature ＆ Wellness ということで、リムジンを使って、リムジンにガイドさ

んに乗ってもらって、やんばるを車で移動する中から説明をいろいろして、本当にテー

ラーメイドのツアーをしてもらう。 

○こちらは南城市のほ

うで斎場御嶽を中心

とするプログラム。

これは南城市の方々

の協力も得ながら今

やっているプログラ

ムです。スピリチュ

アル系とかパワース

ポットに外国人はも

のすごく関心が強い

ところで、今、外国
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人でも日本人でもパワースポットに別荘を建てるという方々が富裕層の中には結構出て

きているということなので、こういった形で需要をきちんととらまえていくということ

はできるのではないかということで、我々はまだこの事業をやり始めてから１年足らず

なので、大きなことは言えないですけれども、実感としてこういうことをやっていけば

沖縄の素晴らしさ、単に海とか青い空だけではなくて、沖縄の本当の魅力というのはも

っともっと提示できるのではないかと実感しています。 

 

≪沖縄県・市町村サイドで必要な取組 提案②:クリエイティブ人財の研究開発・起業需要≫ 

○今非常に観光人材が

不足しているという

ことです。これも沖縄

としては課題で、特に

海外の方々をお招き

できるような英語や

中国語など、外国語が

しゃべれる方が圧倒

的に不足しているの

も大きな問題であり

ます。 

○沖縄懇話会の会合は先週も開かれたのですが、そこでＯＣＶＢの下地会長がツーリズム

アカデミーというのをつくりたいという話をされていたのですが、まさにそういうこと

で、海外だとそういうホスピタリティの専門家を育てるような大学院、ホテルスクール

というのがありますし、カリナリースクールというのは、調理師学校ではなくて、料理

人の方が料理というのはそもそも何なのか、その後ろにある文化というのは何なのかと

か、食材とは何なのかということも研究して、しかもレストランの経営まで教えてくれ

るという学校ですが、そういうものが日本にはないんです。これをなぜ沖縄でつくらな

いのかというのが、私もずっと日銀の那覇支店長をしていた頃から言っているのですけ

れども、いよいよそういう時代になりつつあるのかなと思います。 

○人材はいっぱいいます。沖縄の方は、多分皆さんの周りにも若い方々で特に女性が多い

と思うのですけれども、海外の大学に留学されている方が非常に多いと思うんです。で

も、そういう方に伺ってみると、派遣で働いてますとか、本当にもったない。何でそう

なっているのかというと、彼らが海外で勉強してきても、それを生かせるような職がな

いということが大きな問題だと思うので、そういう方々をこういうところで再訓練、リ

スキリングすれば、これからの沖縄の富裕層観光を支えていく柱になるのではないかと

思っています。 

○以上この二つが私が当面考える、沖縄にそういったお金を持った方々、あるいはお金を

使おうという気で来られる方々を呼び込む施策の一つとして、二つばかり挙げさせてい

ただきました。 
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○最後にクリエイティブ人財。ＥＦポリマーとか、うま藻の会社のように、沖縄で新しい

事業をやりたいという人たちをどう呼び込むかというところです。 

○ここは一つの事例があります。これは私も推進懇談会でも御紹介させていただいている

のですけれども、宮古の下地島空港は、もともとは離発着の訓練のための空港でした。

ＪＡＬとかＡＮＡとかパイロットの方がランディングして、またタッチ＆ゴーで飛び立

つという訓練をするような場所だったのですけれども、今はシミュレーターで全部済ん

でしまいます。別に飛行機を飛ばさなくてもいいということで必要なくなったので、ど

んどん使われなくなったということで、あの空港を再活用して、何か新しいことができ

ないかという課題が県にはあったんです。あるいは宮古島市にはあったんですね。 

○そのときに何をしたかというと、下地島空港利活用プロジェクトがありまして、ここに

新しい座組をつけて、いろいろな企業にアイデアを出してくださいとプロポーザルを出

してもらった。今、第１期が終って第２期、それから第３期に入ろうとしているのです

が、その中でいろいろな企業が提案をされてきました。外資系の企業も確か１社あった

と思います。そこで一番お金を最終的に出されているのは、三菱地所という日本の非常

に大きな不動産開発会社です。 

○もともと三菱地所というのは東京駅の周りの大家さんというので、東京駅の周りですか

ら家賃もすごく高いので、それだけ事業が成り立つような会社ですけれども、その会社

が沖縄に着目して下地島空港をプライベートジェットとかが飛んでくる富裕層の方々が

使うような空港に変えるという提案をされました。 

○それはコロナの前だったので、その後コロナがきて事業としては結構苦労されているの

ですけれども、一度皆さんにも行っていただきたいのですが、本当にきれいな、今まで

の空港の概念とは、那覇空港とは全然違うようなリゾートの中の空港というコンセプト

で、空港にいて心地いいです。 

○そこを中核にして下地島を開発しようということで、今ホテルをつくるというアイデア

があったり、あるいはもう一つ面白いのは、皆さんも御承知のとおり携帯の電波をどう

支配するかが非常に話題になっていて、イーロン・マスクがたくさん衛星を打ち上げて、

宇宙から無線で携帯網をつくろうという本当に壮大な実験をしています。それに対抗し

てソフトバンクさんが衛星ではないけれども、もう少し低いところに飛行船みたいなも

のを飛ばしてやるという話をしているんですね。その基地をこの宮古島の下地島空港に

つくろうという提案も出てきております。 

○様々な提案がここで出てくるので、きちんと事業計画を精査することがすごく大事なと

ころです。絵空事でこういうことをやりたい、ああいうことをやりたいというのは誰で

も言えるのですが、それが本当に事業として成り立つのかどうか、事業として持続する

のかどうかということを見定めることが重要だし、それを実現するためにはどういうこ

とを支援してあげれば実現しやすくなるのかということを相談に乗ってあげられるよう

な機関がないと彼らは動きません。何が必要なのかと、実際に手を挙げてくれるような
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企業と一緒に考えることが非常に重要だろうと思います。 

○ここに書いたような様々な専門的サービスを提供するということで、土地とか建物を安

くで提供するのは皆さんすぐできることだと思いますが、そのほかのノウハウは、ノウ

ハウを提供してくれるような専門機関にただで支援してもらうというやり方がありま

す。ただでやってもらうかわりに、こういう企業が今後伸びてきたときにはお金をもら

う。長期的にお金を払えるようになったらお金をもらいますというやり方です。これは

シリコンバレーなどでは普通にやられていることです。 

○例えば会計事務所を雇わなければいけないということは当然あるわけですね。税理士事

務所とか。だけど当面はお金がないから払えない、払いたくないという人たちがいた場

合には、とにかく最初はただでやってくださいとお願いをして、そのかわり将来お金が

払えるようになったらエクスクルーシブな関係をずっと持ち続けましょうという工夫

は、結構アメリカなどでは当たり前のようになされているので、そういうことを考えて、

どうしたらイノベーティブな会社が入ってくるかを考えることが非常に重要なのではな

いかと思っております。 

○やや話が分かりにくかったかもしれませんけれども、当初申し上げたように、これから

は日本の市場だけを見ていては発展性はまずないということだと思います。人口も減っ

てますし。残念ながら日本経済は一回りバブル崩壊後 30 年、40 年の間に遅れてしまっ

たと言われているので、そこを見るよりもグローバル、特に成長しているアジアの市場

で何が起ころうとしているのか。そういう人たちを支えている人たち、そういう人たち

に来ていただく。後でベルジャヤさんのお話もあると思いますけれども、そういうこと

をやるためにはどういう工夫が必要なのかという観点で皆さんにぜひ考えていただい

て、その際にはもちろん外資系の企業も入ってきてもらってもいいし、日本の企業の中

でグローバルな需要を取りたいと思っている人たちをどう沖縄に来ていただくかという

のが非常に重要なポイントなのかなということでお話をさせていただきました。 

○私からの話は以上とさせていただきます。どうも御清聴ありがとうございました。 
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(2) 講義 

ア 講師 

那覇新都心株式会社 

 顧問 新田 進 氏 

イ 演題 

「駐留軍用地用地跡地への企業誘致について」 

ウ 講演内容 

 

≪はじめに≫ 

○私がお話をするのは、外資に限らず国内企業も全て含んでいます。 

○これはＵＲのパンフレット、企業誘

致の雑誌です。今日お話するのは左

側に書かれているようなところのお

話をしたいと思います。皆さん公共

団体の方ですから、地主さんもおら

れると思いますが、要するに営業な

んかやったことないよと、保留地は

どうやって売るんだと強い不安をお

持ちになっている方がおられると思

いますが、今日はざっとこんな形で

やっていくんですよということをフ

ワッと理解していただければ、私はそれでいいかなと思っています。 

 

≪企業誘致のやり方（フロー）≫ 

○こんなふうに企業誘致はやっていきます。 

○まず一番大事なのはコンセプト。ま

ちづくりは、売るためにも、とりあえ

ず乗りかかって土地利用を書けばい

いだろうという形で皆さんやってい

るかもしれませんが、やはり大事な

のはコンセプトが大事だと。特に大

きな面積の跡地になればなるほどき

ちんとしたコンセプトを確立しない

といけない。それに基づいて土地利

用計画をきちんと立てる。このとき

に非常に大事なのは、三つ目ぐらい



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

 

260 

のポツに書いておきましたけれども、要するにターゲットとする業界が本当に立地して

くれるかどうか。これに強い不安があるわけです。特定の業界というのは特定の立地条

件というのがあります。それは事前に知らないといけないということなので、その業界

に乗り込んで具体的に話を聞くことをよくやっていました。 

○例えば大型のスーパーになればなるほど、前面道路があればいいということでなくて、

四面道路でないとまず買ってくれない。車がどこからでも入られるということがありま

す。特に左折インを狙っていかないと、女性の方は右折で入ってくることは難しいので、

やはり左折インでどんどん入ってこられるような画地でないと売れない。 

○例えば新都心のサンエーの画地を見ていただければ分かりますように、四周道路です。

アップルタウンもそうです。リウボウの画地も全てそうです。全部四周道路でつくって

あるわけです。ですから、商業の方は見ただけで、自分たちはここを取りたいというよ

うなことを言ってきます。 

○それから保留地の位置も大事です。保留地というのは、得てして区画整理で換地をやっ

ている専門家は、大体地主に与えられないような中途半端な土地を保留地に持ってくる

ことが多いです。ですから、どこの区画整理も保留地というのは変なところ。三角形の

土地であったり、ひしゃげたような土地、入りにくかったりえらい変な形。そんなとこ

ろが保留地になっているところが多いんです。だけど、それでは売れませんよと。だか

ら、必ず売るまで見ないといけない。こういうことに注意していただきたいと思います。 

○それから、やはり無責任な体制では保留地は売れません。ちゃんとした担当を決めてほ

しいということです。 

○そして誘致戦略がないと駄目です。どんな形で使っていくのかというのもあります。地

域のコンセンサスづくり。意外と落とし穴があるのは既に立地した企業からクレームが

ついたという案件が結構あるんですね。 

○東北で大型のニュータウンをつくっていて、大型のショッピングセンターを入れたので

すが、１年か２年して、沖縄でいうメイクマンのような企業が入ってきました。彼らか

らいうと同業者だと言うんですけれども、同じ企業が入ってくるとは思わなかったとい

うことを言われて、裁判を起こしますという案件も何度か抱えたことがあります。同じ

業種は入れないよ、なんてことは約束していないのですが、当然そんなことも出てきま

すという注意をお願いをしたいと思います。 

○優遇策というのはあります。これはどこの県もみんな競っているんですね。沖縄県だけ

は、残念ながらいい面も悪い面も含めて、隣接県がないので競争相手がいないわけです。

他府県は全て優遇策で企業の引っ張りあいを、いろいろな形でやっています。 

○アンケートでやるやり方とか、いろいろなやり方をスケジューリングしていかないとい

けないということもあります。具体的な誘致のやり方は次のコマでお話しします。 
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≪第 6 Step：実際の「誘致活動」の実施≫ 

○こんな感じで具体的にはやっていきます。まずパンフレットとかリーフレットをぜひ作

っていただきたいと思います。 

○それから２つ目のところに書

いておきましたけれども、重要

事項説明というのは宅建業法

で決まってます。やっぱり役所

であろうが何であろうが、いず

れかの時点でこれに類したこ

とはやらないといけないとい

うことで、なるべく確とした情

報が固まったところでこの重

要事項説明に倣ったようなこ

とをやっていかないといけな

い。 

○それから、周知広報というのは極めて大事です。周知広報というのは、今度区画整理事

業が始まったよとか、あるいはこれから始まるよとか、一番いいのは道路に面したとこ

ろに看板を立てることです。これが後々必ず効いてきます。ですから、現地の看板は極

めて重要です。これをなるべく早い時点で立てておく。あるいはなるべくいろいろなと

ころで周知広報として、パブリシティとして新聞社などに工事始めますよ、あるいは換

地が始まりますよ、こんな企業が今度入ってきますみたいな、随時いろいろな情報を出

していく。これが一番いい宣伝になります。 

○そして誘致活動。昔、那覇新都心をやっているときはインターネットはありませんでし

たけれども、今一番お勧めするのはインターネットのホームページです。これは極めて

重要です。皆さん必ずやってます。財団法人の区画整理促進機構のホームページにぶら

下げるやり方。 

○それから、いよいよ大量に産業系の企業を集めるということになると、アンケートでダ

イレクトメールを打つ、あるいは新聞使う、広告を使うというやり方、外資系企業など

は公団とかＵＲなどはやってましたが、セミナーやフォーラム、あるいは立地相談会、

現地視察会もやっていきます。 

○一番大事なのは企業訪問です。公募だったら企業訪問なんかいらないじゃないかという

方がいるかもしれませんが、公募したって来なかったら企業訪問をこっちから出張って

いく。企業訪問とダイレクトメールはセットです。ダイレクトメールを１万社とか２万

社打ち込んで、それからリターンがある。ＦＡＸやはがき、手紙でリターンがあって、

興味があるといったところは直ちに出かけて行って企業と話をする。あるいは見てもら

う。こういうことが大事です。 
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○それから、住宅系の保留地が大量にあるような場合は、こういう手を使っていきます。

「友の会」というやり方。これは後で細かく説明します。 

○それから、地元の新聞社系の住宅情報誌を使う。あるいは住宅展示(住展)を公園の中に２

～３社、安い賃料でもって出させる。住宅展示場に来る人の９割以上の方は土地を持っ

てないんです。まだ決めてない。家から決めようとしているんですね。ですから、必ず

住宅展示場に来る方に保留地の宣伝を併せてやってしまう。こういうやり方を新都心で

はかなりやってます。 

○それから、ハウスメーカーと共同で建築条件付きの保留地として売ってしまう。新都心

も 17 画地ぐらいやっています。要するに、17 画地をハウスメーカーに卸して売ってし

まうわけですね。公募しません。なぜ公募しなくていいのかというと、分譲の促進につ

ながるからなんです。公募しないで、いきなり 17 画地を例えば４社とか５社に売って、

この 17 画地を売るのはハウスメーカーが売るわけです。売った側は苦労をしています

ので左団扇と言ったら怒られますが、建築条件付き、いわゆる売建を使うとかなり楽と

いえば楽です。最後は公募で決めないといけない。そしていよいよ苦しかったら、宅建

業者にも頼むというのをやられてます。これは費用がかかります。 

 

≪事業初期に需要を取り込む方法≫ 

○これはいわゆる「友の会」方式

といって、住宅でよく使うやり

方ですね。これは今治という愛

媛県のＵＲの区画整理事業、

170ha のうち 25ha が住宅で約

1,000 戸あります。1,000 戸の住

宅をどうやって売るんだと。売

る前に「友の会」方式といって、

入退会はいつでも自由だと言っ

て、無料で何千人とか何万人の

県民、市民を囲ってしまうわけ

です。それで自分は「友の会」に

入りますと言ってきたところの方に住宅情報、これからＵＲが売り出しをする公募情報

をどんどん流していくというようなやり方です。これはなかなかいいやり方です。 

○ただ、注意しないといけないのは、それなりに宅建業法の縛りがあります。区画整理事

業の認可を取った後でないと駄目ですよとか、あるいは未完成の画地、いわゆる青田売

りはやってはいけませんよとかあります。 
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○これは１枚目のリーフレットです。左が表で

右が裏です。何を裏に書いてあるかという

と、左に流通団地だとか産業用地の画地、こ

れは盛岡のニュータウンは新幹線の駅裏に

つくり、規模が大きいのです。400ha ぐらい

あったか、ちょっと数字を忘れました。それ

から花巻の物流団地。その裏に興味があるん

だったら、名前書いてＦＡＸ打ってくれと。

こういうリーフレットを使います。これを送

りだすのは、さっき言ったアンケートでもっ

て、１万通とか２万通をダイレクトメールで打ち込んでいきます。 

○これは新都心のパンフレット。11 ページぐら

いあります。赤で囲った画地はコールセンタ

ーが入ってます。ここはオフィスが入ってま

す。この赤い２つの画地のために何と 11 ペ

ージのパンフレットを作っているんです。11
ページのものをちゃんと作って産業用地を

売り込んでいってます。 
 
 
 
≪那覇新都心の誘致活動≫ 

○具体的な新都心での売り方です。 

○まず広告・宣伝。新都心の時

代はインターネットがなか

ったので、広告は 58 号沿い

にかなり巨大な看板を立て

ています。これは非に有効

な看板で、高さ 15ｍぐらい

の大きさ、1,400 万円のお金

がかかりましたが、後々非

常に有効だったなと思いま

す。 

○その次に宣伝。ホームペー

ジ。その当時はありません

でしたけれども、今なら当然ホームページ。それから地元新聞にイベントだとか折に触

れて記事を出す。 
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○２番目には企業訪問。特に行政関係の施設は新都心の中には沖縄総合事務局さんもそう

ですし、日銀、沖縄公庫、ＮＨＫも全てそうです。これを全部黙ってて向こうから来た

わけではないんです。こっちから出向いて入ってくれとお願いしているんですね。誰が

行ったかというと私です。こんなふうにきちんと営業して入れているんですね。黙って

たら来ないです。 

○それから商業。商業系はこれも出向いて行ってやっています。ダイエー、西友、全て今

はなくなりましたけれども、ジャスコにも行ってます。そんな形で来てくれと、どの画

地を用意しているというような形でやっています。 

○それから、オフィスビル。オフィスビルは難しくて、なかなか手こずり、最後は自分で

建ててしまったのですが、大手の損保、生保、彼らは潤沢な資金を持っていますから、

場所さえよければオフィスビルを建ててくれます。 

○その次に住宅ですね。これは一部ダブりますけれども、こんな形でやってきています。

住宅展示は極めて大事です。それから沖縄大京さんにも出向いて行って、マンションを

つくってくれないかというような話をしています。沖縄大京さんは今リュークスタワー

もつくっていただいていますし、そのほかのところでも新都心の中で多数建てています。

それから大和ハウスさんとかにも出向いていって、こういう開発をやるからマンション

を建ててくれという話をしてございます。大手のゼネコンさんにも伺って、こちらから

情報を出してます。 

 

≪那覇新都心の公共・公益施設の誘致結果≫ 

○新都心の中に誘致した代表的な公共公益施

設です。 

○売建方式といって 17 画地を売ったやり方で

す。新都心の天久リウボウの裏側にある画地

ですが、ＵＲが外溝まで含めて全部きれいに

つくり込んで、17 画地の中のハウスメーカ

ーはさっき言った公募しないで、いきなりＵ

Ｒの目でもって、この会社と選定して売っ

て、あと 17 画地を売るのはハウスメーカー

さんの努力で売れたという形ですから、悪い言葉で言えば馬乗りになって売るようなや

り方かと思います。一度見ていただければ分かると思いますが、非常にきれいにつくら

れています。 
 
≪アンケートによる方法≫ 

○アンケートによる方法でよく使うのは、土地利用計画を描く前に、こんな絵は成立する

かなという一番心配な点をサウンディングとして聞くやり方。これは極めて有効です。 
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○二つ目は、年間何十ヘクタールを売らないといけないので、もう年がら年中ダイレクト

メールを突っ込んでいくという形です。年間 13 回ぐらいダイレクトメールを打ってま

す。１回で１万通とか２万通打ってますから、年間で 20～30 万通ぐらい打つ。当時の日

本の株式会社が 150 万社、今は

300 万ぐらいいっていると思い

ますが、150 万社のうちメーカー

で土地を買う能力がある社は、

３分の１ぐらいの大体50万社ぐ

らいと言われてましたから、１

年か２か年でそこに全部打ち込

んでしまうわけですよね。です

から、公団から年がら年中ダイ

レクトメールが入ってくる。毎

月毎月こんな工業団地ができま

したよみたいなものがアンケー

トとして入ってくる。 

○アンケートの内容は立地意向、

アンケート数は大体 3,000～２

万通ぐらい。ここに書かれたと

おりです。それを誰宛てに出す

んだと。これは土地を買いたい

というのは社長判断ですから、

そこの総務部長とか取締役ある

いは経営企画室長、上場会社は

そういうところが判断します。

ですから、そういうところに打

ち込んでいきます。 

○それから床貸し。これはメディ

アビルなどもそうですが、軽いビジネスになりますから、支店とか支社。沖縄でいえば

福岡市の支店になります。沖縄の事務所というのは福岡支店のブランチになることが多

いので、ビルの床のリーシングの意思決定は福岡支店がやることが多いです。ですから、

メディアビルは大体福岡支店の会社に打ち込んでいくという形になります。 

○発送の時期は相手の繁忙期の時期は避ける。当たり前の話です。 
 そして最後は訪問しないと駄目ですよと。最後は公募ですよ。どのぐらいの率で決まり

ますかと言えば「万が一」という日本語はほとんどあり得ないことを指しますが、ダイ

レクトメールは「万が二」です。１万通打ち込んで２社と最終的に契約ができる。私が

営業をやっているときに統計を取ってましたが、各営業マンはみんなこんな感じです。

公団全体で１万通打ち込んで２社しか売れない程度です。 
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○ここにアンケートのやり方を書いてあります。ダイレクトメールは帝国データバンクと

か東京商工リサーチからもってきます。 

○工業団地をやってましたが、大分類、製造業とか運輸業、卸売、こんなところを打ち込

んでます。 

○ここに書いてあるとおりで回答率は５％ぐらいです。例えば、通産省(現:経済産業省)の
名前とタイアップして公団で打ち出すと、回答率の平均がどっと上がって 13％ぐらいに

なります。公団の名前のみだと残念ながら５％ぐらいしか回答が返ってこない。その回

答のうち 10％ぐらいが興味を持っているよということで、アポイントを取って訪問すべ

き企業の数になるわけです。何だかんだやって、最後はこの 50 社を公団の営業マンが全

員で回っていくわけです。神奈川は新田が回れ、東京は誰が回れ、群馬は誰と割振りを

決めてやっていくわけです。それで最後は「万が二」の世界に落ち着くということです。 

○これはある団地の物流系の例でございます。見ていただければ分かると思いますが、こ

のときは対象社数が１万 7,000 社、半導体のメーカーがターゲットでございましたので、

この２つだけ特別にやってます。これ名簿はなかなか難しいのですが、名簿は半導体の

メーカーの協業組合の名簿を使ってます。 

○こんな感じでアンケートをやると１社 470 円とか 300 円。これ注意していただきたいの

は、平成 19 年で大昔です。ですから、今５割とか倍ぐらいになっているかと思います。 
 成約率は、このときは１万 7,000 社に打って１社でございました。「万が二」より悪いで

すね。「二万が一」になっているということです。かかった経費は媒介料、仲介料と比べ

てもそれほど遜色はない。どっこいどっこいという形になるわけです。 
 
≪広告・宣伝≫ 

○広告・宣伝のやり方は、このよう

に看板を設置していくというこ

とです。看板の設置場所は一番い

いのは現地が一番いいです。それ

から望ましい場所は、例えば信号

機の下とか、一時停止してくれる

ようなところ。看板設置費用とい

うのは簡単な金網に縛りつける

ような看板だと４万とか５万、で

かい看板だと 1,000 万円を超え

ていきます。注意しないといけな

いのは、台風対策です。台風のと

きに取り外す契約の広告業者は結構多いです。ですから、１年間５回取り外ししますと

いう仮契約をして、実際の回数で清算をしていくというようなやり方を取ります。 
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○それからさっき言ったように、インターネットのホームページは極めて有効です。 

○それから無料でできるのはパブリシティです。皆さん公共団体ですから、県に出入りし

ている新聞社とかテレビ会社などに折に触れて、あるいは市に出入りしている広報を使

うなど、パブリシティとして無料でやっていくというやり方です。 

○それから、新聞を使う場合、私もモノレールに広告を、メディアビルだとかやったこと

があるんですが、これなかなか効果が安定しないんですね。評価が難しいということが

あります。ＵＲでもよくやってましたけれども、例えば山手線全ブロックの車両に広告

を打って何千万円です。１週間とかそんな形でやります。それから京浜東北線に何千万

円とやる。京浜東北線と山手線どっちが高いと思いますか。圧倒的に山手線が高いんで

す。それは乗車率が全然違うからです。ですから、新聞とか交通広告と呼ばれるものは

媒体によってものすごくお金がピンキリです。それから効果があるなしもなかなか判定

が難しいというところがあります。 

○昔からよく言われたのは、朝日新聞と読売新聞で車の広告は読売だよ、住宅は朝日だよ

とよく言われたんです。今でも言われているかどうか知りませんよ。それはなぜかとい

うと、この新聞２紙の媒体を読んでいる人の所得が違うんですね。当時は朝日のほうが

高いんです。ですから、住宅広告は朝日のほうが率がいいと昔はよく言ってました。今

は知りませんよ。 

○こんな感じで、広告媒体はなかなか面倒です。私もモノレールのおもろまち駅とかビル

の広告を出しましたけれども、効果があったかどうか判然としない。 

○これは平成元年頃、新都心の広告です。 御
覧になったことがある方は年齢的におら

れないと思いますが、今から 35 年ぐらい

前に設置しています。向こうに見えるのは

エッカホテルという当時有名なホテル。こ

れは現在の国道 58 号の上之屋の新都心の

入り口に建ててました。高さ 15ｍ。この１

つの文字の大きさが２ｍ角です。これはも

のすごい目立つと評判になりました。この

看板だけで、１日に何本も私宛てに電話が

かかってきたんです。あの看板はおまえが建てたのかと、はい建てましたよと。すごく

目立つんだけど、その理由が分からないと。何であの看板が目立つか分からない。理由

があるのか。あります。これはこの位置を決めるのに、何十回も車で走行してこの位置

を決めたんですね。 

○それから文字の大きさも、実は実物で１文字の大きさを竹竿の上に掲げて何メートルで

どのぐらい見えるかチェックしたんです。国道 58 号で上り車線に入れるか、下り車線に

入れるか。これがなかなか議論のあるところなんですね。これ実は下り車線に立ってい
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ます。泊から新都心の上之屋に上る左カーブに立てているんです。左カーブに立てると、

ドライバーには「那覇新都心土地区画整理事業」の「業」の文字から見えてくるんです

ね。だから本当言うと「那」から見えてくる右カーブに立てるのが一番いい。残念なが

ら右カーブはなかったので、その右カーブの一番いいところの土地は押さえてなかった

ので、左カーブに立てました。これ高さもいろいろ試行錯誤してつくりました。 

○この看板は 1,400 万円もかかりました。何でそんなかかったかというと、字の大きさが

大きいのと、ギネスものの風速 85ｍに耐えられるように設置したからです。これ看板が

吹き飛ばされると死亡事故が起きてしまい、58 号線を止めてしまいますから。風速 85
ｍで設計しています。 

 

≪県、銀行への協力依頼≫ 

○県とか銀行にお願いするのは極めて大事です。沖縄県は外国にもいろいろな事務所をつ

くってます。私は沖縄県の東京事務所によく出入りしてました。それは沖縄県の企業誘

致担当の方とタイアップした

いということで、当時は東京事

務所だけで専属の方が５名も

いらっしゃったんですね。５名

のうち２人ぐらいの方は銀行

を辞めたプロの方で、元メガバ

ンクの銀行員で企業のコネク

トをいっぱい持ってました。そ

ういう人を沖縄県が東京事務

所に配置して、企業誘致の専業

として雇っているんです。 
 

○私は沖縄県にも感謝しないといけないのは、過去にメディアビルの大変大事なお客様を

沖縄県から紹介いただいて、大きなフロアーを貸すことができました。彼らは毎日専業

でやってますから、こういうところにも協力を頼むというやり方があります。 

○それから、私は今でもおつき合いしてますけれども、本土のメガバンクの事業開発室と

いったところの名刺を持っている人たちと、今でも飲み会をやっています。彼らは沖縄

の不動産案件をたくさん持っているんです。新田さん、こういう企業がいるよ、どこか

紹介できる土地はないかという形でやっているわけですね。こんな形でおつき合いして

います。 

○公共団体さんはゼネコンに対する発注者でもあるのでゼネコンとおつき合いするのはな

かなか面倒なところがありますが、ただ、ここにも書いてありますように、建築営業と

土木営業というのは大手のゼネコンは分かれているんですね。ですから、建築営業の方

とは私はよく一緒におつき合いして、彼らとは情報のやり取りを昔よくやってました。 
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≪沖縄立地に関する本土製造業（工業）者の認識≫ 

○沖縄に本土の製造業を持っていきたいというお考えの方はたくさんいると思うのです

が、これはなかなか面倒です。彼らとつき合いをすると、本土の製造業の方が必ず言う

のはこの９点ぐらいを言ってくるわけですね。 

○一つは、適地はあってもすぐ使える工業団地はない。まだ買ってもいない土地を適地と

言うんです。 

○それから土地が高い。これは沖縄県の方はお気づきにならないかもしれませんが、住宅

地にしても高いし、工業系の団地はもっと高い。住宅だけとっても、横浜市の土地とほ

とんど変わらないんですね。私が今でもやってますが、オフィスのリーシングでいうと、

大体新都心の床のリース料というのは、山手線の直近のビルと一緒です。池袋とか新宿、

そういう巨大駅の割と近いところの大きなオフィスビルと同じような価格で出している

んです。ですから、本土の人から見ると、何でこんなに高いのというような言い方です。 

○それから工業用水の安定化が難しい。 

○それから、電力は、今は原発問題で東京電力が高くなってますが、電気代が高いという

のを必ず彼らは言ってきます。 

○それから横引き(輸送費)が高い。マーケット立地としての人口が少なすぎる。彼らはなか

なか厳しいことを言ってくる。 

○それから必ず言ってくるのは、金型屋がいないでしょう、沖縄には立地できませんよと

言ってくるんですね。金型屋の不足について沖縄県は大分前に気がついて、今必死に金

型屋を誘致してきています。６番はなくなるかもしれません。 

○それから７番、これも重要なことです。錆びです。ほとんど本土のメーカーは組立産業

に限らず金物を扱っているんです。そうすると彼らの常識だと海から７㎞離せと、東シ

ナ海から７㎞離すと太平洋に飛び込んでしまう。こんな状況で沖縄はなかなか難しい。

日本で唯一、私知ってるのは愛媛県の海辺に三菱が半導体の工場をつくりましたけれど

も、それはものすごくお金がかかってます。空調で徹底的に塩分の一粒一粒をフィルタ

ーで取っていると、こんなことをやっているんです。めちゃめちゃお金がかかっている。 

○それから、他県に勝るような優遇措置がないというのも事実です。ただ、今はシャープ

の亀山問題でみんな苦労したものだから、今は、優遇措置は問題じゃない、他県に勝っ

ているから来るとは限らない。そんなことがよく言われています。 

○それからワーカーの賃金は安いけどストライキが多いという偏見を持っているんです。

これ本土でよくある完璧に偏見だと言っていいと思います。 
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≪沖縄県内駐留軍用地跡地への本土製造業（工業）の誘致実績≫ 

○沖縄総合事務局の経済産業部の統

計です。正直言って、企業誘致的に

は各県の一番末席に座っている。 

○それから、各企業が何でそこの工業

団地、あるいは立地を選んでいるん

ですかと、上から書いてある立地２

つぐらいを除いてなかなか勝てな

い。沖縄は残念ながら勝てないとい

うところがあるんですね。さっきの

コマとこのコマで言いたいのは何

かというと、過度にメーカーに期待

したら大変なことになりますよということです。メーカーは難しい。 
 
≪【提案】嘉手納以南 6 基地に横串を入れる企業誘致組織の必要性≫ 

○左側、従来の基地跡地での企業誘致の課題です。 

○まず１番、基地跡地への企業誘致は行政としての市役所本来の業務や土地区画整理事業

の通常業務と離れた業務で、いわゆる異質な営業なんです。 

○そして、特に 200ha を越える普

天間やキンザーの誘致は、21 世

紀の沖縄振興をリードする大

きな役割を担っていて、国内に

限らずアジアを含めてインタ

ーナショナルに誘致する必要

があって、個々の市町村が片手

間で行う仕事ではないという

ことです。 

○三つ目、嘉手納以南６基地の跡

地利用が一定の時期に輻輳し、

基地所在市町間で、むやみな企

業の誘致競争が起きるということです。 

○最後ですが、国庫補助金や保留地処分金のみに頼った従来型の区画整理事業から脱却す

べく、企業誘致も上物誘導のみならず、基盤整備の領域まで踏み込んで、グローバル世

界の中で旺盛な投資を繰り広げている世界のファンドマネーを誘導する必要があるので

はないかと。 

○具体的にどうやってやるのか。要するに、区画整理を徹底的にやるのではなくて、一定
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の範囲やらないで、あらかじめ使う人を募ってしまう。ファンドに募る。あるいはメー

カーでもホテルでもいいです。例えば２ha とか５ha、10ha ぐらいの規模でもって世界

から集めて公募してしまう。自分の好きなようにデザインしてもらっていいですと。造

成も自分でやってもらって結構です。こんな形でやるんですね。 

○ＵＲはやったことあるか、実はやったことあります。佐賀でもやりましたし、私は山形

でもやってます。世界のファンドではありませんけれども、例えば県の土地開発公社に

粗造成で山のまま何もしない、区画整理事業をやらないで引渡し、自分で自由にデザイ

ンして使ってもらうというやり方。 

○それから、中間造成の形で５ha とかまとめてハウスメーカーに売ってしまう。ハウスメ

ーカーが自由にかなりデザインの凝った形で高級住宅街をつくった例があります。佐賀

で私もやってきました。こんなようにかなり初期の段階で基盤整備に民間を入れていっ

てしまうということですね。 

○そして、最後に言いたいのは右側です。 

○①200ha を超える普天間やキンザーを中心に、今後嘉手納以南６基地の企業誘致に横串

を入れる組織、要するに個々でやるのではなくて全部面倒を見る。そういう組織が必要

ではないですか。 

○②基地の地元市町村や土地区画整理事業の施行者を、不慣れな国内企業誘致や外資系企

業誘致から開放して、これを一手に引き受ける専門のプロ組織をつくったらどうですか。 

○それを誰がやるのかということですが、③外資系企業や外国のファンドマネージャーを

相手に外国語で誘致、契約、支援が可能な組織で、インターナショナルでかつプロフェ

ッショナルな企業誘致組織として、海外経験が豊富な JETRO とか商社を辞めた人たち、

そういう人からなるタスクフォースをつくったらいいのではないですかということで

す。 

○④株式会社がいいのか財団がいいのか分かりませんが、国が中心となって県も参加して

ぜひつくったほうがいいのではないですか、ということです。 

○時間が大分オーバーしてしまいましたが、以上です。 
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(3) 事例紹介 

ア 事例紹介者 

ベルジャヤ沖縄ディベロップメント株式会社 

 代表取締役 陳 酊仰 氏 

イ 演題 

「恩納通信所返還跡地地区」 

ウ 紹介内容 

 

≪はじめに≫ 

○皆さん、こんにちは。陳と申します。どうぞよろしくお願いします。 

○私たちベルジャヤグループは、今までアジアを中心に、フィリピン、ベトナム、韓国、

インドネシア、シンガポール、中国、スリランカ、タイ、ミャンマーなどで展開してき

たのですが、同じアジアにある日本のビジネスチャンスも窺ってきました。 

○今回は日本進出のきっかけとなりました恩納通信所跡地のプロジェクトについてお話を

したいと思います。 

○簡単に流れの題目を作りました。通信所

跡地返還の位置とか経緯、恩納村への進

出理由、当開発プロジェクトの経緯。少

し事例を挙げたいのはフォーシーズン

ズホテル京都のプロジェクトをサンプ

ルとして話をしたいです。またベルジャ

ヤグループの紹介、フォーシーズンズホ

テル沖縄の開発の紹介をやっていきた

いと思います。 

 

≪旧恩納通信所返還跡地≫ 

○位置としては、沖縄の真ん中にある恩

納村のリゾート地です。マレーシアで

もペナン島があります。そういうとこ

ろにいろいろリゾート地が集まってき

ています。 
 

○これは図書館の資料です。返還前と現

状のものです。 
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≪旧恩納通信所返還跡地の経緯≫ 

○通信所跡地の経緯も図書館から引き出し

てきました。1995年に返還され、ベルジ

ャヤが進出してきたのは14年前の2009
年で、地主会との基本合意やいろいろな

契約書、合意書の調印式も同年に行なわ

れました。 
 

 

≪恩納村への進出理由≫ 

○恩納村への進出理由は、日本でもビジネ

スチャンスがあるということで、新たな

ホテル事業としてフォーシーズンホテル

を計画しており、候補地を探していたと

ころ、まず、フォーシーズンズのネットワ

ークを通じて恩納通信所跡地を開発しま

せんかという依頼がありました。そのと

きに恩納村に来ていろいろ視察してきま

した。それが何で決まったかということ

は、先ほど申しましたように、南半球のアジア圏ではバリとかプーケットとか素晴らし

いリゾート地が並んできました。北半球のアジア圏で沖縄にそのポテンシャルがあると

着目しました。 

○沖縄の観光客は、中国、韓国と近隣から集まってきており、世界中のラグジュアリーブ

ランドホテルが入ってくれば、欧米からの観光客も期待できると思います。その１つの

事例に京都があり、京都もフォーシーズンズができたことで、西洋とかアメリカの観光

客もインバウンドとして増えてきました。 

○今回の跡地は、オーシャンフロントで広い。100エーカー（40万㎡）ぐらいあり資源が豊

かで、万座毛も隣にあるということです。 
 

≪地元恩納村とのパートナーシップ≫ 

 

○新たなリゾートをつくるために、地元恩納

村とのパートナーシップ。うちの創業者タ

ンスリ・ヴィンセント・タンが開発にすご

く熱心で恩納村に来て、いろいろ見て回っ

て、恩納村からも歓迎を受けて調印式を行

いました。 
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≪恩納通信所返還跡地利用計画の方針≫ 

 

○恩納村の通信所跡地の利用計画としては、

２番目に書いてあるように、地主会とベル

ジャヤ社のパートナーシップにより「100
年のリゾートタウン」を創る。 

○あと複合リゾート施設、ホテル、スパ、レ

ジデンス商業施設、フォーシーズンズホテ

ルを誘致するという約束をしました。 

○もう一つが人材。ベルジャヤにはマレーシ

ア本国に大学もあるんです。所有しているアンサ沖縄リゾートに学生が来て、インター

ンとして、いろいろ勉強している。計画として大学を１つ設けて人材育成するような考

えもある。ただ、日本の教育制度に関していろいろ調べてみたらハードルは高く難しい。

これからいろいろ詰めていきたい。 

○４番目としてはエリアマネジメントの会社をつくりまして、まちづくりの当事者や地主

会の皆さんと開発を推進するといった考え方があります。 
 
≪当開発プロジェクトの経緯≫ 

○次が、開発プロジェクトの経緯です。2009
年の土地の交渉から、2011年から環境アセ

スメントに３年間、開発許可申請に２年か

かり、すごく時間がかかりました。 

○それともう１つは開発許可がすごいハー

ドルで、造成工事着工までにほぼ10年程度

かかった。やっと今造成工事も完了しまし

て、これから建物の建設を３月から着工の

予定で進めています。 
 
≪当開発プロジェクトにおける課題≫ 

○開発プロジェクトの課題としては、どの国

の開発においても、土地の取得に関する課

題がある。 
○難しかったのは、この1,500筆の土地で450

名の地主を一つ一つまとめていくのにす

ごい莫大な時間かかってしまった。開発申

請許可時点で７割の承諾を頂いているが、

30％はまだ承諾を頂いていない。現在、取り纏めのできたフォーシーズンの土地で着工
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しているが、残りの敷地は取り纏めを継続しています。 

○また、土地の取得や取りまとめに関して、市町村からの協力、手助けがなければ、難し

い。民間のみでコツコツ実施して10年かかったが、市町村の協力がなければさらに10年
かかると思うんです。 

○もう一つは金融の話で、これも土地取得の

際の課題。初めて私がここに来た時も、ま

だ会社が新しく、いろいろな銀行の融資が

ほとんど得られず、すべて自ら現金で賄わ

なければならず、資金調達のハードルは高

かった。 

○プロジェクトにおけるもう一つの課題は

書類の申請。ベルジャヤではこれまでにマ

レーシア本国やいろいろな国で開発を行

ってきたが、そういう大きな開発ではワン

ストップで申請がまとめることができれ

ばスムーズにプロジェクトが進むと考え

ます。そうでなければ、1人で役所、漁協

などいろいろ回らなければならず、それで

結構な時間をロスしてしまう。外資はスピ

ード感を重視するので、そこがなかなか難しい。 
 
≪当開発プロジェクトへの影響≫ 

○プロジェクトの影響としては、時間のロ

ス、資金の調達、その上にコロナとか想定

外なことが出てくる。今みたいな物価の高

騰とか円安は、着工後にいろいろ見直さな

いといけない。それも一つの課題となって

います。 
 
≪フォーシーズンズホテル京都の事例≫ 

○フォーシーズンズホテル京都の事例を挙

げます。沖縄でのプロジェクトを進行中の

2011年に、フォーシーズンズから京都でも

開発をしないかという誘いがあったこと

から、2011年に会社が始まり、ホテル開業

は2016年。たった5年で完成しました。 

○京都はすごく難しい。誰もが知っていると
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思う。外資系が京都で開発をやるのはとても信じられないと皆さんから言われました。

うちの会社はビジネスマンだからチャレンジしていろいろやっていく。京都の市長には

すごくサポートしてもらいました。行政や、市長自らそれを手掛けてくれる。仕事のス

ピードも上がって、スムーズに完成できました。 

○彼が言われたのは、フォーシーズンズが来ることで京都にいいブランドがつくられ、今、

その効果が上がってきている。今いろいろな外資のホテルがどんどんつくられてきてい

る。１つの成功した開発であると思います。沖縄でも外資に対してもそういう手立てを

してもらえないかなという声があります。 

 

≪ベルジャヤグループ≫ 

〇ベルジャヤグループを設立したのはタン

スリ・ヴィンセント・タンで、一代で立ち

上げました。 

○ベルジャヤはいろいろなサービスを扱っ

ています。日本の企業とも飲食や損保など

で関わりを持つ、コングロマリット（複合企業）の会社です。 

○恩納通信所返還跡地での開発の流れとプ

ロジェクトのプロポーザルです。当初の計

画で52.7haありましたが、現在フォーシー

ズンズの敷地が12.5ha、将来の計画地が

30ha。計画地は、村への協力として、例え

ば冠水のため水路を広くしたり、開発に関

連する整備等もあり、土地は少し狭くなっ

てきました。 

○環境に関して、フォーシーズンズとしては

魅力的な周辺の環境保全を重視していま

す。砂浜はどこにでもあると思うが、この

場所に関してはうちの創業者もフォーシ

ーズンズも魅力的な環境を確認し、岩があ

って、植物があって、きれいな海があって、

すごい面白い。例えばバリ島のザ・リッツ・

カールトンでは海がないんです。山だけな

んです。それも１つのリゾートです。 

〇これがフォーシーズンズの開発計画です。首里城みたいに坂を上り、広場に至るコンセ

プトです。 
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○うちは大体10社以上の外国の設計事務所

さんを使っている。フォーシーズンズはす

ごく厳しくて、普通のホテルの建設とは異

なり、全て外国の設計事務所さんを使う。

あとの実施設計は地元、日本の事務所が手

掛けてくれないと建物を日本の法律に基

づいてつくるのは難しい。この計画だけで

２年間もかかっている。実施設計に入って

１年半、設計だけでトータル約３年もかか

りました。 

○サンセットをホテルから見ることができます。植栽をきれいにおこない、ビーチ沿いに

あります。 

○２段式の大きなプールは、家族みんなが楽しめるように、そこからビーチに導いていく

ような計画です。 

○チャペルは、砂、岩、海、全体の関係をコラボレーションしています。 
〇これはスパです。これも同じように環境を大事にして、周りを植栽に囲まれた池とスパ

を楽しめるような空間です。 

○これはヴィラ。普通の設計では階段式のような建物を設計するが、これは完全に村のよ

うな形式。全て海が見えるように高さを調整しました。普通のホテルよりも、これはま

ちづくりのような形。建物だけでなくて植栽もすごく大事にしています。 

○これは全体図です。ヴィラがあってホテルもあって、コンドミニアムホテルがあります。 

○あと、もう１つ大事にしているのが全てのエリアからサンセットを鑑賞できること。 

○以上です。ありがとうございました。 
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(4)  意見交換会 

ア ファシリテーター 

跡地利用推進懇談会委員 

Planning & Produce Studio SAI 

 代表 阪井 暖子 氏 

イ 登壇者 

〇株式会社フィーモ 代表取締役 

株式会社ロングステイネットワーク  

代表取締役社長 大澤 真 氏 

〇那覇新都心株式会社 

顧問 新田 進 氏 

〇ベルジャヤ沖縄ディベロップメント株式会社 
  代表取締役 陳 酊仰 氏 

ウ 意見交換の内容 

（阪井氏） 

○今日は外資系企業さんが来られたとき

に、どういう対応をしたらいいのか、そ

れを学ぶことによって無用に怖がらな

くてもいいよねという感覚をもってい

ただいたらと思っていたのですが、お話

を聞くとそればかりではなくて、いかに

沖縄にいいところを取り込んでいきな

がら、かつそれを沖縄の中で生かしていくのかというような話が多かったかなと思いま

す。 

○まず、立て続けに３人の先生にお話を聞いたので最初のほうは忘れてしまった人もいる

かもしれないのですが、質問や聞いてみたいことがあったらそこからやりたいと思いま

すがいかがですか。盛りだくさんだったのでぱらぱらと資料等も復習していただきなが

ら。 

○大澤先生、よろしいでしょうか。ロングステイマーケティングをなさるということなの

ですが、どうやって富裕層の方々に来てもらう、商品を売る相手を見つけるのはどうや

るんだろう、ということをお聞きしたいです。 

（大澤氏） 

○インバウンドということですね。 

○ここはなかなか難しくて、海外の富裕層の人たちは基本的にはトラベルデザイナーとい
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う人に、今年はアジアにこういうリゾートの過ごし方をしたいので提案してちょうだい

というお願いをぽんと投げるんですね。世界中のトラベルデザイナーの人たちに声をか

けて、例えば沖縄だったらどんなことが提案できるのかという話を聞くということなの

で、そのトラベルデザイナー、あるいはトラベルエージェントと言う場合もあるのです

が、そういう人とのネットワークにどうやって入るのかが非常に重要になってきます。

これは欧米の世界での話です。 

 

〇中国はかなりプライベートなつながりのマーケットなので、例えば上海だったら、上海

は経済の中心じゃないですか。そこの財界の人たちの集まり、クラブみたいなものがあ

るんです。そういう人たちは中国の物を食べたくない人たちは日本から新鮮なものを常

に輸入している人たちがいるんですね。 

○そういうネットワークに入れれば、「沖縄でこういう魅力的なことがあったよ」、「知らな

かった」、「じゃ俺行ってみるわ」となって、行ってみた人が今度は口コミで伝えてくれ

るという、そういうところにどうやって食い込むかという話なので、かなりノウハウが

必要。普通に広告を出してくる世界ではないということです。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。かなり人のつながりということなんですね。新田先生のお話の

中でも、結局、人のつながり的なものが結構あったなと、今でもお付き合いされている

と言われていた銀行の方からの情報ということがあって、それはそうだけど大変だなと

正直思うところです。やはりそうなんですね。ありがとうございます。 

○陳先生にお聞きしたいのですが、新田先生のお話を聞かれてＵＲのときの誘致活動を結

構しているのを聞いて企業としてはどんなふうに思われたのかと思ったのですが、すご

く、いろんなところでここ来ませんかというものをやったり、それこそ大きな看板をつ

くったりやっているという話をされていて、実際に入ってこられた、先ほど資料に出し

ていただいたみたいに、フォーシーズンズの情報ネットワークで恩納村のあそこの場所

を知ったということで教えていただいたのですが、そういう情報がない中で、例えば新

田先生がお話になったような活動はどういうふうに見えたんだろうというのに関心があ

るのですが、どんな感じで御覧になりましたか、そうだよねという感じですか。 

（陳氏） 

○うちの会社はみんなビジネスマンだからいろんなネットワークも強くて、日本だけでは

なくて、中国とか、会社自体に知名度があるんですよね。知名度さえあれば、いろんな

人から誘いが来るんです。知名度があって誘いが来て、ここに来ませんか、ここに来ま

せんかといろいろ声をかけられてきます。 

（阪井氏） 

○先ほど新田先生がおっしゃったみたいにダイレクトメールが来たり、問合せが来ると検

討はするんですか。 
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（陳氏） 

○今はインターネットが強くていろいろ誘致の誘いがあり、私も結構いろんなメールでリ

ンクとかもらったんです。ここで誘致をやるから開発しませんかと、すごいいっぱい来

ているんですよ。でもそれを真剣にどうやって検討していくか。いろんな要素があるん

です。何故開発をするのかなど、結構いろいろ調べないと駄目なんです。 

○まず興味があるかどうかが一つ。ここに可能性があるかどうかが一つ。可能性がなけれ

ばいくら誘いがあっても開発はしません。 

○今はインターネット情報社会だから簡単にテレビでも情報は入りますが、あとはその区

域で何をすればいいか。 

〇今の沖縄ではフォーシーズンズのようなホテルはないんですよね。ハイアットとかはフ

ランチャイズでやっているが、フォーシーズンズは自ら運営するんです。自分のブラン

ド力を高くして誇りをもっていて、きちんとしたサービスを提供する。だから客層が違

うんです。フォーシーズンズのお客さんは大体フォーシーズンズに行けば間違いなく期

待するんです。だからそういう人とのブランディングがあればそれも開発の一つの要素

になる。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。跡地というといろいろな条件があって難しいところがいっぱい

ある中で、恩納村の場合は、ある意味、返還された後だったので、いつ返ってくるか分

からないという跡地の持っている問題はなかったと思うのですが、土地を出してこうい

うのでいかがですかと言っても、先ほどのスピード感みたいなものがあって、いや、何

か分からないものには関心がないよとか、多分あるのかなと思いながら、先ほどの新田

先生がおっしゃったような誘致活動はどういうふうに見えているのかなとちょっと気に

なったという感じです。ありがとうございます。 

 

○私は恩納村の事例にすごく関心があって、沖縄においてこれだけフォーシーズンズみた

いなところに来てもらえるのはすごい大きなことだなと思うのですけど、先ほどのスト

ーリーを見ると、2009年に入ってこられて、すぐさま契約したみたいに見えるのですが、

そんなことはなかっただろうと思ったりもするのですが、恩納村さん来られていますよ

ね。一番初めはベルジャヤさんが村に来られたんですか。 

（恩納村(金城係長)） 

○恩納村の金城と申します。よろしくお願いします。 

○まず恩納村に来られたわけではなくて、ホテルリゾートベルジャヤ・ランドとまちづく

りという形で、恩納通信所跡地の地主会が複数の事業者の開発のプロポーザルを受けて

検討・審査してきたところで、その後、地主会と開発協定を結んで恩納村が立ち会いの

下、調停を行ったということです。 
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（阪井氏） 

○一番最に話がいったのは地主会のほうですか。 

（恩納村(金城係長)） 

○地主会と恩納村という考え方でよろしいです。 

（阪井氏） 

○ちなみに最初に話を聞かれたときはどんなふうに思いましたか。 

（恩納村(金城係長)） 

○当時、私は担当していないので、詳しい内容は聞いてないのですが、地域の方々から一

部反対の方もいらっしゃるというところで、外資系が入ってきて大丈夫なのかと、村の

ほうに問合せがあったということは確認しています。 

（阪井氏） 

○今日、地主会の方に来ていただいているんですよね。どちらにいらっしゃいますか。地

主会の方に一番初めに話が来たのはすごいびっくりされたんじゃないかなと思うんです

が、そのときの話をお伺いできますか。 

（契約地主会(恩納村 仲松氏)） 

○地主会の事務を担当しています仲松と申します。 

○まず、当初は東京のデベロッパーが来ましたが、リーマンショックで撤退していった。

その後にベルジャヤさんを紹介してもらったという経緯があります。 

○その中でベルジャヤさんが来たときに、本当に大丈夫かなというのもありました。その

ときには1ドル85円前後のときということで、日本の経済も順風満帆ということにはいか

なくて、その辺は不景気な状況でした。 

○その中でベルジャヤさんが手を挙げたということで結構助かったなというのと、大丈夫

かなという不安がよぎりました。そういうことはありました。 

（阪井氏） 

○自分もそうなんですけど、言葉の壁もあるし、日本の企業ではなくて知らないところだ

から怖いというのはあったのかなと思うんですけど、それはなかったんですか。 

（契約地主会(恩納村 仲松氏)） 

○それは感じなかったのですが、いろいろと話の中で、当時は仲介があって、その仲介を

通してベルジャヤさんとの協定にも結び付けましたが、自主的にその仲介を抜けてベル

ジャヤさんと地主会という方法になってきました。 

（阪井氏） 

○最初は日本の企業のように間に入ってやっていたんですね。これは2009年３月から一気

に半月ぐらいで全部やったみたいに書いているけど、そんなことはないですよね。 
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（契約地主会(恩納村 仲松氏)） 

○いや、そんなことはないですね。 

（阪井氏） 

○ですよね。やはり何年かはかかっていると。 

（契約地主会(恩納村 仲松氏)） 

○そうです。平成７年に返還されて、それから10年間はＰＣＢとかいろんな問題があって、

それを乗り越えて今があると感じています。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。もうちょっと不安とかあるのかなと、そこのところはどう取り

除けばいいのかなというのを考えるのかなと思ったんですが、そこら辺はあまり不安は

なくて、100年定借みたいなものもなかなか日本ではないような気がするのですが、そこ

ら辺からして何かびっくりという感じだったのかなと思ったのですけど、その辺はいか

がですか。 

（契約地主会(恩納村 仲松氏)） 

○まず外資系とか日本企業とかに関してはそんなには怖いとか、そういうことはなかった

ですが、実質地主をまとめるのが手いっぱいで。陳社長も言われたとおり、行政の手助

けもあったんですが、まずは土地の取りまとめをやりながら、私たちが土地管理という

ことで、地主さんと交渉して、契約を結んで、その賃貸契約をベルジャヤさんと結んで

いるという状況です。 

（阪井氏） 

○内容もお聞きしたいのですが、もともと85ヘクタールあったところの一部だけ、14、15

ヘクタールぐらいやっているということなんですが、この地主会、エリアマネジメント

の会社は85ヘクタール全部でつくっているんですか。 

（陳氏） 

○そうです。 

（阪井氏） 

○そしたらフォーシーズンズが入るところはある程度お金が出てくると思うんですが、そ

れ以外のところではお金は出てこないけれども、そこら辺はみんなでやる感じですか。 

（陳氏） 

○いろいろ組織があると思いますが、賃貸はみんな平等で同じ書類による契約で行います。

それも地域への貢献、地域が発展して、地域の地主から例えば野菜の購入とか、あるい

はメンテナンスの仕事の発注など、地域の人、今のように地主にも開発の一部になって

もらっています。 

（阪井氏） 

○ただ土地を貸すだけではなくて、いろんな形で関われると。 
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（陳氏） 

○はい。 

（阪井氏） 

○だからエリアマネジメントが関心になっているということなんですね。分かりました。

ありがとうございます。 

○私の関心のことばかり聞いていますけれども、皆さんは大丈夫ですか。もしよかったら

お名前と所属を言っていただいて。 

（那覇市(石嶺室長)） 

○那覇市平和交流・男女参画課・那覇軍港総合対策室の室長をやっています石嶺と申しま

す。 

○大澤先生がお話しされたＯＩＳＴの研究成果を生かして起業する仕組みがあったという

ことですが、僕も産業政策部署ではないので、これが行政としてできるのかどうかが不

安になったのですが、ただ沖縄県の持続可能な振興策はものづくりだろうという認識を

もっています。それについて10ページのほうで、県のプロジェクトで専門家チームが支

援策を選定するというお話をされていたと思うのですが、ここで専門家チームが行政と

関わりがあり、それで行政ができる方策が出てくるのかなと思っていて。そこで専門家

チームはどういった方々で構成されているのか、またはどういった選定の議論がされて

いるのか内容を参考にさせていただきたいので、よろしくお願いいたします。 

（大澤氏） 

○御質問ありがとうございます。検討委員会の座長はコンベンションビューローの下地会

長です。事務局はプライスウォーターハウスクーパースが入っていて、そこは大企業や

外資系企業とよくコンタクトを取っており、横文字も全然問題のない人たちが入ってい

るということです。それから企業経営という観点、彼らはもともと会計事務所なので、

財務的なことや事業計画は基本的に見る目があるということです。 

○検討委員会には何人か人がいて、空港だったので航空政策の専門家の先生とか、沖縄の

名桜大学の林副学長とか、琉球大学の都市計画の専門家の先生等もいらっしゃって、私

もその中の１人に入っていて、宮古島市の副市長、そういう人たちに実際に各企業がプ

レゼンテーションするのです。各社、資料を作って、それを読むのも結構大変なんです

けれども、それを読んで本当にこれが事業の実現性として問題がないのか。 

○例えば資金調達が全くできていない会社は事業ができないんですね。そういうものは早

くから、すみませんけどもお帰りくださいと。本当に事業をやる気があって実現性の高

いところと話を詰めてやっていくというプロセスをとるので、これは別に沖縄県庁にそ

ういう専門家の方がいらっしゃったわけではないので、外部の人たちを入れてやれば十

分できることではないかなと。 

○私もこういうことをやると聞いたときに結構びっくりしたんです。それはちゃんとワー
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クして下地島空港はまだ開発途中ですけれども、いろいろ新しいことが起こっていて、

三菱地所さんが入ることを決めたことが非常に大きくて、彼らは空港を運営しているだ

けではなくて、それこそローズウッドというベルジャヤさんの対抗馬になると思います

が、香港の超富裕層向けホテルも入ってきますし、それの大家さんが三菱地所さんです。 

○なので、三菱地所が空港をつくっただけで終わったらおいしくないじゃないですか。だ

から来てもらうためにはホテルも一緒にやる。ホテルもやって、ホテルのオーナーもや

って、そこにローズウッドのような有名ブランドを連れてきてやってもらえば、そこで

お客さんも増えるから空港ももうかるし、ホテルももうかるという、そういうふうにベ

ルジャヤさんもまちづくりという発想をおっしゃったと思いますが、面で考える。単に

１個のお店をつくるのではなくて、面で回転するような場をつくっていく。それに地元

の方を巻き込んでやっていく発想ができるかどうか。 

○そうなるとある程度資本力がないと難しいと思うんです。そういうことがちゃんとどれ

がいいのかを見定めるような人たちを集めておやりになれば十分できると思います。答

えになったでしょうか。 

（阪井氏） 

○今お聞きいただいたのは那覇市さんですが、県のレベルのほうがいいのか。どのぐらい

のレベルのところでやっていったらいいのかみたいなものはあるんですか。 

（大澤氏） 

○やる気がある人がやったらいいと思います。新田さんからもいろいろ支援するような、

ワンストップでやるような組織をつくったほうがいいというお話があって、私は推進懇

談会に出させていただいた頃からずっとそれを言っているんです。実際に国に対しても

１回結構真面目に言ったことがあって、国のほうもそのときには結構担当の方が、それ

は必要かもしれませんねということで結構動いていただいたのですが、結局、実現しな

かったんですね。 

○那覇市ができるんだったら那覇市が先鞭をつけておやりになれば、全然別に禁じられて

いることでもないと思うので、本当にやる気のある人がやって先例を示して、いい例が

それでできればあとはみんな安心してついていけるということだと思うんですよね。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。組織の話は後でもう少しやりたいと思うのですけれども、ほか

にも外資の方からアプローチを受けて、名指しで言いますが、金武町の方は来られてい

ますか。私が聞いていたのは、ギンバルのところにも結構来られているという話だった

のですが、今はどんな感じですか。 

（金武町(仲間課長)） 

○金武町商工観光課の仲間と申します。 

○金武町ではギンバル訓練場跡地の跡地利用計画を進めています。陳さんもおられますけ

れども、ちょっと関連するところと契約をして今進めてきています。 
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○ただ調整の中で一時ストップしている状況がございまして、今後どういうふうに進めて

いこうかと話し合っている状況ではあります。 

○うちも契約して約10年になります。その間にコロナ禍とか物価高騰とか、いろいろ課題

はありましたけれども、マレーシアに本社がある、当時はディジャヤ・ランド・デベロ

ップメントなんですけれども、今はトロピカーナ・ランド・ディベロップメント社と名

前を変えてやっています。そこと連絡をとりながら進めている状況ですけど、開発も一

部造成までは入ったんですが、その後の動きがまだ進展がない状況ではあります。 

（阪井氏） 

○御苦労されている感じですかね。どの辺に悩んでいますか。せっかくいらっしゃるので

ここら辺で聞いてみるのもありかもしれない。 

（金武町(仲間課長)） 

○違うなと思うのは、陳さんの場合は直接マレーシアから来られた担当ということがあり

ますけれども、金武町の場合は、本社がマレーシアにあるのですが、昨年までは日本人

の方が担当でいました。この方は退職されたので、直接のコンタクトがない状況が課題

です。陳社長が日本に来られて動くのは開発にもつながっているのかなと話を聞いてい

て感じました。 

（阪井氏） 

○やはり人ですかね。何かお話できることはありますか。 

（陳氏） 

○全然会社は別なんです。だから管理もマネジメントも完全に別々で、開発でも考え方も

違うし、開発がどうやって進んでいくか、何を売るか、どういう資本をつくるか、それ

が一番で、資本をつくったらどうやって売れるか、それが完全に一つにまとまらないと、

なかなか進んでいかないと思う。 

（阪井氏） 

○なかなかハードルが高いお答えが出てきましたね。 

○今日、支援事業で恩納村に派遣されているプロジェクトマネージャーの高嶺さんは、ベ

ルジャヤさんが入った後に入られた感じでしたか。 

（恩納村(高嶺プロジェクトマネージャー)） 

○そうです。 

（阪井氏） 

○金武町さんが今悩んでいらっしゃいますが、例えば高嶺さんのようなプロジェクトマネ

ージャーみたいな方がいると、先ほどの日本人の御担当もいらっしゃるのですが、こう

いう陳さんみたいなところと違うところをつないだり、いろいろな手続が大変というこ

とですが、もともと行政のプロの方ですから、いろんなところを知っているということ

でつないでくれたのかなと思ったのですが、そのあたりはつなぎとかを結構された感じ
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ですか。 

（恩納村(高嶺プロジェクトマネージャー)） 

○私が入ったときには協定を交わしていたわけです。最初の頃を見ていると、外資系でも

あるし、開発をこれだけの50ヘクタールをやるということで、地主の皆さんは契約して

いるんですけれども、地域の皆さんとなかなか歩調が合っていない。それで恩納村はど

ちらかというとサポートのような感じで、地主とディベロッパーとの関係だということ

で、行政は行政でやることはちゃんとやりますよと言っているのですが、この３者があ

まりきちんと進んでいなかったところがあります。 

○そのときにベルジャヤさんが出したプランニングに対して、地域の皆さんからいろいろ

なバッシングといいましょうか、というのは計画そのものが非常に大きな計画を出して

いて、今の計画は随分これから変化してきていて、例えば高さにしてもそれから土地利

用にしても随分落ち着いた形に変化してまいっているわけです。 

○それともう一つは、返還された場所の基盤整備がなかなかできていなくて、私が調べた

ところ、メニューがないんですね。いわゆる都市計画区域外で、要するに土地区画整理

事業もできないという、あるいは農水の事業も入れられない。結局、国の補助金が入ら

ないということで、それで申し送りをして20年ぐらいきているわけですね。 

○その中で、なぜこの事業がもう少し具体的に進まないのかということを検証しましたら、

まずメニューの問題と、それからデベロッパーさんが動きやすいような状態を行政はど

うサポートしていくかということだったので、調べたところ、メニューがないというの

は北部振興事業とちょうど一括交付金、これはメニューがないもので使える事業ではな

いかということで、内閣府や県とも相談をして北部振興事業でもって道路を開けたり、

水路を開けたり、それから一括交付金で約20億円の金を投じて基盤整備をやったわけで

す。 

○それによって非常に具体的な方向が見えてきて、ベルジャヤ側もそれに合ったような事

業計画がつくりやすくなったといいましょうか、それでプランが進行してきたわけです。

そういう面では外資系とかではなくて、その跡地に対する地域のコンセンサスは地権者

だけの説得では駄目です。 

○どこでもそうです。那覇市でもいろいろな軍用地の跡地利用の場合には、都市全体のマ

スタープランをきちんと行政側は地域に説明できるような状況を議会も予算を通します

から、そこら辺もきちんとできていないと事業はなかなか進まない。多分コロナとウク

ライナがなければ、この建物は既に完成している状態なんです。そこら辺、足踏みをし

ておりますけれども、３月には起工式を迎える取組になっております。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。この辺は先ほどおっしゃっていたタイムリスクというか、時間

のリスクですよね。高嶺プロジェクトマネージャーみたいな方が行って助かった部分は

結構あった感じですか。 
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（陳氏） 

○当然十分あります。橋わたしをしてもらい、村とコミュニケーションがとれて、それが

地域にもいろいろ、とてもとても感謝します。 

（阪井氏） 

○もしかしたら橋渡しをするところがあると金武町さんが悩んでいるところももう少し前

に進めるのかなと思ったりします。 

○ということで、新田先生からの組織の話で、どのような支援の組織があったらいいのか、

残り10分ぐらいで議論させていただけたらと思います。 

○新田先生の資料では24ページの提案ということで、特に嘉手納以南の６基地に横串を入

れる企業誘致組織の必要性ということで、こういう組織があったほうがいいのではない

かというお話をいただいたのですが、いま一度、お話の中では高嶺プロジェクトマネー

ジャーのような１人の人ということもあるのですが、大澤先生がお話しになっていたよ

うな地域の経済に結びつけていくのであれば、さらに大きな構えみたいなものが必要な

のかなと思うのですが、新田先生はこれに補足みたいなことはありますか。 

（新田氏） 

○特にないのですが、ここの区画整理事業、公共団体施行になるか組合施行になるか、い

ろいろあるとは思いますが、競合する可能性が極めて高いと、要するに嘉手納以南の６

つの基地、特にキンザーと普天間については、かなり長い間、事業に関わる。そうなる

と20年とか25年とか、そういうスパンでもって企業誘致が重なっていくと、弱肉強食で

やったら沖縄県全体で利益が上がらない状態になってしまうわけです。 

○そんなこともあり、外資を誘致するのは極めて大変な仕事だし、企業誘致自身も片手間

でやるような仕事ではないと私はずっと二十何年もやってきた経験があり、それは横串

を入れるようなきちんとした組織をつくったらいいのではないかと、思いつきだけでは

なくて、この20年ぐらいずっと言い続けている話ではあるんです。 

○大規模なキンザーと普天間が動かない状況ではあったのですが、普天間は少し時間がか

かるもしれませんが、キンザーは2024年とか25年に返還すると、これはなかなか難しい

話ですが、そんなに遅れない状態で返ってくる可能性が高い。極端なことを言ったら、

我々の開発の物差しからいうと、今は事業主体が決まって走っていないといけない状況

が私の認識なんです。 

○そんなこともあり、沖縄の大規模な基地については、個々の市町が汗水垂らすのではな

くて、きちんとした組織をつくるべきだというのが昔からの私の持論でございます。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。大澤先生どうぞ。 

（大澤氏） 

○もっと柔軟に考えればいいというか、建付けをちゃんと決めて、法律を通してとかの話
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では考えずに、例えば那覇市であればこれだけの開発の土地があって、こういうコンセ

プトでまちづくりをしたいと思っているというのがしっかりしていれば、そういうこと

を打ち上げただけでそれに関心を持つ人はものすごいたくさんいると思うんです。 

○そういう人たちが関与してくれるということ、それだったらうちからは優秀な人を１人

出すからこれを使っていいよと、プロジェクトマネジメントオフィスみたいなものなん

ですよね。プロジェクトマネジメントオフィスにいろんな人が集まってくる。いろんな

バックグラウンドを持った人たちが集まってくるということは、当然その人たちの後ろ

にいる会社の情報とか、その人たちのネットワークの情報も入ってくるので、一挙にそ

こに知恵とか情報が集まってくるんですよ。 

○そういうつくり方をして、とにかくきちんとコンセプトさえ決めて、最終的には市町村

もサポートするということをコミットして、あとはいろいろな金融の専門家や会計の専

門家、税務の専門家。あと外資系が出てきたら当然、海外法務という難しい専門家が必

要な領域ですから、そういう弁護士事務所もプロボノで無料で人を出してくると思いま

す。そういうところに関与していたほうが絶対に得なわけです。いずれそこで商売がで

きるという考え方を大手の企業は必ずすると思います。中小の企業ではそれは難しいと

思いますが、大手のしかも外資系の企業であれば必ずそういう発想をするので、そうい

うものをどんどんお使いになっておやりになれば、そんなに難しいことではないと言う

とややいい加減に聞こえるかもしれないのですが、できることだと思います。 

○海外のまちづくりとか再開発というのは大体プロジェクトマネジメントオフィスみたい

なものがあって、そこに金融、財務、いろんな専門家の人たちが集まってやるというこ

となので、国がやってくれないんだったら各市町村で、あるいは市町村の方々がみんな

で協働してそれをやるとか、いろんなやり方が、いろんな人たちがいろんなところでつ

くってもしょうがないので、県がまとめるのか、あるいは那覇市さんがおまとめになる

のか、そういうような形でやっていかかればすごくいいと思うんです。私見ですけれど

も。 

（阪井氏） 

○今お聞きしていて、最初の一歩はどうやって動くんだろうというのがなかなか見えづら

いところがあると思います。沖縄県さんはいらっしゃいますか。 

○こういうお話は市町村さんは、先ほどの金武町さんも那覇市さんもそうですが、市町村

だけではなかなかやりづらいところもありますし、新田さんがおっしゃったように200ヘ

クタールというすごい大きなものがこれからどんどん出てきて競合してしまうと、県が

そこは音頭をとるというか、せっかく宮古でもされているのであれば、こういうところ

でやるみたいなことはあるのでしょうか。 

（沖縄県(池村跡地利用推進監)） 

○沖縄県は、平成25年に「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」を県と関係の６市

町村で策定しております。それは先ほどから話がありますように、これまでの跡地利用

は商業を中心としたまちづくりであったということの反省を踏まえまして、役割と機能
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を分担した、要するに競合しないような開発にしましょうということで関係６市町村も

含めて広域構想をつくっております。 

○県としましては、広域構想を反映した各市町村の跡地利用計画が策定できるように連携

して取り組む立場でありますので、本来ならば横串で刺したような全体で考える、今は

構想ですけれども、計画がそこまで進めば一番理想になるとは思うのですけれども、現

段階ではまちづくりについては市町村がメインになるということで進めておりますの

で、県としましたらそこら辺の話があれば、広域構想が計画につながっていけるように

支援なり何なりしていければなと思っています。以上です。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。なかなかお答えづらいところもあったかなと思うのですけれど

も、構想が確かにあるので、先ほど一番難しいなと思ったのはコンセプトがあって、そ

のコンセプトを掲げれば人が寄ってくるということで、このコンセプトをつくるのがむ

ちゃくちゃ大変ではないかと思っているんです。際立ったというか、競合、南部広域圏

の構想の中でもいろいろ役員分担とは言いながら、その役員分担の中でコンセプトをつ

くって、それこそ陳先生もコンセプトがなければ駄目だよとおっしゃっていて、このコ

ンセプトをつくるのがむちゃくちゃ大変だと思っていて、そこをサポートするようなと

ころも必要なのかなと思うんです。 

○今の構想は大きな構想だけれども、それを実際にこの土地に落としていったときのコン

セプトメイキングはすごく難しいので、そこからサポートするような話であったらいい

のかなと思いました。 

○本当はもうちょっと時間があったら陳先生とかにもこういう組織があったほうがいいよ

とか、京都の事例とか、どんな組織でどんなふうに動かれたのか、本当はお聞きしたか

ったのですが、時間がないのでまたの機会にぜひ勉強させていただきたいと思います。 

○今日のお話を聞いて、恩納村の地主会の方があまり外資は怖くなかったよとおっしゃっ

ていただいたので、あ、大丈夫だったんだと思いながら、これから先の未来は明るいな

と思いつつ、大澤先生が話をされていたような10年後とか20年後とか、これから開発す

るとそのぐらいの時期になるので、去年から少子化、人口減少にも入ってきているので、

10年後も20年後も見据えた開発が皆さんとできればいいなと思います。 

○慌ただしい話になってしまったので申し訳ないのですが、これで意見交換を終わらせて

いただきます。 
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８ 《参考》第２回跡地利用推進セミナーに対するアンケート結果 

第 2 回跡地利用推進セミナーに対する出席者の意見・要望等を把握するため、全出席

者に対してアンケートを実施した。 
質問項目は次のとおり。 
 

Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活か

していきたいと思いますか。 

Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょうか。 

Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、企業誘致に対して感じている印象や期待、または不

安に感じていることをご記入ください。 

 
 
Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

 
 

(自由意見) 

①大変参考になった, 

67%

②まあまあ参考になっ

た, 27%
③普通, 7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

・３つのセミナー、本当にきいてて勉強になったし、みなさんいろんな経験をつんで

いて興味深くきいていました。 

・企業誘致の話を伺う機会はあまりないので、話を伺うことができてよかった。 

・行政の取り組むべき方向性を示してくれた、示唆に富んだセミナーであったと思い

ます。 

・跡地利用推進セミナーは、今後も続けてもらいたい。 

・見て、聞いて、分かりやすいセミナーでした。今後とも、このようなセミナー開催

を願いたい。 

・企業誘致のやり方や誘致結果等参考になりました。沖縄が注目すべき二つのグロー

バル需要の話しが参考になりました。 

・行政として、どういうかたちで、コンテンツ制作、組織的育成、資格制度・登録期

間、企業誘致組織の実現化に関わることができるかを考えるきっかけとなりました。

ありがとうございました。 

回答 15
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Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

 
Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活かし

ていきたいと思いますか。 

・外資企業の話を聞けた事。 

・具体的な誘致活動のやり方。 

・新田先生の提案している、市町村役場職員が不慣れな外資系企業の誘致から開放

し、これを一手に引き受けるプロ組織を組成するというのを県がして欲しい。 

・企業誘致の話を伺うことで、具体的に想像できてよかった。 

・企業誘致のやり方（プロ等が細かく説明して頂いたのが良かった。） 

・大規模な跡地利用の企業誘致に横串を入れる組織が必要だということに共感。 

・グローバルな視点が沖縄に向くような仕組みづくりが大事だとわかった。 

・企業誘致について長年携わってきた経験豊富な講師の話を聞けたところが良かったで

す。 

・企業誘致の手法、考え方 

・富裕層を呼び込むための講義について大変勉強になった。 

・企業誘致の具体的な事例（特に新田様）や手法、効果的だった広報の話など、参考に

なる話が多かったです。 

・グローバル性が大事だと感じた。 

・スライドの見やすさ、聞きやすさ、セミナー説明のわかりやすさ、とても良かったで

す。 

・上物整備・企業誘致を含め、そこをみすえたコンセプト、ニーズ、ターゲットの設定

を前提にすべきことを改めて体系的に理解できた。ありがとうございます。 

・講義では、大澤様より、グローバル需要を取り込むために、インバウンド向けコンテ

ンツ制作や人材育成が必要であることが分かった。また新田様より、企業誘致のやり

方を事例を踏まえて説明いただき分かりやすかった。 

・企業誘致のやり方を学んだので、活かしていきたい。 

・活かせるかは分からないですが、情報をインプットできて良かったです。 

・企業誘致の考え方については参考になった。 

・企業誘致を行政としてどう進めていくか考える資料として活かしていきたい。 

・他市町村との連携という話もあったのですが、庁内で関わる課、部署の連携が課題

だと感じたので、どのような取り組みが必要か、今後考えていきたいと思います。 

・事例を中心としたセミナー開催の実施。 

・今後、セミナーで学んだ事を、現場などに発生時、見習い、見直しながら活かして

いきたいと思います。 

・国内外・グローバル需要・トレンドをつかみとるためにも、企業誘致を一手に引き

受ける専門のプロ組織の必要性について、特に立地優位性が高いとはいえない普天

間飛行場は、インフラ整備とセットで取り組めるよう、今後の跡地利用に活かした

い。 
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Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょうか。 

  

 

32%

17%

7%

2%

7%

7%

7%

10%

2%

7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

先行取得事業

跡地利用計画の作成

地権者の組織化（機運向上）

返還通知後の取組み

環境影響評価の実施

地区内への立入調査

支障除去措置

埋蔵文化財調査

給付金制度

上記以外

返
還

前
返

還
時

返
還

後

そ
の 他

・跡地利用計画の検討にあたり、絵にかいた餅にならないように、企業サウンディン

グ調査など実現可能性とセットで検討していきたいと考える。 

（上記以外のテーマの要望） 

・企業誘致 

・返還前の埋蔵文化財調査 

※特に優先度が高い項目について具体的な課題・問題を教えてください 

・企業誘致について課題の調整ができるといいと思いました。 

・来てほしい会社・業種が来てくれるか。 

・企業誘致の財源確保 

・先行取得が申し出制で思うように成果があがらない。 

・返還時期が決まらないことや立入調査が出来ないことで、跡地利用計画の策定が進ま

ない。 

・返還まで 10 年以上ある中、立入調査など米側との調整等、必要な手続、取り組みを整

理していきたい。 

・跡地地主会にも補助金を工面してもらいたい。民間活力だけでは対応できない。 

・コンセプト・ニーズ・ターゲット等の企業誘致（上物等）を考えた「跡地利用計画の

作成」のあり方などが、具体的に知りたいと感じました。 

 

 

 

回答数 32 
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Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、企業誘致に対して感じている印象や期待、または不

安に感じていることをご記入ください 

 

 

・企業誘致について話を伺うことで、大変さを実感した。 

・行政の立場でどのように取り組めば企業誘致が成功するのか、実現可能性について不

安がある。 

・誘致される企業は、どのような条件、優遇策があれば効果的なのか、今後も情報をい

ただけたらと思いました。地主のみならず、庁内の機運向上も難しいと感じています。 

・外資系及び日本企業については、やる気があれば、どこでもかまわないと感じている。 

・跡地利用地主会の委員なのですが、現地が少しずつ進行はしてきているのですが、ホ

テル着工にまだ追い着かず、いつになるのやら不安などもありますが、このセミナー

を学びつつ、参考しつつ、提案など出しつつ活かして行きたいと思います。 

・コンテンツ・組織化などは国家戦略で行う必要性を感じました。 

・返還時期が見通せない中で、企業誘致等を深く踏み込んで行うことができない。 



  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第第７７章章    

アドバイザー等専門家の派遣等  
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第７章 アドバイザー等専門家の派遣等 

７-１ アドバイザー派遣 

１ 読谷村への派遣 

(1) 読谷村からの要請内容 

大湾アガリヌウガン遺跡は、当初読谷村大湾東土地区画整理事業区域に含まれてい

たが、遺跡の重要性から事業区域から除外し、文化財保護部局による史跡保存整備事

業が求められ「大湾アガリヌウガン遺跡調査検討会議」を立ち上げ、令和2年 2月 7日

に行われた同会議において、比謝川・長田川流域グスク群（アガリヌウガン遺跡とウ

フグシク、メーダグシク）との関連性の調査検討の必要が指摘され、引き続き調査を

実施している。 

令和 5 年度には同遺跡を村指定文化財として登録する予定で調整を進めており、今

後、同遺跡を歴史公園として保存活用していく計画がある中で、ＡＲ等の電子機器を

活用することで遺跡へのダメージを少なく、当時の様子を楽しく学ぶことが出来るよ

うにしたいと考えていることから、遺跡関係・デジタル事業に精通したアドバイザー

の派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

株式会社ＮＴＴドコモ クロステック開発部 複合価値創出担当 
担当課長 安部 孝太郎 氏 
 

(3) 派遣日 

令和 5 年 10 月 3 日（火）～令和 6 年 1 月 25 日（木）の間で 3 回派遣 

 

(4) 派遣概要 

読谷村に存する世界遺産の活用も含めた歴史公園としての活用方法等について、Ａ

Ｒ等を活用した事例紹介、人口動態把握技術の紹介等について、勉強会を開催し、ア

ドバイス等を行った。 

 

 

２ 北中城村への派遣 

(1) 北中城村からの要請内容 
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北中城村では、2024 年度（令和 6 年度）以降に返還予定とされる区域が２か所あり

それぞれ以下の課題がある。 

・ロウワー・プラザ住宅地区は、既に返還されたサウスプラザ地区を含めて沖縄市

と協働で一体的な跡地利用に向けた取り組みを行っている。当地区は異なる都市

計画区域、行政界に跨って位置していることなど、多くの課題が残っている。 

・喜舎場住宅地区は、スマートインターチェンジの機能向上を目的に返還予定区域

の範囲にとらわれない形でフルインター化を目指し、返還予定区域の範囲拡張を

沖縄防衛局と調整を行ってきた。返還時期が近づく中、返還予定区域の範囲が変

更されなかった場合を想定した跡地利用計画の策定を行う必要があり、土地利用

の可能な範囲（約３.6ha）でスマートインターチェンジの機能向上や残地の活用

が課題として残っている。 

以上のことから、円滑な跡地利用を図るために返還前の早い段階から多岐に渡る関

係機関との調整を進め、それら関係機関との調整には跡地利用に関する幅広く専門的

な知識を要することから、駐留軍用地跡地利用の推進に実績のある専門家よりアドバ

イスの派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

浦添市 跡地未来課  
下地 節於 氏 
 

(3) 派遣日 

令和 5 年 11 月 14 日（火）～令和 6 年 2 月 27 日（火）の間で 7 回派遣 

 

(4) 派遣概要 

喜舎場住宅地区における土地区画整理事業や都市計画事業の視点を行政の立場・目

線からのアドバイス及び意見交換、関係機関との協議等を行った。 

 
 

３ 宜野湾市への派遣（１） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

統合計画に示される今後返還予定の駐留軍用地のうち、大規模なまとまりで返還が

予定される「普天間飛行場（宜野湾市）約 476ha/2022 年度又はその後」、「牧港補給地

区（浦添市）約 274ha/2024・2025 年度又はその後」については、沖縄振興への寄与

や大規模プロジェクトの可能性を鑑みると、国、県、市の連携や役割分担等がより重

要であるものと考えられることから、現時点の各取組状況や大規模跡地ゆえの課題等

を共有・確認し、今後の取組等につなげていくものとして令和 5 年度に合同勉強会

（国、県、宜野湾市、浦添市）を開催している。 



第７章 アドバイザー等専門家の派遣等 

297 

今回、合同勉強会にまちづくりの専門家を講師として迎え、さまざまな意見を伺い

ながら、現時点の各取組状況や大規模跡地ゆえの課題等を共有・確認し、更なる知識

やノウハウの習得に取り組みたいことから、アドバイザーの派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

那覇新都心株式会社 
顧問 新田 進 氏 
 

(3) 派遣日 

令和 5 年 9 月 5 日（火） 

 

(4) 派遣概要 

合同勉強会（国、県、宜野湾市、浦添市）において、「大規模跡地の施行者をどう考

えるか」と題して講義を行い、出席者による質疑応答や意見交換を行った。 

 
 

４ 宜野湾市への派遣（２） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

統合計画に示される今後返還予定の駐留軍用地のうち、大規模なまとまりで返還が

予定される「普天間飛行場（宜野湾市）約 476ha/2022 年度又はその後」、「牧港補給地

区（浦添市）約 274ha/2024・2025 年度又はその後」については、沖縄振興への寄与

や大規模プロジェクトの可能性を鑑みると、国、県、市の連携や役割分担等がより重

要であるものと考えられることから、令和 5 年度に合同勉強会（国、県、宜野湾市、

浦添市）を開催し、現時点の各取組状況や大規模跡地ゆえの課題等を共有・確認し、

今後の取組等につなげていくものとして取り組んでいる。 

ついては、本勉強会の取組みにあたり、まちづくりの専門家にヒアリングを行い、

更なる知識やノウハウの習得に取り組みたいことから、アドバイザーの派遣を要請す

る。 

 
(2) アドバイザー 

駐留軍用地跡地利用プロジェクト・マネージャー 
武 米治郎 氏 
 

(3) 派遣日 

令和 5 年 10 月 3 日（火） 
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(4) 派遣概要 

普天間飛行場等の組織づくりや施行者に関する課題解決に向け、現在の地権者組織

の活動内容の整理、今後の地権者組織のあり方、大規模跡地ゆえの課題の抽出等につ

いてアドバイス及び意見交換を行った。 

 
 

５ 浦添市への派遣 

(1) 浦添市からの要請内容 

浦添市では、牧港補給地区跡地利用計画の策定に向けたチームまきほ 21 の勉強会を

３回程度開催する予定であるが、民港形状の変更及び軍港の移設位置や形状の発表等、

新たなる条件や今後の課題を整理しながら、まちづくりに関する知見を深める必要が

ある。 

今回勉強会を開催するにあたり、講演会等で知識をインプットするだけでなく、習

得した知識を基にチーム内でディスカッションをする等のアウトプットの場を加える

ことで、知見を深めつつ、跡地利用に対する自主性を高めていく必要があることから、

ファシリテーターとしての専門家の派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

沖縄持続的発展研究所 
所長 真喜屋 美樹 氏 
 

(3) 派遣日 

令和 5 年 7 月 26 日（水） 

 

(4) 派遣概要 

牧港補給地区跡地利用計画の策定に向けた若手組織「チームまきほ 21」の勉強会に

おいて、出席者によるディスカッションの際のファシリテーターを行った。 
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７-２ コンサルタント派遣 

１ 北中城村への派遣 

(1) 北中城村からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）の返還時期は 2024 年度（令和 6 年度）

とされており、返還時期が近づいている状況であるが、平成 18 年に返還が見送られた

ことで地権者会の活動が休止となり、それから 10 年以上が経過し、地権者のまちづく

りに対する意識低下や世代交代によって、跡地利用に関する取組みの周知不足などが懸

念されていたところ、令和 3 年 7 月に、沖縄市・北中城村の地主会を中心に地権者会が

設立され、地権者のまちづくりに対する機運が高まってきている。 

そこで、組合設立準備会の結成（令和 6 年度目標）に向けた取り組みを支援すること

で、本地区で想定している地権者主導のまちづくりを推進し、円滑な跡地利用に向けて

取り組みたいことから、コンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社オオバ 沖縄支店 

 

(3) 派遣期間 

令和 5 年 8 月 1 日～令和 6 年 2 月 29 日 

 
(4) 派遣概要 

ロウワー・プラザ住宅地区において令和 3 年 7 月に地権者会が設立され、地権者のま

ちづくりに関する機運が高まっている中、地権者主導のまちづくりを推進し、組合設立

準備会の結成に受けた活動支援として、勉強会の開催及びまちづくりニュースの作成等

を実施した。 

 

 

２ 宜野湾市への派遣（１） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）は、平成 26 年 1 月 17 日に跡地利用推進法によ

る唯一の「拠点返還地」の指定を受け、返還後において広域的な見地から、沖縄県の自

立的な発展が期待できる地域であると国から示された。 

本地区の跡地利用計画は、平成 27 年 7 月に跡地利用計画が庁議決定され、その核と

なる医療拠点ゾーンについては、国主導のもと、西普天間住宅地区における国際医療拠

点の形成に関する協議会が開催されるなど、「拠点返還地」の跡地利用について計画が
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進められているところである。 

令和 2 年度から土地区画整理事業の造成工事や、琉球大学医学部、大学病院等の移転

工事に着手、令和 3 年度にはアクセス道路の工事に着手し、事業完了予定の令和 9 年度

までの映像を撮影することで、沖縄健康医療拠点が形成されていく様子を具体的にイメ

ージしやすいよう記録に残したい。 

そこで、沖縄健康医療拠点が形成されていく過程の映像を活用し、後に返還される駐

留軍用地の跡地利用の参考になる資料を作成したいため、コンサルタントの派遣を要請

する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社シネマ沖縄 
 

(3) 派遣期間 

令和 5 年 5 月 1 日～令和 6 年 2 月 29 日 

 
(4) 派遣概要 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）において、令和 2 年度から着手している土地区

画整理事業の造成工事や道路等の築造工事、琉球大学医学部及び大学病院等の移転工事

の状況も含め、沖縄健康医療拠点が形成されていく過程について撮影を実施した。 

 
 

３ 宜野湾市への派遣（２） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）は、平成 26 年 1 月 17 日に跡地利用推進法によ

る唯一の「拠点返還地」の指定を受け、返還後において広域的な見地から、沖縄県の自

立的な発展が期待できる地域であると国から示された。 

本地区の跡地利用計画は、平成 27 年 7 月に跡地利用計画が庁議決定され、その核と

なる医療拠点ゾーンについては、国主導のもと、西普天間住宅地区における国際医療拠

点の形成に関する協議会が開催されるなど、「拠点返還地」の跡地利用について計画が

進められているところである。 

令和 2 年度から土地区画整理事業の造成工事や、琉球大学医学部、大学病院等の移転

工事に着手、令和 3 年度にはアクセス道路の工事に着手しており、本地区における工事

の様子や進捗状況を情報発信し、整備中から本地区への興味・関心を高め、地権者が土

地利用の準備を早い段階から行うことにより、円滑な土地利用を推進すると同時に周辺

住民に対しては工事の様子や進捗状況を情報発信することにより宜野湾市におけるまち

づくりへの取り組みに対する関心を高め、ひいては、今後の跡地利用等に対する市民の

積極的参加を促す効果も期待している。 
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そこで、昨年度及び今年度の西普天間住宅地区返還跡地映像記録撮影業務において撮

影した映像に、音楽、ナレーション、テロップを加えた動画の作成し、後に返還される

駐留軍用地の跡地利用の参考になる資料を作成したいため、コンサルタントの派遣を要

請する。 
 

(2) 派遣コンサルタント 

株式会社シネマ沖縄 
 

(3) 派遣期間 

令和 5 年 5 月 1 日～令和 6 年 2 月 29 日 

 
(4) 派遣概要 

昨年度及び今年度の返還跡地映像記録撮影業務において撮影した映像に、音楽、ナレ

ーション、テロップを加えた動画の作成を実施した。 

 

 

４ 宜野湾市への派遣（３） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

普天間飛行場において令和 4 年 7 月策定・公表の「全体計画の中間とりまとめ（第２

回）」の計画内容の具体化にあたり、１０年間の行程計画案などを踏まえ、跡地利用計

画の実現に必要な「周辺市街地整備との連携」に向けての、基礎調査・資料作成(既存

資料の整理、計画構想道路の現況整理、計画構想道路の整備課題整理等)を行いたいこ

とから、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 
 

(3) 派遣期間 

令和 5 年 6 月 7 日～令和 5 年 11 月 30 日 

 
(4) 派遣概要 

普天間飛行場周辺市街地の道路網の見直し検討の基礎資料として、既存資料の整理、

計画構想道路の現況整理及び整備課題の整理等を実施した。 
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５ 宜野湾市への派遣（４） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

普天間飛行場において令和 4 年 7 月策定・公表の「全体計画の中間とりまとめ（第２

回）」の計画内容の具体化にあたり、１０年間の行程計画案などを踏まえ、跡地利用計

画の実現に必要な「地権者の組織づくり等の促進」に向けての、基礎調査・資料作成

(組織の立場、役割の整理、先進地区（那覇新都心等）の事例整理、組織づくりの在り

方整理等)を行いたいことから、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 

 

(3) 派遣期間 

令和 5 年 6 月 7 日～令和 5 年 11 月 30 日 

 
(4) 派遣概要 

普天間飛行場の地権者組織づくりに向けた基礎調査として、普天間飛行場まちづくり

推進組織の立場・役割の整理、先進地区の事例整理、まちづくり推進組織づくりに向け

た課題整理等を実施した。 
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７-３ プロジェクト・マネージャー派遣 

１ 恩納村への派遣 

(1) 恩納村からの要請内容 

恩納通信所跡地は、平成 28 年度からプロジェクト・マネージャーの派遣を受け、跡

地への村道計画やタウンマネジメント等、事業への関わり方・進め方の専門的なアドバ

イスを頂いている。 

また、プロジェクト・マネージャーの協力のもと、「観光リゾートを核として多くの

人が集まり、とどまり、交流することができる場所」をサブタイトルとして「リゾー

ト・コミュニティ・ビレッジ」をキャッチコピーとした新たな基本構想を策定したこと

により、跡地だけでなく地域のまちづくりとして跡地を位置づけたことで、跡地の開発

について住民への理解が深まったように感じられる。 

本地区においては、基盤整備の一環として一括交付金を活用し、勢高排水路改修工事、

村道勢高 1 号線整備事業が、また、北部振興事業を活用し、村道勢高 2 号線整備事業が

令和 3 年度に完了している。 

さらなる基盤整備の一環として、今後開発されるリゾートホテル計画や勢高 2 号線に

つながる生活軸となる住宅エリア内の地域住民及び恩納通信所返還跡地地主会で構成す

る（仮称）恩納通信所返還跡地利用推進検討委員会の組織づくりを行い、地域主導型の

跡地利用を推進していく必要がある。 

以上のことから、本地区の地域づくり、まちづくりとしての開発が円滑に進むよう、

プロジェクト・マネージャーの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

恩納村企画課 
 
(3) 派遣者名 

高嶺 晃 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 14 日 

 

(5) 派遣概要 

昨年度に引き続き、恩納通信所跡地に計画されている「恩納通信所跡地リゾート計画」

及び隣接する万座毛周辺の整備を含めた村の施策について、派遣先である恩納村役場内

各部署との調整、リゾート計画推進に向けた関係機関や地主会、開発事業者等との対外

的な各種調整、跡地利用計画及び地権者合意形成への助言等を実施した。 
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２ 沖縄市への派遣 

(1) 沖縄市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）の返還予定時期は 2024 年度（令和 6

年度）とされ、返還時期が近付いている状況であり、既に返還されたサウスプラザ地区

を含めて一体的な跡地利用に向けた取り組みを行っているところである。 

また、当地区は異なる都市計画区域、行政界に跨って位置していることや、返還が不

透明な道路があるなど、多くの課題があることから、多岐に渡る関係機関との調整を進

めながら、跡地利用計画や整備スケジュールの検討、地権者の合意形成を行う必要があ

ることから、駐留軍用地跡地利用の推進に実績のあるプロジェクト・マネージャーの派

遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

沖縄市都市整備室（都市計画担当） 
 
(3) 派遣者名 

武 米治郎 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 14 日 

 

(5) 派遣概要 

多くの課題解決に向け、派遣先である沖縄市を始め、一体的跡地利用に向けた取り組

みを行っている北中城村との調整、沖縄防衛局や地権者会等との対外的な各種調整、跡

地利用計画及び地権者合意形成への助言等を実施した。 

 

 

３ 宜野湾市への派遣 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

本市の跡地利用に係る文化財調査は、平成 25 年度から継続しているキャンプ瑞慶覧

（西普天間住宅地区）の予備調査や緊急発掘調査のほか、令和５年度から普天間飛行場

内の予備調査の再開、キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・ コリドー地区）の文化財

保存整備事業を計画している。  

西普天間住宅地区において令和 5 年度に計画している緊急発掘調査予定地では、沖縄



第７章 アドバイザー等専門家の派遣等 

305 

県が実施した過年度の試掘・確認調査にて、グスク時代の集落跡の一部が比較的保存状

態の良い状態で確認されており、この時代の集落構造の一端を知る上で重要な調査にな

ると思われ、その立地から喜友名グスクとの関係が取りざたされるが、グスクと集落の

関係が分かる遺跡は、市内では未確認であることから、今後、喜友名グスクを評価する

ためにも難しい調査が予測され、文化財整備・活用事業では、令和６～８年度にかけて

喜友名グスクや新城上殿遺跡、湧水群の基本設計を予定しており、中でも、これまでの

継続的な試掘調査でも確認できていない湧泉があり、場所の特定が喫緊の課題となって

いる。また、歴史の道を軸としたこれら文化財を本市の財産として活用する上で、県内

外に広い知見を持った柔軟な考えが求められている。  

また、普天間飛行場の予備調査については、西普天間住宅地区や市道宜野湾 11 号の

工事に係る調査を優先したため、約 10 年停滞しており、早急に調査を再開する必要が

あり、現在、基地への立ち入りを申請しているところである。今後、普天間飛行場の予

備調査を再開する上で、スピード感をもった調査が求められるため、現状の調査体制で

各遺跡の範囲の確定や新規遺跡の有無とその範囲の確認を早急に進めるために、まずは

効率的な調査エリアの絞り込みや、効果的なトレンチの設定が重要と考えているが、普

天間飛行場の調査は大規模になるため調査体制（パーティー）の拡充が必要だが、現状

では予算に限界があるため、現体制で効率良く、効果的な調査を行う必要がある。  

これらの課題を解決し、円滑に事業を推進するために、豊富な知識と経験を持つプロ

ジェクト・マネージャーに助言や指導を仰ぎたいことから、西普天間住宅地区の文化財

調査に実績のあるプロジェクト・マネージャーの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

宜野湾市教育委員会 文化課 
 
(3) 派遣者名 

特定非営利活動法人平安京調査会 理事長 辻 純一 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和 5 年 6 月 1 日～令和 6 年 2 月 29 日 

 

(5) 派遣概要 

西普天間住宅地区における緊急発掘調査・試掘調査の指導、今後の文化財保存整備事

業についての助言、普天間飛行場における今後の調査方法や実施スケジュールについて

の助言、インダストリアル・コリドー地区における予備調査や文化財保存整備事業につ

いての助言及び関連する会議への出席等を実施した。 
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第８章 広報誌の発行 

８-１ 広報誌「まちプランナー」 

１ 広報誌発行の目的 

関係市町村担当者及び地権者を対象に、跡地利用の機運向上に資するべく、関係機関

と連携し、広報誌の発行（過去に跡地利用開発に携わってきた有識者へのインタビュー、

図絵を使った説明等）や情報提供等を目的に広報誌を発行した。 

 

２ 広報誌の構成 

広報誌の構成としては以下の通り。 
 

＜誌面構成＞ 
１．表紙、裏表紙（在沖縄米軍の施設・区域及び返還施設の位置図） 
２．導入（案内文、目次） 
３．特集「多和田 功氏インタビュー」 

「大屋 祐輔氏インタビュー」 
「宮城 政司氏インタビュー」 

４．跡地利用の事例紹介（キャンプ桑江北側地区） 
５．漫画でわかる駐留軍用地跡地のまちづくり（テーマ：土地の価値を高める） 
６．沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置法

（跡地利用特措法）の概要 
７．県内の返還跡地・返還合意施設等 

 

３ 有識者インタビューの実施 

２つの特集について、有識者へインタビューを実施し、インタビュー結果を広報誌面

に反映した。 
特集１つ目は、土地区画整理事業による工事が進捗している西普天間住宅地区跡地に

ついて、関係者の宜野湾市基地政策部長の多和田功氏及び琉球大学理事・副学長、病院

長の大屋祐輔氏にインタビューを実施した。 
特集２つ目は、牧港補給地区の今後の跡地利用について、浦添市軍用地等地主会の若

手組織として勉強会や事業化に向けた合意形成等に取組まれているチームまきほ 21 委

員長の宮城政司氏にインタビューを実施した。 

実施概要は以下の通り。 
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(1) 多和田 功氏インタビュー 

 実施日：令和５年 10 月 24 日（火） 

 場所 ：宜野湾市役所 基地政策部長室 

 参加者：沖縄総合事務局跡地利用対策課、日本工営都市空間㈱、㈱宣伝 
 
(2) 大屋 祐輔氏インタビュー 

 実施日：令和５年 10 月 23 日（月） 

 場所 ：琉球大学病院 病院長室 

 参加者：沖縄総合事務局跡地利用対策課、日本工営都市空間㈱、㈱宣伝 
 
(3) 宮城 政司氏インタビュー 

 実施日：令和５年 10 月 27 日（金） 

 場所 ：浦添市字小湾郷友会（小湾自治会館 3 階） 

 参加者：沖縄総合事務局跡地利用対策課、日本工営都市空間㈱、㈱宣伝 
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第９章 その他の支援事業 

９-１ 広報普及活動 

１ 跡地利用の推進（パンフレット）の更新 

跡地利用の実現に向けた取組を広く周知するため、「跡地利用の推進（パンフレット）」

を更新した。 

 

２ 跡地カルテの更新 

年 2 回実施している跡地関係市町村個別ヒアリングを踏まえて作成されている「跡地

カルテ」を更新した。 

「跡地カルテ」は 12 市町村を個別訪問しそのヒアリング結果と、一部の市町村につ

いてはオンラインによるヒアリングと書面等での確認結果を基に更新した。 

 

３ 関係機関への情報提供 

令和 5 年度に行った「推進懇談会」、「個別会議」、「推進セミナー」及び「広報活動」

の各活動の他、アドバイザー、コンサルタント、プロジェクト・マネージャーの専門家

等の派遣状況といった情報を、沖縄総合事務局跡地利用対策課のホームページ

（http://atochi.ogb.go.jp/）にて公開するため、「ホームページコンテンツ」を更新

した。 

 

http://atochi.ogb.go.jp/
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９-２ 関係情報の整理 

駐留軍用地の跡地利用に関係する関係資料等として、令和 5 年度の沖縄振興特別推進

交付金（一括交付金）による跡地関係調査の実績を整理した。 

 
番号 

交付対象事業等の

名称 
交付対象事業等の概要  

1 大規模駐留軍用地

跡地利用推進費 

普天間飛行場等駐留軍用地跡地の円滑な利用を図るた

め、返還前の早期の段階で跡地利用計画の策定等に向けた

調査・検討を行う。 

沖縄県 

2 普天間飛行場跡地

利用計画策定事業

（地権者意向調査） 

普天間飛行場の跡地利用推進のため、関係地権者や市民

の合意形成に向け、情報提供や意向把握等の調査を行う。

また、市民によって構成される「ＮＢミーティング」や若

手地権者等によって構成される「若手の会」の活動を支援

し、合意形成についての取り組みを行う。 

宜野湾市 

3 普天間飛行場跡地

利用計画策定事業

（共同調査） 

宜野湾市と沖縄県が平成 19 年 5 月に策定した「行動計

画」に基づき、跡地利用の骨格に係る分野別計画の検討と、

市民・県民・地権者等に対して情報発信を行い、普天間飛

行場跡地利用計画に反映させる。 

沖縄県 

宜野湾市 

4 宜野湾市基地返還

跡地転用推進基金

事業 

駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進するため、

基金を造成し、土地の先行取得に取り組む。 

宜野湾市 

5 浦添市特定駐留軍

用地等内土地取得

事業 

駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用を推進するため、

牧港補給地区の土地の先行取得を実施するための基金を

造成する。 

浦添市 

6 キャンプ瑞慶覧返

還地区等跡地利用

推進事業 

キャンプ瑞慶覧ロウワー・プラザ住宅地区の跡地利用を

推進するため、跡地利用整備計画（案）の作成を行う。 

沖縄市 

7 瀬名波通信施設跡

地（非農用地部分）

実施設計策定事業 

瀬名波通信施設跡地の土地利用を促進するため、非農用

地部分の実施設計を行う。 

読谷村 

8 第 3 次読谷補助飛

行場跡地村民セン

ター地区跡地利用

基本計画策定事業 

「第2次読谷補助飛行場跡地村民センター地区跡地利用

基本計画」を踏まえ、改めて整備施設の規模・配置を明ら

かにし、村民センター地区全体の土地利用を確定するため

の基本計画を策定する。 

読谷村 

9 跡地利用推進事業 今後返還が予定される駐留軍用地の有効かつ適切な跡

地利用計画策定に向けた跡地利用推進調査及び説明会等

を実施する。 

北谷町 

10 

 

北谷城跡活用推進

事業 

駐留軍用地跡地に所在する国指定史跡「北谷城跡」の公

開活用を促進するため、課題の整理や各種調査を実施す

る。 

北谷町 

11 キャンプ瑞慶覧特

定駐留軍用地推進

基金事業 

キャンプ瑞慶覧ロウワー・プラザ住宅地区の跡地利用を

促進するため、これまで積立てた基金を活用し、公有地の

先行取得を行う。 

北中城村 

12 キャンプ瑞慶覧返

還地区等跡地利用

推進事業 

キャンプ瑞慶覧ロウワー・プラザ住宅地区の跡地利用を

推進するため、土地利用計画（案）の検討を行う。 

北中城村 

13 喜舎場住宅地区跡

地利用推進事業 

キャンプ瑞慶覧喜舎場住宅地区の跡地利用を推進する

ため、フルインター化計画のほか、統合計画で示された返

還予定区域に沿った跡地利用の検討を行う。 

北中城村 
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第１０章 令和５年度のまとめ 

まとめ 

１ 跡地関係市町村の検討課題の把握等 

関係市町村における返還跡地等利活用の取組状況及びその検討課題等を把握するた

め、関係する 12 市町村を対象に個別訪問を実施、加えて一部の市町村についてはオン

ライン Web 会議及び書面等による確認にて、跡地利用の取組状況や現時点の課題等につ

いての意見交換を行った。 

また、一部の市町村においては、返還跡地等における埋蔵文化財調査の課題を把握す

るため、文化財調査の担当部署との意見交換も行った。 

なお、意見交換では、市町村支援事業の支援メニュー（アドバイザー派遣等）に関し

て、改善・追加要望等について意見交換を実施し、支援メニューや情報提供のテーマを

検討する際の参考にすることとした。 

また、意見交換の結果から跡地関係市町村共通の課題・意見を抽出し、課題の解決及

び可能性等について検討するため、「複数の行政界等に跨る跡地利用に係る課題解決に

向けた検討」、「中規模駐留軍用地跡地利用におけるまちづくり手法のあり方検討」とい

う２つのテーマを抽出し、先行事例の視察及び意見交換、また、業務代行に関係する事

業者等のヒアリングや意見交換等を経て、検討内容の取りまとめを行った。 

本事業の効果的な実施と、各種支援策の柔軟な検討を継続していくため、今後も対象

市町村の個別訪問を実施し、その取組における検討課題を把握するとともに、関係市町

村共通の課題・意見を抽出し、調査・検討を行い、把握した内容及び調査・検討した内

容に応じた専門家の派遣及び記録として「跡地カルテ」に反映させることが必要となる。 
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２ 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

推進懇談会は、関係市町村ごとに異なる課題について意見交換し、跡地利用を推進す

る際の留意点及び新たな支援方法を検討し、その内容を取りまとめ、情報提供すること

で、関係市町村の跡地利用計画策定等に資することを目的として開催している。 

関係市町村においては、跡地利用計画の策定段階や、実際に事業着手する際にも様々

な課題があり、跡地利用が予定どおり進捗しない場合がある。「推進懇談会」において

は、これらの課題に対する適切なアドバイスが求められている。 

今年度は１回開催し、「跡地利用に関する動向」及び「令和５年度の取組み内容」を

報告し、以下のとおり「令和６年度の取組方針」について説明がなされ、意見交換を行

った。また、「今後の跡地利用に関する取組みについて」と題して、キャンプ瑞慶覧（ロ

ウワー・プラザ住宅地区）を取り上げ、２つの行政、２つの都市計画区域に跨る地区の

課題を含め、今後返還までに行う事項や跡地利用計画を策定していく上での課題等につ

いて意見交換を行った。 

＜次年度の取組み方針＞ 

1 基本方針 

跡地利用対策課は、跡地利用特措法の下、関係市町村とコミュニケーションを密に

図り、内閣府本府を始めとする関係機関と連携して市町村支援事業に取り組む。令和

6年度については、プロジェクト・マネージャーの需要増に対応すべく既存の業務を

見直すこととする。 

（プロジェクト・マネージャー派遣） 

令和５年度            令和６年度 

恩納村・恩納通信所    70日  恩納村・恩納通信所（同）    70日 

沖縄市・ロウワー地区   50日  沖縄市・ロウワー地区（増）   70日 

宜野湾市・跡地文化財関係 45日  宜野湾市・跡地文化財関係（増） 120日 

計   165日  宜野湾市・普天間飛行場（新）  50日 

  北中城村・喜舎場住宅地区（新） 50日 

     計  360日 

2 個別・具体的取組 

(1) 跡地関係市町村の意見・課題の把握 

関係市町村毎に跡地利用対策課職員を割当て、各市町村の状況把握に努める。令和

5年度に実施した市町村の共通課題の調査・検討は実施しない。関係市町村から要望

があれば、コンサルタント派遣を活用した調査を実施する。 

(2) アドバイザー等派遣 

関係市町村からの要請に応じて、内容を精査のうえ、迅速に派遣する。 

 



第１０章 令和５年度のまとめ 

313 

(3) 跡地関係市町村連絡会議 

前年度の事業報告と今年度の事業計画に対する意見交換を目的に年度当初に1回開

催する。 

(4) 跡地利用推進セミナー及び跡地関係市町村個別会議 

セミナー（年2回）及び個別会議（年1回）については、セミナー（年1回）に集約

し、関係市町村職員及び地権者等を対象に、跡地利用計画に必要な基礎知識（土地区

画整理事業の仕組みなど）を身につける研修的な位置づけとして開催する。関係市町

村から要望があれば、アドバイザー派遣を活用した講演会等を実施する。 

(5) 広報業務 

令和2年度から令和5年度において4回にわたり制作した広報誌「まちプランナー」

のスマートフォン対応コンテンツを制作する。 

(6) 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

令和6年度の跡地利用対策課の取組結果をご報告し、取組み内容及び次年度（令和7

年度）以降の業務取組方針等についてアドバイスを頂く。 

 

意見交換の結果として、「プロジェクト・マネージャーの派遣要望が増えたというこ

とは、返還予定の施設が動き出したことであり、次年度はその要望に対応することはよ

いことである。」、「ロウワー・プラザ住宅地区については、行政界や都市計画区域また

ぎの問題がある中で、全体的な計画を描くところまでは県のサポートが必要である。」、

「また、プロジェクト・マネージャー個々人の属人的な力だけではなく、プロジェクト

をマネジメントするような、問題の受け皿となる組織を立ち上げが必要ではないか。」

という意見があった。 
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３ 跡地関係市町村連絡会議 

連絡会議は、年度当初に関係市町村において跡地利用の実務に携わっている担当者を

対象として、本業務内容の実績報告や本年度実施計画等について情報提供及び意見交換

を実施することで担当者間の連携強化を図ることを目的に１回開催した。 

主な意見交換の内容としては、専門家等の派遣で行われたアドバイス等により、跡地

利用計画の策定や地権者の合意形成等をスムーズに推進することができたとの報告等

があった。また、意見交換の中で事業を推進している地区の課題等の把握ができたこと

により、新たに専門家等を派遣することにも繋がった。 

今後も、それぞれの跡地利用に向けた取組や課題等が関係市町村間で情報共有できる

ことから、関係市町村の担当者が一堂に会する場を設けることは重要である。 
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４ 跡地関係市町村個別会議 

個別会議は、関係市町村担当者を対象に、跡地利用に資するテーマにて、講師等によ

る講演と関係市町村の取組状況報告及び意見交換を行い、より具体的に、深掘りした情

報の共有を目的に１回開催した。 

「脱炭素社会（カーボンニュートラル）を見据えた跡地利用まちづくり」をテーマに

カーボンニュートラルに取り組んでいる専門家による講演や、跡地関係市町村担当者間

で情報共有を図り、跡地利用まちづくりの検討に寄与することを目的に専門家と関係市

町村等との意見交換等を実施した。 

出席者からの主な意見・要望等としては、以下のものがあった。 

・今までカーボンニュートラルについてしっかりと学ぶ機会がなかったが、今回、

エネルギー事業者や関係機関の方々の実際の意見が聞けたことや事例を知るこ

とができた。 

・今後燃料が確保しづらくなるため、カーボンニュートラルの取り組みは、まちづ

くりにおいて必要不可欠である。 

・カーボンニュートラルなまちづくり実現のためのルール作りや行政側がどのよう

な取組をするべきかを検討していくために、今回学んだ内容を活かしていきたい。 

以上のように、個別会議は関係市町村の要望や今後の跡地利用計画において検討して

いくべき事項をテーマとしており、今後も、関係市町村担当者等のニーズに対応したテ

ーマを取り上げていくことが重要である。 
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５ 跡地利用推進セミナー 

推進セミナーは、関係市町村担当者及び地権者等を対象に、専門家等による県内外の

まちづくりの事例紹介や土地区画整理事業の仕組みなどについて、跡地利用計画に資す

る基礎的知識の共有を目的に 2 回開催した。 

1 回目は、「跡地利用計画における土地利用の実現 ～土地区画整理事業の申出集約換

地手法を用いて～（入門編）」をテーマに、実務経験者による講義を行い、実際の事例

を通して、申出集約換地制度のメリット・デメリット及び申出換地の今後の課題点等に

ついてパネルディスカッションを実施した。 

2 回目は、「駐留軍用地跡地への外資系企業等の進出・誘致について」をテーマに、駐

留軍用地跡地への企業誘致の進め方やポイント、企業誘致の実施体制などついて企業

側・誘致側の視点から専門家の解説、実際に駐留軍用地跡地へ進出してきた外資系企業

の方から事例紹介を行い、意見交換も実施した。 

出席者からの主な意見・要望等としては、以下のものがあった。 

・具体的事例をベースに説明があり、わかりやすかった。 

・任意の申出換地のように希望に合わせて、土地を集約できるよう、跡地利用に活

かしていきたい。 

・大規模な跡地利用の企業誘致に横串を入れる組織が必要だということに共感した。 

・上物整備・企業誘致を含め、そこをみすえたコンセプト、ニーズ、ターゲットの

設定を前提にすべきことを改めて体系的に理解できた。 

いずれのテーマも跡地利用に携わる行政の担当者として必要な視点となっており、過

去の事例を踏まえた実践的なアドバイスであったことから、今後の跡地利用における土

地区画整理事業における申出集約換地の基礎的知識や跡地利用における外資系企業の

誘致について学べるよい機会になったと思われ、参加者からも好意的な意見を得られた

ことから、今後も継続していくことが重要である。 
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６ アドバイザー等専門家の派遣等 

(1) アドバイザー派遣 

アドバイザーは、以下のとおり派遣した。 

1)読谷村（3 回） 

嘉手納弾薬庫地区（国道東地区）の大湾アガリヌウガン遺跡におけるＡＲ等の活

用に関するアドバイス及び勉強会を 3 回実施した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

読谷村 

・実際に開発に携わる方から、最新のＡＲ等の技術の紹介やそ

の活用方法等を全国の事例を交えながら説明いただいたこと

で、今後の事業計画にどう活かせるかをイメージすることが

出来た。 

アドバイザー （特になし） 

 

2)北中城村（7 回） 

喜舎場住宅地区の円滑な跡地利用を図るため、駐留軍用地跡地利用の推進に実績

のある行政の立場からアドバイスを７回実施した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

北中城村 （特になし） 

アドバイザー 
・関係機関との協議 

・実施に向けた権利者の合意形成に向けた取り組み 

 

3)宜野湾市（2 回） 

大規模跡地利用にかかる合同勉強会（国、県、宜野湾市、浦添市）において、今

後の取組等につなげていくための講演及び意見交換を実施した。 

また、普天間飛行場の地権者組織づくりや施行者に関するヒアリング及びアドバ

イスを実施した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

（合同勉強会） 

・本事業により、大規模跡地利用にかかる合同勉強会（国、県、

宜野湾市、浦添市）において、新田氏を派遣いただいたこと

により、現時点の各取組状況や大規模跡地ゆえの課題等を共

有・確認し、今後の取組等につなげていくことができる等、

大変貴重な成果を得た。 
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（地権者組織） 

・本事業により、普天間飛行場等の地権者組織づくりにかかる

有識者ヒアリングにおいて、武氏を派遣いただいたことによ

り、現時点の各取組状況や大規模跡地ゆえの課題等を共有・

確認し、今後の取組等につなげていくことができる等、大変

貴重な成果を得た。 

アドバイザー 

（合同勉強会） 

・今回の講義によって出席関係者に、県内大規模跡地のＵＲ施

行という新たな選択肢があることの共通認識が出来、また今

後どのようなステップを踏んで、実際に実現していくかにつ

いても具体的なステップを理解していただいたものと考えま

す。ただし、当日出席が適わなかった浦添市様について、共

通認識を持てていないと考えるため、今後如何なる方法で共

通認識を賜るのかの課題を残している。 

 

（地権者組織） 

・現在の地権者組織の活動内容の整理について 

・今後の地権者組織の在り方について 

・大規模跡地ゆえの課題の抽出について 

 

4)浦添市 

牧港補給地区跡地利用計画の策定に向けた勉強会全体に対するファシリテータ

ーとして 1 回派遣した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

浦添市 

・駐留軍用地跡地に関する広い知見から、ファシリテーターと

して会議を導いてくれた。また、牧港補給地区の跡地利用に

ついての熱意も感じることができ、今後も引き続きアドバイ

スを頂きたい。 

アドバイザー 

・本事業は、策定中の「浦添市軍用地跡地利用計画」について、

地権者が理解を深める機会となった。現在策定中の基本計画

は、牧港補給地区の残余部分における、「2024 年またはその

後」、「2025 年またはその後」とされている返還計画の着実な

実現に向けて進行中である。 

・他方、本地区全体の返還後の跡地利用計画は 10 年前にも策定

された経緯があり、この間、返還が実現しなかったことから

改めて策定することとなった。 

・そのため、本計画は将来の経済社会の変化に耐え得ることを

目的に、新たに長期にわたり跡地利用という大規模再開発の



第１０章 令和５年度のまとめ 

319 

基礎となる「理念」を捉えた。この点について地権者と理解

を共有した。 

・本地区の面積は、本市の総面積に占める割合が大きく、「理念」

に基づいて「公共の福祉」をどう実現するかには大きな期待

がかかる。 

・今後の課題として、跡地利用の推進に際し地権者が希望する

大規模再開発と、「公共の福祉」の視点をどのように調整する

かは不可欠な要素となろう。 

 

 

アドバイザー派遣は、今後も継続することが求められており、かつ、アドバイザーの

指導・助言は、他の跡地関係市町村へも共有情報として発信していることから、今後の

跡地利用の参考となるため、今後も継続していくことが重要である。 
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(2) コンサルタント派遣 

コンサルタントは、以下のとおり派遣した。 

1)北中城村 

ロウワー・プラザ住宅地区において、組合設立準備会の結成に向けた活動支援を

実施した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

北中城村 

・ロウワー・プラザ住宅地区においては、令和 3 年 7 月に地権

者会が発足し、地権者主導のまちづくりに対する機運が高ま

っている状況にあります。 

今回、本制度を活用し、地権者会に対し地権者の意欲醸成、

合意形成に係る活動支援を実施することで、地権者主導のま

ちづくりの推進が図られ、本地区の円滑な跡地利用に向けた

取組みの一助となりました。 

コンサルタント 

・地権者会は、各行政と協働で跡地利用整備計画を策定し、本

地区特有の諸条件及び地区の将来像を地権者に周知すること

で令和 6 年度の設立準備会結成に向けた同意書取得のため、

地権者の合意形成と意識醸成を図らなければならない。 

 

2)宜野湾市（4 回） 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）において、将来の宜野湾市のまちづくり、

または今後返還が予定される嘉手納以南の駐留軍用地に対する跡地利用計画の参

考になる動画の作成のため、事業実施中の状況等の撮影を実施し、昨年度及び今年

度撮影したキャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の事業実施中の状況等の映像に音

楽、ナレーション、テロップ等を加えた動画の作成を実施した。 

また、普天間飛行場において、跡地利用計画の実現に必要な「周辺市街地整備と

の連携」に向けて、今後の周辺市街地の道路網の見直し検討に寄与する基礎資料の

整理（既存資料の整理、計画構想道路の現況整理、計画構想道路の整備課題の整理）、

及び跡地利用計画の実現に必要な「地権者の組織づくり等の促進」に向けて、基礎

資料の整理（組織の立場・役割の整理、先進地区（那覇新都心等）の事例整理、組

織づくりのあり方の整理等）を実施した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

（西普天間住宅地区：映像記録撮影・情報発信映像作成） 

・様々な事案に活用でき、専門の知見を有したコンサルタント

等に対応いただけるため、大変有り難い制度であり、今後も

継続をお願いします。 
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（普天間飛行場：周辺市街地道路網、地権者組織づくり） 

・様々な事案に対して柔軟に対応が可能であり、非常に使いや

すい制度である。今後も制度の継続をお願いします。 

コンサルタント 

（西普天間住宅地区：映像記録撮影） 

・撮影は天候に左右されやすい為、返還跡地の工事スケジュー

ルについて確認を行い、良い条件のもと撮影を行う。 

（西普天間住宅地区：情報発信映像作成） 

・西普天間住宅地区返還跡地の工事進捗状況を広く周知するた

め、撮影後タイムリーに編集し情報発信する等、今後も継続

することが望ましい。 

（普天間飛行場：周辺市街地道路網） 

・本調査結果を踏まえ、計画構想道路の必要性や優先度の検討 

（普天間飛行場：地権者組織づくり） 

・本調査結果を踏まえ、新たなまちづくり推進組織の検討 

 

 

コンサルタント派遣は、関係市町村が行う跡地利用計画の事業化の前の基礎的な調査、

事業推進段階での追加検討事項に対する調査・資料作成等に活用されており、今後も継

続していくよう要望されている。 
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(3) プロジェクト・マネージャー派遣 

プロジェクト・マネージャーは、恩納村、沖縄市、宜野湾市（文化課）へそれぞれ 1

名派遣した。 

1)恩納村 

恩納通信所跡地に計画されている「恩納通信所跡地リゾート計画」及び隣接する

万座毛周辺の整備を含めた村の施策について、派遣先である恩納村役場内各部署と

の調整、リゾート計画推進に向けた関係機関や地主会、開発事業者等との対外的な

各種調整、跡地利用計画及び地権者合意形成への助言等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

恩納村 

・返還跡地周辺についても土地利用の構想を検討することの大

切さを学んだ。 

・返還跡地に係る地域活性化検討委員会を立上げるための組織

づくりの必要性を学んだ。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・返還跡地フォーシーズンズホテル以外（約 30ha）の計画の推

進。返還跡地集落エリア（約 10ha）における地権者の理解と

事業着手。返還地における更なる基盤整備（道路事業） 

 

2)沖縄市 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）及び今後一体的な跡地利用が想定

されているサウスプラザ地区において、異なる都市計画区域、行政界に位置してい

るなど、多くの課題がある中で、円滑な跡地利用を図るために返還前の早い段階か

ら多岐にわたる関係機関、地権者会等との協議・調整を円滑に進めるための助言等

を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

沖縄市 

・当地区は行政界及び都市計画区域跨ぎをはじめ、多くの課題

があることから、返還前の早い段階から県や防衛局等との調

整が必要となります。派遣期間中はこれら関係機関調整や土

地利用計画の検討等、跡地利用に関する幅広い助言を頂き、

本事業の推進にご支援頂きました。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・地権者会活動を支援し、仮同意書の取得を行い準備会を結成

させること。進入路の代替道路建設を提案し、返還区域の見

直しについて後押しをすること。 

 

3)宜野湾市（教育委員会文化課） 

平成 25 年度から継続して予備調査や緊急発掘調査を行っている西普天間住宅地

区、令和 5 年度から予備調査を再開予定の普天間飛行場及び文化財保存整備事業を

計画しているインダストリアル・コリドー地区において、緊急発掘調査・試掘調査
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の指導及び今後の文化財保存整備事業についての助言等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

・一月 5 日程度とはいえ、外部から業務や進捗状況を確認する

のではなく、当課内に席を設けて一緒に業務に取り組んでい

ただけるため、実情に合う具体的なアドバイスをいただけて

いると思います。そこで、次年度も引き続き、同氏の派遣を

お願いしたいと考えております。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・西普天間住宅地区に関しての発掘調査は今年度で一応終了し

たが、史跡指定に向けた試掘調査と並行的に指定に向けた既

調査の精査及び次年度より普天間基地の立ち入りが認められ

そうで調査の再開が予定されており、その調査を円滑に進め

ることが課題となる。 

 

 

プロジェクト・マネージャー派遣は、関係市町村が行う跡地利用を推進していくため

の総括的なアドバイスが求められており、地権者や関係機関等との協議・調整を円滑に

進め、返還跡地及び返還合意施設の跡地利用を推進するため、今後も継続していくよう

要望されている。 

また、プロジェクト・マネージャーの派遣を要望する市町村が増えていることから、

需要増に対応する必要がある。 
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７ 広報誌の発行 

(1) 広報誌「まちプランナー」 

広報誌「まちプランナー」は、今後の跡地利用を検討する気運を向上させるために作

成し、関係市町村に配付した。 

沖縄健康医療拠点として位置付けられ琉球大学医学部と同大学病院の移転工事も進

んでいるキャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の跡地利用のキーパーソンである、宜野

湾市基地政策部長の多和田功氏、琉球大学 理事・副学長 病院長の大屋祐輔氏に対し、

これまでの取組及び今後の展開等に関するインタビューを実施した。 

若手地権者組織のキーパーソンとして、牧港補給地区の跡地利用に関して地権者の合

意形成を担う「チームまきほ 21」委員長の宮城政司氏へのインタビューも実施した。 

また返還跡地のまちづくりへの参加や意識醸成の必要性、地権者勉強会への支援メニ

ュー等を跡地コミックとしてマンガにすることで、地権者にわかりやすく伝えることと

した。 

その他にも、返還跡地のまちづくりの事例としてキャンプ桑江（北側地区）跡地を紹

介し、航空写真等で昔と現在を比較できるようにした。 

このように、広く地権者等に跡地利用を周知し、気運を向上させることは、今後返還

が予定されている駐留軍用地の跡地利用の推進の一助となることが期待されることか

ら、何らかの形で跡地利用に対する取組や状況を行政関係者や地権者、ひいては地権者

等に紹介していくことが必要である。 
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８ その他の支援事業 

(1) 広報普及活動と関係情報の整理 

跡地利用に関する広報普及活動と関係情報の整理は、跡地利用の実現に向けた取組を

広く周知すること、跡地間の連携や各地区状況の共有化の面で重要であることから、「跡

地利用の推進（パンフレット）」、「跡地カルテ」及びホームページコンテンツの更新等

を行った。 

また、跡地利用に関係する情報の整理として、令和 5 年度の沖縄振興特別推進交付金

（一括交付金）による跡地関係調査の実績を整理した。 

今後も日常的な情報収集と整理を進めるとともに、広報普及活動を行うことが必要で

ある。 

 


